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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(1) 地域医療の提供 

 

中期 

目標 

ア 地域医療の提供（須坂、阿南、木曽病院） 

地域の医療需要を見極め、診療体制を整備して医療を提供すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

１ 

ア 地域医療の提供（須坂、阿南、

木曽病院） 

須坂、阿南及び木曽病院は、地

域の中核病院として診療機能の充

実を図り、地域の医療需要に応じ

た初期医療及び二次医療サービス

の提供を行うとともに、地域の救

急病院として夜間診療体制の充実

等により救急患者の受け入れ体制

を強化する。 

また、関係市町村並びに地域の

医療機関及び保健・福祉施設と連

携して、地域において県立病院が

担うべき在宅医療（訪問診療・看

護、訪問リハビリ）、検診業務の充

実を図る。 

地域の医療需要に応じた初期医療及び

二次医療サービスの提供を行う。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・時間外救急患者10,702人、救急車来院患者1,558人を受け入れた。 

・以下の専門外来（延べ患者数）を実施した。 

ピロリ菌外来（360人）、非結核性抗酸菌症専門外来（181人） 

肝臓外来（466人）、スキンケア外来（106人） 

（課 題） 

今後も地域の医療需要に柔軟に対応していく必要がある。 

２ 

地域において県立病院が担うべき在宅

医療（訪問診療・看護、訪問リハビリ、訪

問薬剤指導）及び各種検診業務を行う。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

訪問診療：120件（25年度138件） 

訪問看護： 2,161件（25年度 2,157件）緊急対応136件（25年度 125件） 

訪問リハビリ： 1,294件（25年度  1,297件） 

 

（課 題） 

地域が必要としている在宅医療の維持継続 



- 2 - 

 

- 2 - 

 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

３ 
ア 地域医療の提供（須坂、阿南、

木曽病院） 

須坂、阿南及び木曽病院は、地

域の中核病院として診療機能の充

実を図り、地域の医療需要に応じ

た初期医療及び二次医療サービス

の提供を行うとともに、地域の救

急病院として夜間診療体制の充実

等により救急患者の受け入れ体制

を強化する。 

また、関係市町村並びに地域の

医療機関及び保健・福祉施設と連

携して、地域において県立病院が

担うべき在宅医療（訪問診療・看

護、訪問リハビリ）、検診業務の充

実を図る。 

診療情報管理士による地域の疾病・患者

動向等の把握・分析を行い、提供する医療

サービスの向上を図る。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・ＤＰＣ分析ソフト等を使用し、科別・疾病別・診療圏別患者数等の分析を

行い、院長による各診療科等の面談によって医療サービスの向上を図っ

た。 

・産業医科大学に職員を派遣し、その研修報告会及び経営企画室会議での報

告を行った。 

12月8日 「超高齢化社会に向けた須坂病院の方向性」 

 高野千晶診療情報管理士 

・上記診療情報管理士の提案を経営企画室会議で検討し、誤嚥性肺炎の対応

について管理者会議に提案した。 

・須坂病院運営協議会において、須坂病院の第2期の展望を診療情報管理士

が地域の人口、疾患別の患者推計等により分析してデータを提供した。 

（課 題） 

・引き続き様々なデータを分析し、サービス向上に寄与するよう努める。 

・地域における人口推計、疾病別患者推計から立ち位置の検証。 

４ 

(ｱ) 須坂病院 

患者目標（延人数） 

入院 86,896人（結核を含む） 

外来 125,721人 

須
坂 

Ｂ 

（業務の実績） 

患者数  入院83,341人 外来119,139人 

 （前年度比 入院98.6％ 外来94.8％） 

 

５ 

・内視鏡検査を積極的に実施し、がんの
早期発見に努めるとともに、内視鏡治
療症例を増し、技術水準の更なる向上
と充実を図る。 

・ピロリ菌外来、抗酸菌外来、海外渡航
者外来等の専門外来及び認定看護師
によるスキンケア外来の一層の利用
促進を図る。 

・地域の高齢者のニーズに対応し、訪問
リハビリテーションを充実する。 

・ＰＣＲ検査機器（遺伝子解析装置）を
用いた遺伝子検査とその診断及び治
療を推進する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・内視鏡センターでは様々な疾患の早期診断と内視鏡治療を行った。 

特に、早期胃癌や早期大腸癌に対しては積極的に内視鏡治療を行った。ま

た、カプセル内視鏡とバルーン内視鏡により、小腸疾患の診断と治療を実

施している。（小腸内視鏡件数 8件 H25年度20件） 

 内視鏡検査件数：5,917件（25年度 6,141件）(生検にてGroup4 23件 

Group5 95件) 

・外来化学療法室において延べ患者数 657人（25年度 723人）の化学療法を

行った。 

・ピロリ菌外来は延べ 360人の診療を行い、約250件の除菌を実施した。 

・専従化した認定看護師によるスキンケア外来は 106（25年度 171人）を

診療し、ストーマの良好な維持管理に貢献した。 
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・脳神経外科及び脳神経内科について、
引き続き近隣病院から非常勤医師の
派遣を受けながら外来診療を継続す
るとともに、診療体制を充実させるた
め常勤医師の確保に努める。 

・急性期を脱した後の在宅復帰、術後機
能訓練などの回復期医療を拡充する
ため、回復期リハビリテーション病棟
の開設に向けた準備を行う。 

・総合的な褥瘡管理体制の構築のため、
皮膚排泄ケア認定看護師の専従化を
図る。 

・嚥下、摂食機能向上を目指し、歯科口
腔外科の開設に向けた検討を進める。 

・総合診療科医師の確保と充実を図る。 
・年間を通して病床を安定的に確保す

る。 

区 分 平成24年度 

実績 

平成26年度 

目標値 

新外来患

者数 

22,369人 20,000人 

手術件数

（手術室） 

1,763件 1,600件 

内視鏡検

査件数 

5,410件 5,500件 

分娩件数 275件 200件 
 

・訪問リハビリ： 1,294件（25年度 1,297件） 

・8月から開設した地域包括ケア病棟では、リハビリテーションを13,231単

位実施し、施設基準であるの1日平均2単位以上のリハビリテーションを提

供した。 

・脳神経外科については、近隣病院から非常勤医師の派遣を受けながら外来

診療を継続し、関係大学への訪問を行った。 

・急性期を脱した後の在宅復帰に向けた患者の診療、看護、リハビリテーシ

ョンを目的とした地域包括ケア病棟として46床を開設し、開設以降は院内

外から延べ7,346名の患者を受け入れ、、リハビリテーションを13,231単位

実施している。今後は急性期病院との連携・強化のほか、慢性期対応病院

や介護施設並びに訪問介護ステーションとの連携を強化し、入院から在宅

に向けた地域包括ケアシステムの中核的役割を果たしていきます。 

・地域完結型歯科医療のため、準備段階から地域の歯科医師会と連絡を密に

しながら常勤歯科医師1名、非常勤医師1名（応援医師2名）、歯科衛生士2

名の人員体制と歯科ユニット2台、放射線装置2台、歯科システム等を整備

し10月14日に開設した。（入院91名、外来1,700名） 

・当院の特色である感染症対策の専門病院として感染症治療に伴う歯科口腔

治療、紹介を中心とした外来、口腔外科手術を予定している。全身麻酔下

で手術を受ける患者、脳血管疾患障害の患者、化学療法を受けている患者

に対する口腔ケアも提供している。 

 

区分 25年度実績 26年度実績 

新外来患者数 22,843人 23,497人 

手術件数（手術室） 1,850件 1,670件 

内視鏡検査件数 6,141件 5,917件 

分娩件数 288件 291件 

 

（課 題） 

内視鏡センターの患者環境、業務環境の改善と地域包括ケア病棟の活用に

向けた急性期病院等との連携。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(1) 地域医療の提供 

 

中期 

目標 

ア 地域医療の提供（須坂、阿南、木曽病院） 

地域の医療需要を見極め、診療体制を整備して医療を提供すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

６ 

ア 地域医療の提供（須坂、

阿南、木曽病院） 

須坂、阿南及び木曽病

院は、地域の中核病院と

して診療機能の充実を図

り、地域の医療需要に応

じた初期医療及び二次医

療サービスの提供を行う

とともに、地域の救急病

院として夜間診療体制の

充実等により救急患者の

受け入れ体制を強化す

る。 

また、関係市町村並び

に地域の医療機関及び保

健・福祉施設と連携して、

地域において県立病院が

担うべき在宅医療（訪問

診療・看護、訪問リハビ

リ）、検診業務の充実を図

る。 

地域の医療需要に応じた初期医療及び二次医療サー

ビスの提供を行う。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

整形外科常勤医を補充し、当診療圏で多い筋骨格系疾患や損傷に対し

入院外来にわたりカバーすることができた。 

救急対応を補うため、信州大学医学部附属病院救急科による当直及び

翌日の外来診療の派遣業務を、引き続き月４回受けることができた。 

26年12月から内科午後外来の診療を開始し、患者の利便を図った。 

携帯型Ｘ線撮影装置及び携帯型超音波診断装置を用いて在宅医療に

おける検査体制を充実した。 

（巡回診療・訪問診療などでの利用件数： 

Ｘ線撮影 14件、超音波診断 8件） 

※携帯型超音波診断装置については、その他股脱健診10件、救急外来

１件、病棟１件での利用があった。 

７ 

地域において県立病院が担うべき在宅医療（訪問診

療・看護、訪問リハビリ、訪問薬剤指導）及び各種検

診業務を行う。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

実患者数が死亡や施設入所等で減少したが、新たな患者を確保するな

ど積極的な運営を行った。 

特に訪問リハビリに関しては、PTの増員もあり、町村の保健師やケア

マネージャーからの情報でニーズを把握し、前年度を上回る件数を確保

できた。 

         H25年度  →  26年度 

訪問リハビリ   1021件  →  1085件 

訪問診療      376件  →   330件    

訪問看護        1257件    →    1287件 

訪問薬剤指導     56件  →   62件 
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（課 題） 

人口減、在宅ニーズの低迷から訪問件数は大きな伸びは期待できない

が、経営企画会議で毎月の動向を公表し、ポスター掲示などで新規患者

を開拓に努めている。 

また、阿南町の所管する地域医療介護連携システム（EIL）を用いて、

訪問記録の相互参照を今後も推進していく。 

８ 
診療情報管理士による地域の疾病・患者動向等の把

握・分析を行い、提供する医療サービスの向上を図る。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

本年度も診療情報管理士２名体制で当院向けのクリニカルインディ

ケーターを作成し、毎月の経営企画会議で公表し、評価、分析を行い、

増収策の立案に活用している。 

（課 題） 

危機感の共有と、分析から得た経営的な課題について具体的にどのよ

うに克服していくのか。 

９ 

(ｲ) 阿南病院 

患者目標（延人数） 

入院 19,850人 

外来 53,354人 

阿
南 

Ｂ 

（業務の実績） 

患者数（延人数） 入院 17,780人   外来 51,418人 

平成26年10月から外科医が非常勤となったことなどで目標値には届

かなかったが、外来では紹介患者や予防接種の受診者が増加した。 

（課 題） 

圏域の人口減少や医師不足など厳しい環境下にある中で、さらに地域

との連携強化、公衆衛生活動の活性化により活路を見出したい。 

10 

・ 新本館棟の竣工など、新しい経営環境の元で病

院の再活性化を図り、「和(なご)みの医療センタ

ー」の愛称を体現するべく地域に寄り添う医療を

引き続き提供していく。 

 

 

・ 高齢者のみならず、地域の少子化対策に応える

診療体制の構築を目指す。 

 

 

 

 

 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・本館棟改築工事の完成にあわせ、愛称を「和(なご)みの医療センタ

ー」と命名し、地域に寄り添う医療の提供を実現するとともにアピ

ールした。 

・電子カルテは、稼働後１年半が経過し、ほぼ安定した運用管理がな

された。 

・院外処方箋発行体制へのスムースな移行により、毎月８０％程度の

院外処方率を達成できた。 

・整形外科医の欠員が補充され、高齢者特有の筋骨格系疾患の診断治療

や多発する大腿骨骨折の手術を精力的に行い、外来から入院にわたる

サービス水準が大きく向上した。 

・小児科では日々の外来のほか、町村への乳幼児健診等への派遣を継続

した。 
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・ 精神病床の廃止に伴い遊休状態となった東館を

「地域医療総合支援センター」とし、「健康管理

センター」、「へき地医療研修センター」及び「認

知症なんでも相談室」をそれぞれ設置する。 

・ 「健康管理センター」では、郡内町村からの乳

児健診の依頼に視能訓練士（ＯＲＴ）を含め対応

するとともに、人間ドックの受診者増を図る。 

・ 「へき地医療研修センター」では、信州型総合

医養成のための「へき地医療臨床プログラム」を

策定するとともに、医療技術者の育成に向けた準

備を進める。 

・ 「認知症なんでも相談室」では、認知症を地域

で支える体制づくりに向け、下伊那郡内町村など

とも連携しながら、公開講座などの啓発活動の実

施、相談窓口の設置及び「院内デイサービス」を

開始する。 

 

 

 

 

 

・ 常勤の整形外科医を配置し、外来・入院診療及

び手術などの対応を充実させるとともに、股脱検

診では超音波診断を実施するなど、幅広い年齢層

に対応できる体制整備により、機能の強化を図

る。 

・ リハビリ部門に作業療法士を新たに配置し、脳

梗塞疾患等の回復期及び在宅復帰を目指す患者

への支援に向けた準備を進めるなど、リハビリ機

能の充実を図る。 

・ 言語聴覚療法については、訓練室を東館の独立

した専用室に移転し小児への対応等機能の向上

を図る。 

・整形外科では、６歳女児に対する腱鞘の手術を施行や４か月乳児に対

する股関節脱臼検診の超音波診断によるエビデンスに基づく異常の

早期発見を目指した。 

・平成25年度に東館の改修を終え、４月に地域医療総合支援センターを

オープンし、地域住民の健康管理事業の充実、在宅医療の推進、認知

症への支援、信州型総合医の養成に向けスタートした。 

・健康管理センターの本格稼働 

① ３歳児健診の受託（阿南町、天龍村） 年４回実施 

② ３歳児眼科検診の受託（阿南町、天龍村）年２回実施 

（視能訓練士（ＯＲＴ）の派遣による）    

・へき地医療臨床プログラムの作成に向け準備を進めた。 

・「認知症なんでも相談室」の開設（７月） 

① 認知症認定看護師等による相談業務（毎週木曜日）を実施し、 

外来受診につなげるなど早期の対応に向けスタートした。 

    H26年度 相談件数 19件、うち外来受診に移行 4件 

② 院内外での研修会を積極的に開催した。 

    院内研修：「認知症を正しく理解する（シリーズ）」６回 

    院外研修：阿南町認知症サポーター養成研修 ２回 

      下伊那南部保健師研修会で認知症についての講演 １回 

      講演会「認知症・高齢者への倫理的対応」１回 

（長野県看護協会からの依頼により阿南荘で実施） 

  ③ 認知症を併発している入院患者を対象とした院内ディサービス

開始に向けて検討を開始した。 

 

・常勤の整形外科医を4月から配置した。外来・入院診療及び手術など

の対応に加え、４か月児対象の股脱検診では超音波診断を実施し、

幅広い年齢層に対応できる体制が整備され、機能の強化が図られた。 

 

 

・平成26年４月に作業療法士を新規に配置し、回復期リハビリの機能が

向上した。 

  H26年度 作業療法士実績 入院2,484単位 外来 319単位 

 

・言語聴覚士と病棟看護師により、積極的に脳血管疾患リハビリ及び

嚥下機能訓練を展開したことで、摂食機能の向上に貢献した。 

また、訓練室を東館に移転し小児への対応等機能の向上を図った。 
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・ 電子カルテシステムを訪問診療及び地域の医療

機関との連携強化に活用することで、業務の一層

の効率化と安全で安心な医療の提供などを推進

する。 

・ 信州大学医学部からの救急専門医の定期的な派

遣を引き続き受けながら、救急搬送については、

ドクターヘリの円滑な運用に努めるなど救急患

者の受入体制の充実を図る。 

 

・遠隔操作が可能なモバイル端末を活用し、電子カルテシステムを訪

問診療、へき地巡回診療及び地域の医療機関との連携強化に役立て

た。 

 

・信州大学医学部附属病院からの救急医については通年で協力が得ら 

れた。 

 

 

（課 題） 

H26年10月から外科の常勤医が欠員となっており、外科領域に対応し

た医師の補充に努め、さらに内科医、泌尿器科医を確保し診療体制の充

実を図る必要がある。 

11 

 

在宅医療件数（訪問診療・看護・リハビリ） 

平成 24 年度実績 平成 26 年度目標値 

3,018 件 3,100 件 
 

 
 
 

阿
南 

 

 

 

Ｂ 

 

（業務の実績） 

在宅医療件数（訪問診療・看護・リハビリ） 

平成25年度実績 平成26年度実績 

2,654件 2,764件 
 

 

※退院後の在宅移行のニーズがやや高まり、訪問診療が対前年から回

復したが、目標には達しなかった。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(1) 地域医療の提供 

 

中期 

目標 

ア 地域医療の提供（須坂、阿南、木曽病院） 

地域の医療需要を見極め、診療体制を整備して医療を提供すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

12 

ア 地域医療の提供（須坂、阿南、

木曽病院） 

須坂、阿南及び木曽病院は、

地域の中核病院として診療機能

の充実を図り、地域の医療需要

に応じた初期医療及び二次医療

サービスの提供を行うととも

に、地域の救急病院として夜間

診療体制の充実等により救急患

者の受け入れ体制を強化する。 

また、関係市町村並びに地域

の医療機関及び保健・福祉施設

と連携して、地域において県立

病院が担うべき在宅医療（訪問

診療・看護、訪問リハビリ）、検

診業務の充実を図る。 

地域の医療需要に応じた初期医療及び二

次医療サービスの提供を行う。 

木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

救急告示医療機関、災害拠点病院、へき地医療拠点病院等の指定を受け、

地域の医療需要に応じた初期医療及び二次医療サービスの提供を行ってお

り、木曽地域唯一の病院として急性期から慢性期までの幅広い診療活動を

行っている。 

救急患者 5,513名（前年度比 92.4％ 456名減）を受け入れ、手術を 881

件（前年比 99.5％ 4件減）実施した。 

（課 題） 

専門医及び看護師を継続して確保していくこと。 

13 

地域において県立病院が担うべき在宅医

療（訪問診療・看護、訪問リハビリ、訪問薬

剤指導）及び各種検診業務を行う。 

木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ共に前年度を上回り、全体で993件の

増となった。 

・訪問診療    742件（ 83件増） ・訪問看護 3,533件（316件増） 

・訪問リハビリ 2,201件（594件増） 

                   計   6,476件（993件減） 

（課 題） 

在宅医療の要請が増加した際の体制づくり。 
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14 

ア 地域医療の提供（須坂、阿南、

木曽病院） 

須坂、阿南及び木曽病院は、

地域の中核病院として診療機能

の充実を図り、地域の医療需要

に応じた初期医療及び二次医療

サービスの提供を行うととも

に、地域の救急病院として夜間

診療体制の充実等により救急患

者の受け入れ体制を強化する。 

また、関係市町村並びに地域

の医療機関及び保健・福祉施設

と連携して、地域において県立

病院が担うべき在宅医療（訪問

診療・看護、訪問リハビリ）、検

診業務の充実を図る。 

診療情報管理士による地域の疾病・患者動

向等の把握・分析を行い、提供する医療サー

ビスの向上を図る。 

木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 

診療情報管理士が、入院患者に関する疾病分類統計、患者動向等の統計

データを運営委員会へ提供しているほか、病院が提供する医療の質と効率

向上のためにその活用について、検討している。 

（課 題） 

提供されたデータの病院経営への活用 

15 

(ｳ) 木曽病院 

患者目標（延人数） 

入院 57,430人 

外来 137,550人 

木
曽 

Ｂ 

 

入院  54,196人（前年同期比 92.5％） 

外来 136,302人（前年同期比 98.3％） 

16 

・ 二次医療圏内唯一の病院及び救急告示

病院として、24時間365日体制で救急医

療の提供に努める。また、木曽広域消防

本部と連携し、救急搬送の事後検証会や

救急をテーマとした早朝勉強会を開催

し関係職員の資質の向上に努める。 

・ 糖尿病治療の充実を図るため、内科に

非常勤の糖尿病専門医１名を配置する。 

・ 急性期から回復期、さらには在宅移行

までを視野に入れた連続性のあるリハ

ビリテーションの提供及び訪問リハビ

リテーションの充実・強化を図るため、

理学療法士２名、作業療法士１名及び言

語聴覚士１名を増員する。 

・ 医師の負担軽減及び薬物療法の安全

性・有効性の向上を図るため、薬剤師１

名を増員する。 

・ 地域の高齢化及び在宅でのターミナル

ケア等の患者ニーズに対応するため、在

宅医療を積極的に展開する。 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

・救急対応をテーマとした早朝勉強会を計１５回実施し、関係職員の資質

向上に努めた。 

・糖尿病専門医は、配置できなかった。 

・在宅医療については、訪問診療は件数が前年に比べて増加（83件増）、訪

問看護（316件増）、訪問リハビリ（594件増）も前年に比べて増となった。 

・土曜日のリハビリテーションは、年度当初はPT２、OT１名であったが７

月より増員しPT４名、OT１名となったこともあり、50日実施（前年度51

日）の一日平均延べ人数は50.4人（前年度40.3人）と大幅に伸びた。 

また、一日平均75.4単位（前年度52.6単位）実施した。 

 

 

（課 題） 

土曜日のリハビリについては、言語聴覚療法及び摂食機能療法の実施に

ついて、急性期のリハビリについては、更に医療資源を投入することにつ

いて、それぞれ検討を行う。 

17 

在宅医療件数（訪問診療・看護・リハビリ） 

平成 24 年度実績 平成 26 年度目標値 

5,847 件 6,000 件 
 

木
曽 

Ａ 

在宅医療件数（訪問診療・看護・リハビリ） 

平成 25 年度実績 平成26年度実績 

5,483 件 6,476 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(1) 地域医療の提供 

 

中期 

目標 

イ へき地医療の提供（阿南、木曽病院） 

へき地医療拠点病院として、へき地における住民の医療を確保するため、無医地区への巡回診療を行うこと。また、医師不足に悩むへき地診療所を支援

すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

18 

イ へき地医療の提供（阿南、木

曽病院） 

町村並びに地域の医療、保健

及び福祉施設との連携のもと、

無医地区への巡回診療を行う。 

また、医師不足に悩むへき地

診療所等からの要請に基づき医

師を派遣するなどの支援を積極

的に行う。 

町村並びに地域の医療、保健及び福祉関係

者との連携をより強化するとともに、巡回診

療により無医地区の医療確保に努める。 

阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

医師・看護師・薬剤師のチームによるへき地巡回診療を、今年度も継続

して阿南町和合２地区へ隔週で実施し、地域医療の提供に努めた。 

またH26年度には、モバイル端末を活用した電子カルテにより、へき地巡

回診療を行っている集会所からの処方オーダ－や迅速な情報処理を開始し

た。 

19 
へき地診療所等からの要請に基づいた医

師の派遣などの支援を積極的に行う。 

阿

南 
－ 

（業務の実績） 

診療所の医師の不在は一応解消されており、医師派遣の要請はなかった。 

 

20 

(ｱ) 阿南病院 

定期的に医師・看護師・薬剤師等のチー

ムが無医地区を巡回し、電子カルテシステ

ムへのアクセスなどにモバイル端末も活

用しながら、必要な治療、薬剤処方及び予

防接種などを行う。 

阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

医師・看護師・薬剤師のチームによるへき地巡回診療を、今年度も継続

して阿南町和合２地区へ隔週で実施し、地域医療の提供に努めた。 

またH26年度には、モバイル端末を活用した電子カルテによりへき地巡 

回診療を行っている集会所からの処方オーダ－や迅速な情報処理を開始し

た。（再掲18） 

21 

(ｱ) 阿南病院 

へき地巡回診療や訪問診療においては、

携帯型Ｘ線装置及び新たに導入する超音

波診断装置を活用し、巡回先での診断など

を行うとともに、電子カルテサーバへの直

接アクセスなどにより、遠隔カルテ参照・

記載・オーダの入力を実現し、医療機能の

阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

診断機能の向上と利便性を図るため、携帯型Ｘ線装置や超音波診断装置

を活用し、在宅医療における検査体制を充実した。日吉集会所においては

阿南町の協力により光回線による情報伝達基盤が整備され、５月から巡回

診療において大量の画像データ等のやりとりが可能となり、検査結果に基

づく診断・治療に効果を上げた。 
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向上を図る。 （巡回診療・訪問診療などでの利用件数： 

Ｘ線撮影 14件、超音波診断 8件） 

※携帯型超音波診断装置については、その他股脱健診10件、救急外来１

件、病棟１件での利用があった。（再掲6） 

22 

(ｱ) 阿南病院 

福祉施設等からの要請に基づき医師及

び理学療法士を派遣する。 

阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

引き続き、診療圏内の福祉施設へ医師、理学療法士を派遣した。「阿南荘」

のｻﾃﾗｲﾄとして開設した小規模特養「太陽の家」への派遣を新規に開始した。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(1) 地域医療の提供 

 

中期 

目標 

イ へき地医療の提供（阿南、木曽病院） 

へき地医療拠点病院として、へき地における住民の医療を確保するため、無医地区への巡回診療を行うこと。また、医師不足に悩むへき地診療所を支援

すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

23 

イ へき地医療の提供（阿南、木曽

病院） 

町村並びに地域の医療、保健及

び福祉施設との連携のもと、無医

地区への巡回診療を行う。 

また、医師不足に悩むへき地診

療所等からの要請に基づき医師を

派遣するなどの支援を積極的に行

う。 

町村並びに地域の医療、保健及び福祉関

係者との連携をより強化するとともに、巡

回診療により無医地区の医療確保に努め

る。 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

病院・保健福祉関係連絡会議（２箇月に１回）、病院・町村地域包括支援

センター担当者会議（年に１～２回）等の開催、また、木曽地区医療協議

会が実施する「在宅ﾁｰﾑ医療を担う人材育成事業」（３回開催）を通じ、地

域の関係機関との連携を図った。また、毎月第２及び第４木曜日に木曽郡

上松町において巡回診療を実施した。 

24 
へき地診療所等からの要請に基づいた

医師の派遣などの支援を積極的に行う。 

木
曽 

Ａ  

（業務の実績） 

５月以降木曽町みたけ診療所の医師が不在となったため、週１回医師を

派遣した 

25 

(ｲ) 木曽病院 

定期的に医師・看護師・薬剤師等のチ

ームが無医地区を巡回し、必要な治療及

び薬剤処方を行う。 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

毎月第２及び第４木曜日に木曽郡上松町において巡回診療を実施してい

る（再掲）。 

 

26 

(ｲ) 木曽病院 

電子カルテシステムの更新に併せて、

情報化を進め診察の効率化を図る。 

木
曽 

Ａ 

電子カルテの更新に併せ、遠隔操作により、巡回診療先でもカルテ参照、

記載が可能なシステムを導入し、平成２７年度の稼働に向けて運用を検討

した。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(1) 地域医療の提供 

 

中期 

目標 

ウ 介護老人保健施設の運営 

地域医療を補完するため、阿南、木曽介護老人保健施設の運営を行うこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

27 

ウ 介護老人保健施設の運営 

阿南、木曽病院の付帯施設とし

て、病院との機能分担と連携を図

りながら充実したサービス等を提

供する。 

ウ 介護老人保健施設の運営 

病院との機能分担と連携を図りなが

ら充実したサービス等を提供する。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

 通所リハビリについては事業所のケアマネとの連携を密にしたことによ

り利用者が増加した。 

（課 題） 

今後も広報の継続や施設サービスの充実等により、新規利用者の増を図

っていく。 

28 

(ｱ) 阿南介護老人保健施設 

引き続きケアマネージャーの資格取

得や喀痰吸引等実施のための研修、認知

症及び皮膚ケア等の研修に参加するこ

とで職員のスキルアップに努めるほか、

利用者に対するサービスの向上や事故

防止等を図る。 

また、飯田市周辺からの利用者の拡大

に努める。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

居宅サービスについては、短期利用の促進に向けて、在宅での生活を支

援できるようにリハビリテーションを積極的に実施し、施設サービスにお

いても、レクレーションや行事に力を入れ、音楽療法や口腔ケアなど、利

用者や家族にアピールできるようなサービスの展開・充実を行った。 

（課 題） 

飯伊地域では、特養が新設され競争の時代に入ったことから、今後もサ

ービスの充実を図るとともに積極的な受け入れを行う必要がある。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(1) 地域医療の提供 

 

中期 

目標 

ウ 介護老人保健施設の運営 

地域医療を補完するため、阿南、木曽介護老人保健施設の運営を行うこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

29 

ウ 介護老人保健施設の運営 

阿南、木曽病院の付帯施設とし

て、病院との機能分担と連携を図

りながら充実したサービス等を提

供する。 

ウ 介護老人保健施設の運営 

病院との機能分担と連携を図りなが

ら充実したサービス等を提供する。 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

入所利用者で治療が必要な場合には、当院で入院治療を行い、治療後は

ベッドの調整等を行った上で優先的に受入れを行った。 

在宅復帰困難な入院患者について、月１回の入所判定委員会に諮り、老

健施設としては医療行為の必要性が比較的高い患者の受け入れも行ってい

る。また、在宅復帰に向け、リハビリを行いＡＤＬ（日常生活動作）の維

持に努めた。 

 

30 

(ｲ) 木曽介護老人保健施設 

リハビリ体制を維持し、短期集中リハ

ビリ・個別リハビリを引き続き積極的に

実施する。 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

理学療法士は２名体制を継続しており、短期集中リハビリについては、

2,996件（前年度比 852件増）と前年度を上回った。 

（課 題） 

短期集中リハビリ実施者を積極的に受け入れる。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(2) 高度・専門医療の提供 

 

中期 

目標 

ア 感染症医療の提供（須坂病院） 

県内唯一の第一種感染症指定医療機関、結核指定医療機関、エイズ治療中核拠点病院として、県の感染症対策の一翼を担い、その役割を果たすこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

31 
ア 感染症医療の提供（須坂病

院） 

県内唯一の第一種感染症指

定医療機関及び結核指定医療

機関として、必要時に直ちに

感染症病棟を稼動し適切な対

応ができる体制の強化や、結

核患者を受け入れ治療ができ

る体制を維持するとともに、

県内唯一のエイズ治療中核拠

点病院として、県内エイズ対

策の中心的役割を果たす。 

また、県と協力して感染症

の発生予防・まん延防止など

の感染症対策を推進する。 

ア 感染症医療の提供（須坂病院） 

県の感染症対策拠点病院とし

て、感染症医療の提供体制の充実

を図る。 

・ 第一種・第二種感染症指定医

療機関として、新型インフルエン

ザ等の発生初期に罹患した入院患

者を受け入れる。また蔓延が想定

される場合には、情報収集を行う。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

エボラ出血熱流行後月1～2回ＰＰＥ着脱訓練等を実施し、常に患者対応ができるよう

準備するとともに設備の保安管理も実施している。今回のエボラ出血熱の流行を機会に

感染症病棟の運用マニュアルを実状に合わせて改訂した。 

32 

・ 定期的に感染症の発生を想定

した「患者受入れ訓練」を行う

とともに、地域の医療機関など

と協働で感染症発生時の地域行

動計画を策定する。 

須

坂 
Ａ 

エボラ出血熱の流行に伴い県関係者と連携し12月10日に患者受け入れ訓練を実施し、

実際に発生した場合に各機関がすべき事を細部にわたり確認し合った。 

33 

・ 県の政策医療としての結核患

者の受入体制を維持する。合併

症を伴う肺結核の患者につい

ては、県下各地域からの迅速な

受け入れに努め、治療を実施す

る。また、医療機関などに向け

た結核に関する情報発信など

を積極的に行うことで、早期発

見及び蔓延防止に努める。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・呼吸器内科・感染症内科では、外来患者延べ4,318名の診療を行った。 

・結核等に関連した講演等を講師として長野県内外に向け21回実施し、早期発見及び蔓

延防止に努めた。 
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34 

・ 県内唯一のエイズ治療中核拠

点病院として県内の拠点８病

院を統括し、連絡会議及び研修

会の開催、情報交換及び教育活

動を行うとともに、エイズに関

する正しい知識の普及啓発活

動などでの中心的役割を果た

す。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・長野県エイズ治療拠点病院等連絡会を実施し、6症例の症例検討を行った。（6月13日、

10月17日、2月13日） 

・院内症例検討会を実施した。（毎月第4火曜日） 

 医師、看護師、薬剤師、ＭＳＷ、リハビリ担当者、栄養士等により、診療や看護で課

題のある患者や新規受診者など5症例の検討を行った。 

・36名(前年度 34名)の患者への治療を行った。 

35 

・ 県と協力して感染症の発生予

防・まん延防止などの感染症対

策を推進するとともに、県民に

対する情報発信を積極的に行

う。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・院長が長野県医師会感染症対策委員会委員長を務めた。 

・長野県「世界エイズデー」普及啓発週間に参加し、レッドリボンツリー、啓発品の展

示や配布を行った。 

・9月27日 長野県とエイズ治療拠点病院連絡会共催で感染症対策研修会（ＨＩＶ／エ

イズ）実施した。（参加者 福祉分野25名、医療分野50名、行政他14名） 

・情報発信については以下の取組を行った。 

4/25 山﨑善隆 須高医師会学術講演会 
慢性がいそうの診療のポイ

ントと COPD の最新治療 

5/20 山﨑善隆 
感染症セミナー（秋田県大

館市） 

知っておきたい非結核性抗

酸菌症の最近の知見 

5/24 齊藤博 
NBS 長野放送「健康ばんざ

い」 
HIV とエイズ 

5/28 山﨑善隆 
佐久薬剤師会定例学習会

(佐久市) 

日常よく遭遇する呼吸器疾

患の病態と治療 

6/13 山﨑善隆 
北信薬剤師会中高地区生涯

学習会（中野市） 

薬剤師のための呼吸器疾患

の病態と治療 

7/18 山﨑善隆 
小諸北佐久薬剤師会 生涯

教育セミナー 

日常よく遭遇する呼吸器疾

患の病態と治療 

8/23 山﨑善隆 
第 22 回呼吸器疾患・感染症

研究会（東京） 

結核菌の増殖抑制や潜在性

結核の解析および結核ワク

チンの開発研究 

9/19 山﨑善隆 
須坂病院、須高医師会出前

講座(北信保健福祉事務所) 
結核は現代病 

10/04 山﨑善隆 
日本内科学会信越地方会専

門医教育セミナー（松本市） 

非結核性抗酸菌症の最近の

知見 

10/15 山﨑善隆 
高齢者肺炎予防セミナー

（上田市） 

高齢者肺炎の特徴と診療の

現状と肺炎球菌ワクチンに

よる予防 
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10/20 山﨑善隆 
須高地域医療福祉推進協議

会感染対策研修会 
介護施設内感染対策 

11/17 山﨑善隆 
諏訪地区肺炎予防セミナー

（諏訪市） 

肺炎球菌ワクチンの最新知

見 

11/20 山﨑善隆 
呼吸器感染症学術講演会

（長野市） 

肺炎・肺化膿症における

Sitafloxacin の有用性の検

討 

11/21 山﨑善隆 飯田喘息懇話会 
COPD 急性増悪とステロイド

薬の功罪 

11/28 山﨑善隆 
須坂病院、須高医師会出前

講座（飯田市健和会病院） 

高齢者結核の特徴と院内感

染対策 

12/02 山﨑善隆 
上伊那呼吸器研究会学術講

演会 

高齢者肺炎の外来治療のポ

イントと入院パスによる診

療の試み 

12/04 山﨑善隆 北信胸部画像読影勉強会 
呼吸器疾患の胸部 X 線、CT

画像読影のコツ 

12/11 山﨑善隆 
長野市薬剤師会 生涯教育

講演会 

日常よく遭遇する呼吸器疾

患の病態と治療 

12/17 齊藤博 

第 3 回長野赤十字病院院内

感染対策研修会（地域公開

講座） 

感染対策～院内から地域～ 

1/28 山﨑善隆 

JA 長野厚生連 感染管理

担当者会議（合同カンファ

レンス）（長野市） 

結核の診療の現状と院内感

染対策 

2/05 山﨑善隆 
第２回北信臨床感染症講座

（長野市） 

薬剤師のための胸部画像読

影術と抗菌薬の適正使用に

ついて 

2/05 齊藤博 
須坂病院、須高医師会出前

講座(墨坂中学校) 
エイズについて 

2/07 山﨑善隆 

長野県薬剤師会病院薬剤師

会 東信支部学術大会（佐

久市） 

高齢者肺炎のマネージメン

ト 

3/06 山﨑善隆 
上田薬剤師会病診部研修会

（上田市） 
呼吸器感染症の診療 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(2) 高度・専門医療の提供 

 

中期 

目標 

イ 精神医療の提供（こころの医療センター駒ヶ根） 

県の政策的な精神医療を担う病院として、精神科の救急・急性期医療を充実し、児童思春期精神疾患の専門医療及びアルコール・薬物依存症の入院専門 

医療を提供すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

評 
価 

説 明 

36 

イ 精神医療の提供（こころの医

療センター駒ヶ根） 

県の政策的な精神医療を担う

病院として、次に掲げる精神医

療を提供するとともに、南信地

域の精神科中核病院として地域

における精神医療を担う。 

また、地域との連携や訪問看

護機能の強化を図り、患者の地

域生活への移行と継続的なケア

を推進する。 

なお、精神科救急情報センタ

ー事業を引き続き県から受託し

運営する。 

・ 24時間体制の救急・急性

期医療を行うことにより、

精神科の救急・急性期医療

を充実する。 

・ 専門病棟を開設し、児童

思春期の精神疾患患者に対

する福祉、教育機関と連携

した専門診療機能を充実す

る。 

イ 精神医療の提供（こころの医療センター

駒ヶ根） 

患者目標（延人数） 

入院 36,032人 

外来 39,597人 

駒

ヶ

根 

Ｂ 

（業務の実績） 

平成26年度 延べ患者数 入院：34,159人 外来：39,575人 

   同上 目標患者数 入院：36,032人 外来：39,597人 

      対目標比率   （94.8％）   （99.9％） 

（課 題） 

・児童精神科病棟の病床利用率向上 

・病棟間の連携による適切なベッドコントロール 

37 

県内の精神科医療の中核を担うべく次

のとおり医療機能の充実などを図る。 

・ 24時間365日体制で、県内の精神科救

急の拠点として救急患者の受入れを行

うとともに、県から受託運営する「精神

科救急情報センター」として緊急の精神

科医療に関する電話相談に対応する。 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・平均在院日数は微増し、平成26年度は69.7日、前年比0.3日増加である。 

・24時間365日、重症精神科急性期患者の受入れに対応する常時対応型施設

として稼働（国の精神科救急医療体制整備事業） 

救急病棟（Ｂ１病棟）において精神科救急入院料を算定 

（非自発的入院率、３箇月以内在宅移行率は共に必要とされる６割以

上を維持） 

常時、空床２床を確保し、精神保健指定医等による診療応需態勢を整

備している。 

・情報センターへの相談件数は、平成26年度357件であった。うち、平日夜

間の相談が35.0％、休日の相談が52.9％を占め、医療機関の診察時間外

の緊急相談に対応した。 

（課 題） 

重症精神急性期患者の受入れに対する継続的な体制整備 
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38 

・ アルコール・薬物依存症

の入院専門医療を行う体制

を整備するほか、自助グル

ープとの連携及び早期発

見・早期治療に向けた医療、

福祉機関等への研修の充実

を図る。 

・ こども病院をはじめ他の医療機関や福

祉、教育機関と連携を図りながら、児童

精神科外来と児童精神科病棟を十分に

機能させ、児童の精神疾患に係る専門医

療を提供するとともに、退院促進と早期

家庭復帰を図る。 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・児童相談所やあさひ学園、波田学院といった関係機関との連携を強化す

るため、情報交換会を複数回行った。 

・児童精神医療のニーズ把握及び情報交換のため、信濃医療福祉センター

や昭和伊南総合病院との懇談会を行った。 

・先進的な取組をしている静岡県立こども病院、岡山県精神科医療センタ

ーを視察し、児童精神医療についての情報交換を行った。 

・4月より児童病棟運営会議を毎月１回開催し、病棟内の体制についてや病

棟の機能強化に向け検討を行った。 

・関係機関向けに学習会や研修会を開催し、児童に関する問題について、

養護教諭や保健師が理解を深めた。（６月19日開催 参加者67名） 

（課 題） 

・児童精神科病床利用率の向上（Ｈ26病床利用率44.0％） 

・他医療機関や関係者に向けて、当院の児童精神科病棟の入院治療の役割

について周知をする。 

39 

・ Ａ２病棟では、看護師の増員などによ

り従来の依存症に加え、うつやストレス

関連疾患等、多様化する急性期入院患者

の受入れに取り組む。 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・４月より新しいアルコールプログラムを開始し、患者さんにより細やか

な対応を行った。 

・うつ病などの気分障害に対する看護について救急・急性期病棟と連携を

取りながら進めた。 

（課 題） 

・新しいアルコールプログラムの効果の検証 

・うつやストレス関連疾患等の患者に対する治療プログラムの充実及び看

護の手順化 

40 

・ 精神保健指定医等の医師及び若手の看

護師の積極的な採用に努めることで、精

神科救急医療及び専門医療体制の一層

の充実を図る。 

・ 研修指導担当医師及び教育担当専任看

護師を配置し、教育体制を強化すること

により、医療の質の向上を図る。 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・４月と９月にそれぞれ副院長を１名ずつ迎え、児童精神科の提供体制の

充実と地域連携業務に係る院内組織体制の見直しを行った。 

・老年期の精神疾患への対応の強化を目的に、認知症認定看護師の計画的

な配置を図るため、認定看護師養成課程へ看護師1名を派遣した。また認

知症サポート医を１名が取得した。 

・4月に教育研修担当の専任看護師を配置し、９月には研修指導担当医師を

配置した。教育研修委員会を新設し、院内各職種の教育管理を一元化す

るとともに、研修すべき内容を体系化した。 

（課 題） 

・研修内容の充実し、各職種の専門性を高め専門医療体制を構築する。 
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41 

・ 多機能デイケア、訪問看護の充実や関

係者との支援会議の開催など多職種に

よるチーム医療の構築・展開を進め、外

来医療の充実を図る。 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・デイケアの１日平均参加者数：35.4人（前年度比3.0人の増） 

・臨床心理技師を配置し利用者へ心理面接を導入した結果、就労や復学な

どのステップアップにつながったケースがあった。 

・訪問看護１日平均訪問数6.9人（前年度比0.4人の減） 

・新規導入者には訪問回数を多くした上で、多職種と連携し、複数訪問を

することで早期の関係づくりを行った。 

（課 題） 

・多様な患者に対応するため、きめ細やかなデイケアプログラムの見直し 

・入院時からの退院後の在宅支援を支えるための訪問看護やデイケアへの

スムーズな移行 

42 

・ 地域生活支援を推進するため、多職種

チームによる訪問ケア及びアウトリー

チ活動の充実を図る。 

・ 地域連携室に事務職員を配置し、医療

機関や福祉施設等との連携強化を図る。 

・ 入院患者の退院支援や在宅患者等の社

会復帰を促進するため、多機能デイケア

を拡充するほか、精神保健福祉士を１名

採用し、その機能を強化するなど、精神

科デイケア機能の充実を図る。 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・駒ヶ根市が行っている認知症初期集中支援事業に共同参加し、地域とと

もに活動することで、地域ニーズの把握ができるようになった。 

・地域連携室に事務職員を配置したことで、初診の予約対応が充実した。

また、地域の診療所や学校を訪問し、当院の機能についての説明やニー

ズ把握を行った。 

・正規の精神保健福祉士を配置したことで、就労プログラムを一般就労と

福祉的就労に分けて設置することができた。患者さん一人ひとりのステ

ップにあった対応をすることで、就労につながったケースが３件あった。 

（課 題） 

・地域ニーズの把握と、そのニーズを踏まえた訪問看護のあり方を検討す

る。 

・増加するデイケア利用者の居場所づくり 

・再編した地域連携室の機能強化を図る。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(2) 高度・専門医療の提供 

 

中期 

目標 

ウ 高度小児医療、周産期医療の提供（こども病院） 

県における高度小児医療を担う病院として、二次医療圏では対応できない高度な小児医療及び救急救命医療を提供すること。 

「総合周産期母子医療センター」は、信州大学医学部附属病院やその他産科医療機関と連携を図りながらその役割を果たすこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

43 

ウ 高度小児医療、周産期医療の提供

（こども病院） 

県における高度小児医療、総合周

産期医療の拠点施設として、他の医

療機関との役割分担を明確にしたう

えで十分な受け入れ態勢を確保し、

次に掲げる高度な小児医療、救急救

命医療及び周産期医療を提供する。 

また、こころの医療センター駒ヶ

根と連携して、児童思春期の精神疾

患患者に対する専門診療機能の充実

を図る。 

・ 高度小児医療、救急救命医療 

一般の医療機関では対応が困

難な高度な小児医療の中核病院

としての機能を充実する。また、

全県的立場で小児の重症患者を

診療するととともに、県内各医

療圏の小児救急医療体制で対応

できない部分の後方支援病院と

して、救急体制の整備を進める。 

・ 周産期医療 

ウ 高度小児医療、周産期医療の提供

（こども病院） 

患者目標（延人数） 

入院 56,642人 

外来 56,955人 

こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 

患者数 

入院 53,069人（前年度比97.1％） 

外来 59,429人（前年度比107.3％） 

44 

高度小児医療、救急救命医療及び

周産期医療を提供するため、次のと

おり取り組む。 

・ 一般の医療機関では対応が困難

な新生児及び小児の重症患者を全

県及びその周辺地域から受け入れ

るためドクターカーを引き続き配

備し、24時間緊急時の対応に備え

る。また、コンパクトドクターカ

ーを新たに配備し、病院間連携及

び搬送事業体制を充実・強化する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

24時間の救急担当医配置などの救急医療体制をとる中で、4,269人の救急

患者の受入や、ドクターカーの512回の出動を行い、県の小児高度救急医療

及び地域小児救急の後方支援機能を果たした。 

特に、平成25年度末にコンパクトドクターカーを新たに導入したことに

より、ドクターカー全体の出動が21％（89件）、地域病院等への救急患者

の迎え搬送等が31％（79件）増加し、病院間連携及び搬送事業体制の充実・

強化が図られた。 

また、当院ＰＩＣＵ（小児集中治療室）と県下５地域の地域中核病院と

の間で、それぞれ症例検討会議を開催し、病院間連携の強化及び長野県に

おける小児重症治療の質の向上に努めた。 

 

 

区 分 25年度 26年度 

救急患者数（人） 4,312  4,269  
 

区 分 25年度 26年度 差引（26－25） 
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県の総合周産期母子医療セン

ターとしての機能を維持向上さ

せ、県内産科医療機関と連携を

図りながら胎児救急を主体とし

て機能するとともに、内科・外

科などの専門医療も必要とする

母体救急については信州大学医

学部附属病院などとネットワー

ク体制を構築する。 

 迎え 
搬送
等 

送り 
搬送 

 迎え 
搬送
等 

送り 
搬送 

 迎え 
搬送
等 

送り 
搬送 

ド ク タ ー

カ ー 出 動

回数(回) 

423 257 166 395 336 59 

△ 

28 

 

79 

△

107 

ｺﾝﾊﾟｸﾄﾄﾞｸﾀ

ｰ ｶ ｰ出動回

数(回) 

   117 13 104 117 13 104 

合  計 423 257 166 512 349 163 89 92 △3 

※迎え搬送等内訳 

 25年度：ドクターカー（迎え搬送251、三角搬送５、往診１） 

 26年度：ドクターカー（迎え搬送321、三角搬送14、ドクター搬送１） 

     コンパクトドクターカー（迎え搬送９、ドクター搬送４） 

（課 題） 

車両の総走行距離が、26年度末現在 332,083㎞に達していることから、

患者の安全な搬送を考慮すると車両の更新を検討する必要がある。 

また、25年度より運用を開始するコンパクトドクターカーの効率的・計

画的搬送が実施される必要がある。 

45 

・ 近隣の２次医療圏の救急体制を
補完できるよう、救急外来を中心
とした院内の救急医療体制と病院
間連携及び搬送事業体制を充実・
強化する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
小児緊急入院患者数  1,098人（前年度比 105.9％） 
救急患者数      4,263人（前年度比 100.7％） 

 
担当診療科が明らかでない緊急入院患者については、総合小児科が担当

診療科となり、そのベッドコントロールは看護管理者が行うなど、円滑な
受け入れが行えた。 

46 

・ 小児及び周産期救急の連携強化
を図るため、県内消防機関との意
見交換会を開催し、課題の研究や
症例検討等を行う。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
県内12消防機関と信州大学医学部附属病院高度救命救急センター、こど

も病院による意見交換会及びこども病院施設見学会を12月に開催した。 
ドクターカー・ドクターヘリの具体的な運用など、各症例における共通

認識を深め、連携強化を図ることができた。 

（課 題） 
小児及び周産期救急に係る連携強化のため、引き続き意見交換会を開催

していく必要がある。 
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47 

・ 在宅人工呼吸器装着患児の情報

を記載した救急情報連絡カードの

普及及び対象疾患の拡大により、

救急時の搬送の円滑化を図る。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

長野県下の各消防署の協力を得て、在宅人工呼吸器装着患児の情報を記載

した「救急情報提供カード」について、平成26年度は新たに10名（人工呼吸

器装着患者７名、装着なし2名、小児がんのため自宅での看取りを行う患者

１名）の登録を行い、運用を開始した平成25年６月からの登録者数は合計34

名(内３名死亡)になった。平成26年度の利用実績は４名（松本広域消防局管

内３名、伊那広域消防管内１名）あり、平成25年度の１名（松本広域消防局

管内）から利用者の増加及び地域の拡大が進み、救急搬送の円滑化に寄与し

た。 

（課 題） 

所持者は中信地域に80％、東信地域３％、北信地域５％、南信地域５％

であり、少しずつ所持者が全県に広がってはいるものの、今後も地域の拠

点病院と連携を図りながら、所持者の拡大を図ること、人工呼吸器装着患

児の他、何らかの医療的ケアを必要とする患児に対象を拡大することが必

要。 

 

 

 

48 
 

・ 発達障がいをはじめ県内のこど

もの心の診療の充実を図るため、

信州大学医学部附属病院及びここ

ろの医療センター駒ヶ根と患者紹

介や職員の交流研修などで連携し

ながら、関係機関への情報発信に

努める。 

 
 
 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

こども病院の神経小児科等と連携し、治療を行った。 

こども病院からの紹介患者 10人 

こども病院への照会患者   1人 

 信州大学医学部附属病院子どものこころ診療部と連携し、治療を行った。 

  信大子どものこころ診療部からの紹介患者 16人 

  信大子どものこころ診療部への紹介患者  ２人 

49 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

信州大学医学部附属病院とこころの医療センター駒ヶ根の児童精神科医

師が月1～2回ずつ外来診療を行うことで発達障がいをはじめとするこども

の心の診療の充実の一助となった。また、思春期期の発達障がい児の対人

関係技能改善のための治療プログラムに、こころの医療センター駒ヶ根の

作業療法士1名が計10回参加し対応の仕方やプログラム内容についての研

修を行うことで連携を深めることができた。 

（課題） 

思春期以降の診療を中心におこなう児童精神科医の不足 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

評 
価 

説 明 

50 

ウ 高度小児医療、周産期医療の提

供（こども病院） 

県における高度小児医療、総合

周産期医療の拠点施設として、他

の医療機関との役割分担を明確に

したうえで十分な受け入れ態勢を

確保し、次に掲げる高度な小児医

療、救急救命医療及び周産期医療

を提供する。 

また、こころの医療センター駒

ヶ根と連携して、児童思春期の精

神疾患患者に対する専門診療機能

の充実を図る。 

・ 高度小児医療、救急救命医

療 

一般の医療機関では対応が

困難な高度な小児医療の中核

病院としての機能を充実す

る。また、全県的立場で小児

の重症患者を診療するととと

もに、県内各医療圏の小児救

急医療体制で対応できない部

分の後方支援病院として、救

急体制の整備を進める。 

・ 周産期医療 

県の総合周産期母子医療セ

ンターとしての機能を維持向

上させ、県内産科医療機関と

連携を図りながら胎児救急を

主体として機能するととも

に、内科・外科などの専門医

・ 胎児心疾患の診断、フォローを集

約化し周産期医療を充実するため県

及び信州大学医学部附属病院等と連

携し、地域産科・周産期施設と出生

前心臓診断ネットワーク（先天性心

疾患スクリーニングネットワーク）

を構築し、インターネットを活用し

た地域拠点病院間の遠隔診断を推進

する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・26年度は、胎児心エコースクリーニング事業に賛同し胎児心エコー検査用

の超音波検査装置を導入した施設の内、伊那中央病院と佐久総合病院に産

科高木医師および循環器小児科安河内が、機器の画像調整及び出張講座を

行い、直接ハンズオンで胎児心コースクリーニングを指導した。平成27年

度は、長野赤十字病院や浅間総合病院などの基幹病院での講習を予定。 

・出生前診断勉強会を産科高木医師と循環器小児科安河内医師を中心に１，

２月で開催し県内産科医師、超音波検査技師などへの講習会を開催した。 

・27度には信州大学医学部附属病院とさらに連携を図るとともに、参画が可

能な開業医とも連携して、実際のＳＴＩＣ法を用いた胎児心エコー検査の

データ収集と解析を進める予定。 このため、遠隔診断に関わる画像診断

規約を策定し締結しく予定。 

・平成27年度も日本胎児心臓病学会と今までと同じく共同連携して、同学会

事務局としても胎児診断症例登録と胎児心エコー認証医制度の構築と教

育普及を進める予定。 

（課 題） 

・参加施設間でのデータ交換のためのネットワーク構築及び実際のスクリー

ニング事業の実施に係るマニュアル整備・規約を締結する。 

・インターネットでの画像転送システムの構築については、設備構築のため

の予算が不足しているため、構築には時間を要している。 

51 

・ 先天性心疾患を持つ成人患者に対

する診療の円滑化のため、信州大学

医学部附属病院の成人先天性心疾患

センターと協働で専門外来を新設す

る。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

先天性心疾患の術後成人患者に対する利便性を確保するため、４月に長野

県立こども病院に「成人先天性心疾患専門外来」を開設（半コマ/週）し、

12月からは信州大学循環器内科外来内に成人先天性心疾患外来を開設した。 

この外来の形式は、先天性心疾患患者の円滑な成人期移行を支援するため

に、信州大学医学部附属病院の成人先天性心疾患センターと連携協定を締結

して実施しているが、これは全国でも先進的な「長野モデル」として注目を

浴びている。 長野県立こども病院からは、成人先天性心疾患術後症例の不

整脈症例を信州大学でアブレーション治療を実施したりペースメーカーの

入れ替えやこども病院では認可されていないdevice治療を依頼、また信州大
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療も必要とする母体救急につ

いては信州大学医学部附属病

院などとネットワーク体制を

構築する。 

学から紹介された成人の心房中隔欠損（3例）と動脈管開存例（2例）に長野

県立こども病院でカーテル治療を行った。 また双方の症例検討も毎週実施

している。それぞれの病院のノウハウを活かした最適な医療を提供する体制

を構築した。 

26年度成人先天性心疾患専門外来患者数（人） 51 

 

（課 題） 

・診療内容の拡大に伴い、合併症などの発生時の相互の医療連携について再

度確認・構築が必要である。 

・症例の効率的な診療を実施するために、週1回のこども病院での成人選定

心疾患外来を2週に一度にして、集約化を図り症例数がさらに増加するよ

うであれば外来枠を戻す。 

・成人移行医療のための看護支援体制、福祉医療体制の整備が必要。（この

件については、平成27年度厚生労働省が成人移行医療体制整備のための協

議会を設置する予定で公募事業となっている） 

 

52 

・ 生命科学研究センターの高度解析

装置を活用した遺伝子関連検査機能

の充実を図るとともに、遺伝科医に

よる遺伝カウンセリングの実施及び

フォローアップを推進する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・生命科学研究センターの高度解析装置を利用して合計401件の遺伝子関連

検査（内訳：病原体遺伝子検査292件、腫瘍関連検査72件、遺伝学的検査

35件）を実施し、診断および経過観察に役立てた。このうち、SNPアレイ

解析の成果について日本人類遺伝学会および日本臨床検査医学会学術集

会において報告された。 

・遺伝学的検査が行われた35例は、検査前後の遺伝カウンセリングを遺伝科

（臨床遺伝専門医、認定遺伝カウンセラー）が施行し、適切な健康管理へ

と結び付けている。このうち、軟骨無形成症（FGFR3解析）の遺伝カウン

セリングの取組みは、日本未熟児新生児学会学術集会でカウンセラーの役

割について報告された。 

・研究センターに関連した学会報告が６題、論文が４題掲載または受理され

た。 

・臨床遺伝情報検索講習会（遺伝子診療学会）に臨床検査技師1名を派遣し

遺伝子関連データベース活用を強化、推進した。 

・日本学術振興会科学研究費助成金（奨励研究）を連続して獲得した。また、

来年度に向けた公募について日本学術振興会科学研究費助成金（奨励研
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究）7件、こども病院臨床研究助成7件を申請した。 

・研究センター主催の研修会を2回開催し、知識の習得と人材育成の一助と

した。 

・遺伝科研修医へ研究センターの高度解析技術について研修を行った。 

・学位取得の指導を行い、臨床検査技師１名が修士(保健学)を取得した。 

（課 題） 

・遺伝子関連検査機能の強化と遺伝カウンセリング及びフォローアップ推進

の継続 

・研究費確保に向けた取組み 

・検査技術および知識の習得と人材の育成 

53 

・ タンデムマス法を用いた新生児マ

ス・スクリーニング検査を引き続き

県から受託実施することにより、先

天性代謝異常の早期発見・早期治療

と専門医によるフォローアップ及び

遺伝科医による遺伝カウンセリング

を推進する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

新生児マス・スクリーニング検査を引続き県から受託し、新しい検査法で

あるタンデムマス法によるスクリーニングを行った。初回検査17,570件、再

検査1,147件のスクリーニングを行った。精密検査が必要な新生児はのべ40

例、先天性甲状腺機能低下症（疑い）の18名で治療が開始された。また、必

要に応じて遺伝カウンセリングが行われた。スクリーニング結果の把握から

精密検査、診断および治療に総合小児科医師が加わることにより、早期発

見・早期治療が円滑に行えた。 

精密検査およびフォローアップ検査について、他施設からの依頼検査の実

施を含め、検査体制を整え121件（他施設11件）を実施した。 

県との協力のもと5月に協議会を開催した。 

こども病院を中核医療機関とした長野県の新生児マス・スクリーニング事

業の体制と取組みについて、マス・スクリーニング学会で２演題報告され、

長野モデルとして評価された。また、実施状況について長野県母子衛生学会

で１演題が報告され、新生児マス・スクリーニング事業への理解が深めるら

れた。 

新生児マス・スクリーニングについて、こども病院ホームページに掲載し

た。 

（課 題） 

・マス・スクリーニング検査事業の受託継続と検査データの集計および公表 

・精密検査およびフォローアップのための検査の実施 

・引き続き、先天性代謝異常の早期発見・早期治療と常勤化した遺伝科医に

よる遺伝カウンセリング及びフォローアップを推進する。 

・県との協力のもと協議会を継続して開催する。 
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54 

ウ 高度小児医療、周産期医療の提供

（こども病院） 

県における高度小児医療、総合周

産期医療の拠点施設として、他の医

療機関との役割分担を明確にしたう

えで十分な受け入れ態勢を確保し、

次に掲げる高度な小児医療、救急救

命医療及び周産期医療を提供する。 

また、こころの医療センター駒ヶ

根と連携して、児童思春期の精神疾

患患者に対する専門診療機能の充実

を図る。 

・ 高度小児医療、救急救命医療 

一般の医療機関では対応が困

難な高度な小児医療の中核病院

としての機能を充実する。また、

全県的立場で小児の重症患者を

診療するととともに、県内各医

療圏の小児救急医療体制で対応

できない部分の後方支援病院と

して、救急体制の整備を進める。 

・ 周産期医療 

県の総合周産期母子医療セン

ターとしての機能を維持向上さ

せ、県内産科医療機関と連携を

図りながら胎児救急を主体とし

て機能するとともに、内科・外

科などの専門医療も必要とする

母体救急については信州大学医

学部附属病院などとネットワー

ク体制を構築する。 

・ 患者家族から臓器提供の申し出

があった場合は、改正臓器移植法

に基づいて病院独自に整備したマ

ニュアルに従い適切に対応する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

未整備であった脳死判定マニュアルを、脳死判定医を中心に検討を行い、

明文化し脳死判定シミュレーションをおこなった。 

（課 題） 

平成27年度より脳死判定委員会を院内組織として立ち上げ、定期的に情

報・技術共有をおこなう。 

55 

・ エコーセンターの超音波診断機

能を充実し、超音波診断に関する

専門医・技術者等の人材を育成す

る。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・エコーセンターでは、26年度にＮＩＣＵにＣＸ50, 周産期センター（産科）

のView Palのupgradeを導入した。 

・エコーセンターに日本超音波医学会超音波専門技師の有資格者が３名とな

り、外来心エコー検査システムが確立できた。 

エコーセンターでの超音波研修システムを構築し、ホームページ上に公

開。県内生理検査技師1名が研修を受講し、また県外からの医師2名、県

外からの見学者2名が研修システムを利用した。 

・この研修システムの利用により、平成26年度は、日本超音波医学会の超音

波専門技師試験にこども病院から検査技師1名、こども病院で研修を受け

た須坂病院の検査技師が1名合格した。 

・エコーセンター研修会を合計５回開催し、県立病院および信州大学と遠隔

会議システムを利用して研修会内容を配信し教育研修を実施した。 

・須坂病院の研修センターと連携してエコーシミュレーターを利用したエコ

ー研修（ハンズオン）を５回開催した。 これにより院内の研修医も含め

た若手医師9名と検査技師6名の参加者にエコー手技の技術研修指導を実

施した。 

・周産期センター産科と共同で、院内胎児エコー研修会（ハンズオンセミナ

ー）を４回開催し、総参加者数は106名。院外胎児エコー研修会は、佐久

医療センター、伊奈中央病院、飯田市立病院の3病院でハンズオンセミナ

ーを実施し、総参加者数は80名であった。 

・当機構のＩＴネットワークを活用して、エコーセンター主宰のセミナーを

配信するとともに、産科と共同で胎児エコー研修を月１回実施した。また、

遠隔診断システムを活用し、他県の小児医療センター（千葉県立こども病

院、聖路加酷使医療センター、東京女子医科大学）との症例検討を３回お
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よび日本胎児心臓病学会会期中に遠隔診断レクチャーを1回実施した。 

・26度のエコー検査件数は24,617例で、保険収益は52,706千円となった。 

・エコーセンター中心のエコー機器管理の徹底により、エコー機器の維持管

理体制が確立した。 

・エコー機器導入に伴う手続きの手順が周知され、病院財務の指示内で効率

的な予算配分を可能とした。（平成26年度機器整備計画において） 

（課 題） 

・心エコー検査件数の更なる増加と、その他の外来エコー検査件数の増加を

各診療科医師と連携して検査技師による外来検査件数を増やし、外来検査

保険収入の増加をさらに図れるように体制整備を行う。 

・超音波検査技師によるエコー診断の精度向上と件数の増加 

・県内におけるエコー教育センター化に向けた制度設計 

56 

・ 県内周産期医療機関の要請に応

じて、ハイリスク・ミドルリスク

患者に加え、軽度胎児異常分娩の

患者の受け入れを行う。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

病床の有効利用を目的に、急性期医療の終了した妊婦、新生児を地域の病

院に送り搬送（逆搬送）するための二台目のドクターカー（コンパクトドク

ターカー）の運用により、従来のドクターカーでの迎え搬送が増加した。 

信州大学・丸の内病院・相沢病院・穂高病院への働きかけにより、軽度胎

児異常患者の増加に努めた。分娩を中止した安曇野赤十字病院、大町市立病

院は、全面的バックアップすることで、行政・住民に貢献できた。 

（課 題） 

今年度はさらに20-30例の分娩件数の増加を目指す 

57 

・ ワクチン接種で防ぐことのでき

る病気から小児を守るため、予防

接種センターにおいてワクチン接

種に関する各種相談業務及び県

民・医療者への啓発活動などを行

う。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

ワクチン接種で防ぐことのできる病気から小児を守るため、当院かかりつ

けの患児に対する予防接種の情報提供、スケジューリング、相談業務および

接種を実施した。 

合計745件の相談(うち14件はかかりつけでない一般および他の医療機関

からの相談)があり、予防接種数の増加に寄与した。 

のべ497人(のべ934本)の接種を行った。特にNICUなどでの入院中の予防接

種も積極的に推奨し、のべ87人の接種に結びつけた。 

また当院ホームページや院内掲示を用いての予防接種に関する情報提供

を行った。 

（課 題） 

相談対象や相談枠の拡大のためには人的体制の拡充が必要。 
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58 

・ 県全域の小児医療を担う観点か

ら、研修会・学習会を開催すると

ともに、支援チームの派遣や「し

ろくまネットワーク」（在宅電子

連絡帳等）の運用などの情報通信

技術（ＩＣＴ）の活用により、全

県的な医療・福祉ネットワークの

構築を推進する在宅医療連携拠点

事業を実施する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

小児等在宅医療連携拠点事業については、全国９都県の１つとして平成25

年度に引き続き国の事業に採択され、県から委託を受け活動を行っている。

小児在宅医療に係るネットワーク構築を本格的に推進し始めてから３年目

となり、具体的な連携が進んでいる。 

平成26年１月から試験稼働した「しろくまネットワーク（電子手帳による

家族を含めた関係者間との情報共有）」の本格稼働に向けて、6人の対象患

者と関係する医療、福祉、教育施設に対して個別にネットワーク構築を行い

利用を開始した。また、利用拡大に向け関係機関への働きかけも引き続き行

った。 

長野県医療的ケア児受入施設紹介（資源マップ）のホームページでの情報

提供充実のため、26年度も医療機関、福祉事業所への調査を行い、公表した。

また、重症心身障害児の実数調査も昨年に引き続き行い、実数の確定とサー

ビス充実のための分析を行った。 

地域の福祉・行政関係者との連携強化による在宅医療への円滑な移行を目

指し、障害者相談支援専門員、療育コーディネーター及び各医療圏の保健師

訪問看護ステーションとの連絡会を機会を捉えて実施した。各圏域ごとのネ

ットワークも成熟、中心的に圏域を引っ張っていける、コンダクターチーム

起動へとつながった圏域も出ている。 

重症心身障害児のショートステイ受入体制の充実検討のため、県内の12施

設と地域拠点病院8カ所を訪問して実態把握を行い、医療的ケアに対する支

援体制について課題の整理を行った。その上で今後の長野県のショートステ

イ体制の構築と充実に向け、「松本地域レスパイト・ショートステイ施設意

見交換会」を開催した。今後も継続開催の予定である。 

医療者・福祉関係者の理解促進のため、地域母子保健研修、救急シミュレ

ーション研修、災害時対応の学習会を行った。 

県内の小児在宅を支える訪問看護ステーション、療育センター、デイケア

施設などの医療・福祉施設と当院の相互理解促進のため、当院スタッフと県

内関係施設スタッフがお互いの施設で研修を行う相互研修の取組を行った。 

なお、事業の取組にあたっては、県が新たに設置した“小児等在宅医療連

携拠点事業タスクフォース会議”に参加し、重症心身障害児に係る実数調査

の方法など各種の課題について検討及び意見交換を行い、県庁関係部署と連

携の下に事業推進を図た。 

（課 題） 

圏域ごとにチームが立ち上がってきてはいるが、まだまだ小児在宅に対す
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る意識の地域差、職種間差がありその差ををどう埋めるか、また、かかりつ

け医開拓をどのように進めるか、この事業は国では終了となるが、県として

どう永年継続していくかという財源の問題、特別支援学校卒業後の生活（成

人移行）をどう進めていくかなどの課題がある。 

59 

・ 極低出生体重児の２次障害（不

登校・うつ病等）予防のための継

続的な医学的健診や、定期的発達

検査及び早期からの療育相談につ

いてのホームページを活用した情

報発信、並びに保護者が安心して

子育てを行うための育児相談の実

施などのフォロー体制を確立す

る。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

極低出生体重児だけでななく、仮死で出生した児のフォローアップ外来を

開設して、出産・育児の不安解消に貢献できた。 

（課 題） 

当院にて治療を受けた児が思春期、青年期を迎え、それらの児の長期的フ

ォローアップ体制の構築が課題である。 
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60 

ウ 高度小児医療、周産期医療の提供

（こども病院） 

県における高度小児医療、総合周

産期医療の拠点施設として、他の医

療機関との役割分担を明確にしたう

えで十分な受け入れ態勢を確保し、

次に掲げる高度な小児医療、救急救

命医療及び周産期医療を提供する。 

また、こころの医療センター駒ヶ

根と連携して、児童思春期の精神疾

患患者に対する専門診療機能の充実

を図る。 

・ 高度小児医療、救急救命医療 

一般の医療機関では対応が困

難な高度な小児医療の中核病院

としての機能を充実する。また、

全県的立場で小児の重症患者を

診療するととともに、県内各医

療圏の小児救急医療体制で対応

できない部分の後方支援病院と

して、救急体制の整備を進める。 

・ 周産期医療 

県の総合周産期母子医療セン

ターとしての機能を維持向上さ

せ、県内産科医療機関と連携を

図りながら胎児救急を主体とし

て機能するとともに、内科・外

科などの専門医療も必要とする

母体救急については信州大学医

学部附属病院などとネットワー

ク体制を構築する。 

・ 眼科を常勤化し、診療体制の充実

を図る。 

・ 食物アレルギーに対する診療体制

として、新たに専門医を配置すると

ともに、看護師、管理栄養士も参加

する「食物アレルギー診療チーム」

を設置する。 

・ 診療機能を充実・強化するため、

耳鼻科医師の常勤化に向けた取組

を継続する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・「食物アレルギー診療チーム」の設置 

増加するアレルギー疾患の診療を充実するために、小児アレルギー診療

の専門研修を受けた医師を新たに配置するとともに、この医師を中心に病

棟・外来看護師、管理栄養士などで構成する食物アレルギー診療チームを

結成した。観察体制の検討や救急シミュレーションなどを重ね、６月から

入院での食物負荷試験を開始し、3月までに81件の負荷試験を安全に施行

した。 

・眼科医師の常勤化 

５月から眼科医を常勤化したことにより、外来患者数が増加するととも

に、７月から手術及び手術に伴う入院体制が整備され、診療体制の充実が

図られた。 

 26年度上半期 26年度下半期 

外来患者数（人） 1,589  1,723  

入院患者数（人） 27  104  

手術件数（件） 7  27  

 

（課 題） 

耳鼻科医師の常勤化に向けた取り組みの強化 

61 

・ 県境を越えた診療圏の拡大を図

り、より高度な小児専門医療を提

供するため、信州大学医学部附属

病院等の関係施設と協働してクラ

ニオセンター、漏斗胸センター及

び血管奇形センターの設置に向け

た検討を進める。 

こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 

昨年度に引き続き、専門外来および診療体制の充実を図った。昨年度より

開始となった漏斗胸専門外来受診総数は 169 名、新患 35 名、CT 外来受診者

は 57 名であった。５例の県外患者の治療を、また信州大学との連携で１例

の難病症例に対する治療を施行した。血管奇形センターに関しては金曜日に

血管奇形専門外来を新たに追加した。信州大学との連携においては 3 名の成

人移行症例の引き継ぎを行った。また院内では当院産科、新生児科および血

液腫瘍科との連携で胎児診断された重症血管腫患児の治療を施行した。クラ

ニオセンターにおける業務を明確化し、脳外科医とのチーム医療を進める上

での討議を行った。その結果、昨年度課題としたヘルメット治療に関し、そ

の必要性を把握する目的に疾患分析を行う必要があるとの結論に至り、県内

産科および小児治療施設を対象としたアンケート調査を予定した。また県内
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産科医、小児科医を対象とした胎児診断セミナーにて講演を行い、ヘルメッ

ト療法を始め頭蓋骨早期癒合症治療に関する啓蒙を行った。また成育医療セ

ンターとの連携により県内在住の 1名の頭蓋変形患児に対するヘルメット療

法を施行した。一方、顎顔面領域における治療に対しては信州大学および松

本歯科大との定期的なカンファレンスを開き治療方針の決定を行った。これ

に基づき一例の遊離皮弁移植による形成、3 例の上顎形成、2 例の下顎骨形

成を施行した。 

 

（今後の課題） 

漏斗胸センターにおいては昨年度の課題として上げられた関東甲信越圏

も含めた治療施設の集約化を目的としたマスメディアを利用しての広報活

動を行うことが出来なかった。本年度の実績においても県外治療患者が５例

あり、そのニーズは高い。マスメディアを通じた広報活動は来年度に引き継

ぐ必要のある内容と考える。またセンター化にともなう新たな問題として県

内におけるこれら疾患の治療医師育成が難しい状況が発生している。漏斗胸

においては成人例の治療体制の構築を、また血管奇形センターに関しては県

内唯一となる最新型レーザー治療装置による治療対象症例の拡大を目指し

た体制作りを進める必要がある。クラニオセンターに関してはアンケートを

実施しヘルメット療法の導入の有無に向けた検討を進める。 

62 

・ 周辺地域などの病院で受け入れ困

難な小児重症患者が当院に集中し

ており、ＰＩＣＵ（小児集中治療科）

の病床数が不足する状況に対処す

べく、関係諸機関と共に病床の増床

などについての検討を行う。 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

地域病院において受入困難な小児重症患者が当院に集中し、当院ＰＩＣＵ

の病床数不足が問題化している。県全体における小児救急医療のあり方や重

症患児の診療を確実に実施できる診療体制の拡充について、信州大学医学部

附属病院と連携しつつ、院内のワーキンググループにおいて検討を行った結

果、長野県に対して当院ＰＩＣＵ４床の増床（８床から12床へ）を提案する

とともに、第２期中期計画の主要施策として目標を掲げた。また、ＰＩＣＵ

増床に向けて、施設改修のための基本計画を策定した。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(2) 高度・専門医療の提供 

 

中期 

目標 

エ がん診療機能の向上（須坂、阿南、木曽、こども病院） 

県立病院のがん診療機能の向上を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

63 

エ がん診療機能の向上（須

坂、阿南、木曽、こども病

院） 

県民に対してがんの予

防、早期発見に関する情報

提供を行うとともに、がん

の治療、療養、社会復帰、

緩和ケアなど、それぞれの

場面に応じた質の高い医療

サービスを提供するため、

専門医療技術者の確保や技

術水準の向上に努め、他の

医療機関等と連携して地域

におけるがん対策の向上を

図る。 

なお、内視鏡技術の進歩

に対応するため、須坂病院

に内視鏡センターを設置す

る。 

エ がん診療機能の向上（須坂、阿南、木曽、こ

ども病院） 

がん診療機能の機能向上のため、各県立病

院において次のとおり取り組む。 

(ｱ) 須坂病院 

・ 内視鏡検査の積極的な実施により、がん

の早期発見に努めるとともに、内視鏡治療

症例を増し、技術水準の更なる向上と充実

を図る。 

・ 新たな内視鏡センター棟の建設に着手す

る。 

・ 通院化学療法室及びがん遺伝子検査の充

実、並びにがん化学療法認定看護師の配置

により、がん診療の機能強化を図る。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・内視鏡センターでは様々な疾患の早期診断と内視鏡治療を行った。 

特に、早期胃癌や早期大腸癌に対しては積極的に内視鏡治療を行った。ま

た、カプセル内視鏡とバルーン内視鏡により、小腸疾患の診断と治療を実

施している。（小腸内視鏡件数 8件 H25年度20件） 

 内視鏡検査件数：5,917件（25年度 6,141件）(生検にてGroup4 23件 

Group5 95件) 

・外来化学療法室において延べ患者数 657人（25年度 723人）の化学療法

を行った。 

・ピロリ菌外来は延べ 360人の診療を行い、約250件の除菌を実施した。 

 

（課 題） 

内視鏡は患者の待合等の患者環境と業務環境の改善が課題。 

64 

(ｲ) 阿南病院 

・ ＭＲＩ・超音波診断装置等の検査機器の

活用や、内視鏡検査による生検率の向上に

より、がんの早期発見に努める。 

・ 新たに導入した「病理診断支援システム」

を用いた病理検査の運用及び信州大学医

学部附属病院病理部門との間での遠隔レ

ポート通信を行い、病理診断の迅速化及び

質の向上を図る。 

阿
南 

Ｂ 

（業務の実績） 

 平成25年度実績 平成26年度実績 

ＣＴ 2,292件 2,114件 

ＭＲＩ 837件 807件 

超音波 1,556件 1,261件 

計 4,685件 4,182件 

・入院患者の減少により全年度の実績を下回った。（放射線技術科） 

・医師の変更により依頼数が減少した。(臨床検査科) 
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・ 婦人特有のがん（乳癌、子宮頸癌）に関

して、管内町村保健師と連携し、婦人科健

診受診率の向上に努める。 

・ 敷地内禁煙を実施し、禁煙外来を保険適

応とする。 

・ 下部消化管悪性腫瘍の治療実積の成果を

継続しつつ、乳房等新たな部位での治療の

展開を図る。 

・ クリニカルインディケーター（臨床評価

指標）に、術後生存率などのがん診療統計

を組み入れる。 

・短時間で病理検査結果報告が可能となり、病理診断の迅速化と患サービ

スにつながった。 

・婦人特有のがん（乳癌、子宮頸癌）に関して、外科および婦人科で月２

～３回の婦人科検診の実施を継続した。特に前年を超える受診率の向上を

目標に、町村保健師と連携して受診の励行を呼び掛けた。 

  （乳癌検診受診率  H25年度85.4％ → H26年度  88.3 % 

子宮頸癌検診受診率 H25年度84.7% → H26年度 87.8%） 

また、H26年度に更新した健診システムの結果表記を町村の報告ﾌｫｰﾏｯﾄと

整合をとり、電子ﾃﾞｰﾀでの提供を推進し、情報共有を図った。 

・H26年度から敷地内禁煙を実施し、禁煙外来を保険適応とした。 

 

・下部消化管悪性腫瘍、乳房等の部位での治療は、常勤外科医が不在とな

り下半期から皆減した。 

・クリニカルインディケーター（臨床評価指標）での、術後生存率などの

統計も、悪性腫瘍手術が皆減したため実積が上げられなかった。 

 

（課 題） 

・多岐にわたる部位で化学療法等によるﾌｫﾛ―は行われており、飯田市立病

院等との地域連携ﾊﾟｽの運用も毎月数症例あるが、根治術を中心としたが

ん治療の展開を図るには、外科常勤医の配置が不可欠である。 

・診療部及び医療技術部において、検査機器の有効利用について意識を高

める。 

・検診スケジュールの調整や利便の向上により、キャンセル率を低下させ、

乳癌検診、子宮頸癌検診の受診率をさらに向上させる。 

65 

(ｳ) 木曽病院 

・ がん相談支援センターによる、相談・情

報提供機能の充実を図る。 

・ 新たに導入された320列ＣＴの効果的に

運用し、患者の負担軽減や検査精度の向上

を図ることで、がんの早期発見、早期治療

に努める。 

・ 緩和ケアチームを活用し適切な医療の提

供を図る。 

・ 新たに導入される「地域がん診療病院」

の指定に向けた準備を進める。 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

・相談支援センターにおいて相談・情報提供を実施した。（26年度：36件） 

・平成25年度末に導入した320列断層撮影装置（ＣＴ）の活用により、患者

の負担軽減、検査精度の向上を図った。（H26年度実施件数 4,946件） 

・麻酔科医、がん薬物療法認定薬剤師、緩和ケア認定看護師を中心とする

緩和ケアチームにより、人生の最終段階における患者に対する緩和ケア

を積極的に行っている。（緩和ケアチーム介入件数：52件） 

（課 題） 

がん相談支援センターの機能強化 
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66 

(ｴ) こども病院 

・ 様々な診療科との連携強化、緩和ケア及

び長期フォローアップを通じて小児血液

及び固形腫瘍における診療治療体制を強

化し、患者のニーズに応じた質の高い医療

及び情報の提供を行う。 

・ 小児がん長期ケア事業に参加し、小児が

ん経験者の診療体制の強化を図る。 

・ 小児に特化した緩和ケアチームの機能強

化を図るため、スタッフ研修・訓練を行う

とともに、必要なサービスを提供する。 

・ 生命科学研究センターの遺伝子関連検査

機能などを活用し、遺伝に関する研究を進

めることで、小児がんの診断及び治療の進

歩への貢献を目指す。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・白血病、固形腫瘍、脳腫瘍患者を中心に診療を行い、多くの臨床試験に

参加した。 

・白血病・脳腫瘍におけるクローナリティー検査を行い、診断および経過

観察のために利用した。 

・小児がん長期ケア事業推進協議会に参加するとともに、小児がん患者・

経験者を長期的に支援する仕組みづくりに参画した。また、日本造血細

胞移植学会の移植患者ＱＯＬ調査にも参加した。 

・緩和ケアチームを立ち上げ、勉強会、研修会を開催し職員の緩和ケアに

関する知識の向上を図った。また緩和ケアチームが病棟を定期的にラウ

ンドし、緩和ケアの実施を症例ごと具体的に検討するなど、組織的なコ

ンサルテーションシステムの構築をおこなった。 

（課 題） 

多職種と連携した院内小児がんセンターの設立準備 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(3) 災害医療の提供 

 

中期 

目標 

長野県地域防災計画に基づく県立病院の役割を果たすこと。 

また、木曽病院は木曽地域（二次医療圏）における災害拠点病院としての役割を果たすこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

67 災害発生時には、各県立病院が長

野県地域防災計画に基づいて関係機

関等と連携しながら適切な医療活動

を行う。 

このため、各県立病院は日ごろか

ら災害用医薬材料品等を備蓄する。 

なお、木曽病院は木曽地域におけ

る災害拠点病院として機能するほ

か、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）

の運用を行う。 

ア 災害医療の提供 

災害が発生した場合、各県立病院は長

野県地域防災計画に基づいて適切な医

療活動を積極的に行う。また、木曽病院

のＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）は、

災害発生時に直ちに被災地に出動して

救命救急処置等を行う。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・8月24日 須坂市主催の総合防災訓練に病院職員2名参加。 

・10月1日から非常用メール配信システム「オクレンジャー」を採用し、非

常時の連絡体制の強化を図った。 

・10月20日 須坂市消防本部の指導のもと、地域住民（立町、東横町）も

参加した総合消防・防災訓練を実施した。（参加者約100名） 

・1月21日 非常用メール配信システム「オクレンジャー」を使用し、全職

員を対象とした非常伝達訓練を実施。 

・3月6日 須坂市消防本部の職員を講師としてお招きし、医療機関で起こ

りやすい火災の特徴などを講演いただいた。また、避難救助に使用する

避難器具の使用方法の研修会もあわせて実施した。 

（課 題） 

非常招集の範囲、方法も含めて整備する必要がある。 

また、招集後の職員の行動も検討が必要である。 

68 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・御岳山噴火災害の伴い、精神保健福祉センターと協力し「こころのケア

チーム」を編成し、被災者や家族、役場職員などのこころのケアにあた

った。派遣人数（当院職員延べ19名） 

・11月６日に精神保健福祉センターと合同で、御嶽山噴火に伴うこころの

ケアチーム派遣に係る反省会を行い、今後の災害時のこころのケアにつ

いて意見交換を行った。 
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（課 題） 

本格的なＤＰＡＴ指定に向け、27年度より院内でＤＰＡＴチームの体制

づくりを行う。 

69 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・10月に、地域防災協定を締結している地元御供区も参加し、夜間総合防

災訓練を実施した。（職員74名、御供区９名） 

・３月１日に春の火災予防運動に合わせて、阿南消防署、長野県消防防災 

航空センター、阿南町消防団等と合同消防訓練を行う予定で、事前に院 

内打合せ会議、関係機関調整会議や長野県消防防災航空隊による防災ヘ 

リ研修会を実施した。消防防災航空隊との引き継ぎ訓練や初期消火・避 

難誘導訓練、消防署での救助訓練などを計画したが、残念ながら当日雨 

天のため中止となった。しかし、職員の意識の啓蒙が図れたとともに準 

備段階までの訓練ができた。 

・病院消防防災計画に基づき災害用の医薬品等を備蓄している。 

70 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

・９月27日に発生した御嶽山噴火の際には、当院のＤＭＡＴ１隊を現地に

派遣するとともに、職員を非常招集し、県、町、広域消防等と連携して

被災者の対応に当たり、29日までの3日間で61名の被災者の診療を行いま

した。（ＤＭＡＴ隊合計 11病院17隊） 

・10月18日に、大規模災害時を想定した医療救護活動に対応するためのト

リアージ訓練を含めた病院総合防災訓練を、木曽広域消防本部、地元地

区等の協力を得て実施した。 

・９月14日に王滝村で実施された木曽地域災害時医療救護訓練に、ＤＭＡ

Ｔ１隊を派遣し、医師会、町村、地方事務所、広域連合等と連携した訓

練を行った。 

・９月３日（職員対象）と９月10日（地域対象）にトリアージ講習会を行

った。 

・11月22日に発生した長野県北部地震では、当院からＤＭＡＴ１隊を派遣

し、11月22日から23日にかけて救護活動を行った。 

・災害発生に備えて、医薬品、医療材料及び給食材料を備蓄している。 
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71 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・大規模災害対応マニュアルを整備し、松本医療圏における赤タグ受入病

院としての対応を明記した。 

・９月7日、防災無線を使用し、安曇野市総合防災訓練の情報伝達・医療救

護所開設訓練に参加した。 

・防災委員会により、大規模災害時対応マニュアルの研修会を全３回開催

し、当院の災害発生時の対応について学習した。10月７日、10月21日、

12月４日の３回開催し、総計277名の参加があった。 

・11月14日、日勤帯及び夜間休日を想定した総合防災訓練をそれぞれ実施

し火災発生時の自衛消防隊の対応について学習した。また、豊科消防署

の協力により煙道体験や防災テントの体験を実施した。 

・災害時に使用するための防災物品を収納するための防災倉庫を院内に設

置した。 

（課 題） 

地域医療機関との災害時の協力に関する協定の締結 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

評 
価 

説 明 

72 

災害発生時には、各県立

病院が長野県地域防災計

画に基づいて関係機関等

と連携しながら適切な医

療活動を行う。 

このため、各県立病院は

日ごろから災害用医薬材

料品等を備蓄する。 

なお、木曽病院は木曽地

域における災害拠点病院

として機能するほか、ＤＭ

ＡＴ（災害派遣医療チー

ム）の運用を行う。 

イ 防災対策 

災害に備えるため、次の事項について重点的に

取り組む。 

・ 各県立病院では、必要な災害用医薬材料品等

を備蓄するとともに、「災害時対応マニュアル」

の充実や見直しを進める。 

・ 須坂病院では、病院の対応マニュアルに基づ

いた夜間体制下での机上避難訓練を実施する。 

・ こころの医療センター駒ヶ根では、災害派遣

精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の組織化に向けた

体制整備を行う。 

・ 災害拠点病院である木曽病院では、災害時に

おける安定的かつ継続的な医療の提供を図る

ため、地域医療再生基金を活用し自家発電装置

の更新を行うほか、ＢＣＰ（事業継続計画）の

策定に取り組む。 

・ 木曽病院のＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）

は、災害現場で適切な救命救急処置等を行うた

め知事が実施する研修・訓練に参加するととも

に、木曽地域災害時医療救護訓練に参加し、関

係機関との連携確認を行う。 

・ こども病院では、電子カルテシステムのバッ

クアップについて機構全体の体制構築に併せ

て検討を行う。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・自衛消防業務講習及び防災センター要員講習を3名受講し、自衛消防隊の

組織で必要となる告示班長に講習修了者の充当が可能となった。（修了者 

合計6名） 

・「災害時対応マニュアル」の見直しと、長期間見直されなかった消防・防

災計画の見直しを行い、8月29日に消防・防災計画の提出を行った。 

・災害発生時アクションカードを各部署に配置。 

・災害時に備えるため医薬、材料、食糧をそれぞれ３日分程度備蓄している。 

・衛星携帯電話を１台保有している。 

・防火扉の稼働環境確保のため、注意書き等の周知を行った。 

・院内各病室に避難経路の掲示を行った。 

（課 題） 

・災害等のマニュアルが機能するか否かの検証が必要 

・オクレンジャーの維持管理 

・院内における情報共有 

・防災備品の維持管理 

73 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・大規模災害に備えるため、上伊那地域包括医療協議会主催の災害時対応

訓練に参加し、精神科病院の活動内容等を確認した。 

・災害事象別の対応方法を定めた災害時対応マニュアルを制定し、運用を開

始した。 

・災害発生時の情報伝達手段を確保するため、一斉メール送信システムを導

入し、運用を開始した。 

・災害時に必要な医薬品の供給体制を確保するため、近隣の調剤薬局と災害

時応援協定を締結した。 

・災害時応援協定の実効性を高めるため、協定締結をしている地元区長及び

西駒郷職員が、当院の防災訓練に参加した。 

（課 題） 

新たな災害時対応マニュアルの職員への定着を図る必要がある。 
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74 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

平成25年に近隣薬局と災害時の医薬品等の提供に関して締結した協定を

継続し災害時の医薬品の安定供給を図った。 

（課 題） 

災害時マニュアルの見直し及びＢＣＰの策定の必要がある。 

75 
木 
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

・災害発生に備えて、医薬品、医療材料及び給食材料を備蓄している。 

・10月18日に、大規模災害時を想定した医療救護活動に対応するためのトリ

アージ訓練を含めた病院総合防災訓練を、木曽広域消防本部、地元地区等

の協力を得て実施した。 

・当院ではＤＭＡＴ３チーム（医師４名、看護師７名、調整員５名）を編成

し、県総合防災訓練に積極的に参加しているが、今年度は、御嶽山噴火の

ため、総合訓練は中止となった。 

・９月14日に王滝村で実施された木曽地域災害時医療救護訓練に、ＤＭＡＴ

１隊を派遣し、医師会、町村、地方事務所、広域連合等と連携した訓練を

行った。 

 

76 
こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 

・大規模災害各部署のアクションカードを含めた災害時対応マニュアルの整

備を継続作業中である。 

（課 題） 

・事業継続計画(BCP)を策定する必要がある。 

・防災物品の経年劣化による更新を行う。 

・職員増に伴う食糧備蓄の見直しを行う。 

・防災テントの整備を行う。 

・トリアージ訓練の実施。 

77 

・ 機構全体のＢＣＰ（事業継続計画）を策定

する。その中で、電子カルテシステムのバッ

クアップシステムの構築などに向けては、「信

州メディカルネット」の活用も含めた検討を

継続する。 

機
構
本
部 

Ｂ 

（業務の実績） 

ＢＣＰの一環としての信州メディカルネットを活用したバックアップシ

ステムの構築が実現不可となったことにより、新たなバックアップシステム

を構築するための検討を開始した。 

（課 題） 

電子カルテのバックアップシステムについては、新たなシステムの構築が

必要なため、費用対効果の面からも検討が必要であるとともに、BCPに関す

る情報収集や意見交換を行う必要がある。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 地域医療、高度・専門医療の提供 

(4) 医療観察法（※）の提供  （※）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成15年法律第110号） 

 

中期 

目標 
こころの医療センター駒ヶ根を、医療観察法に基づく指定入院医療機関として整備し、その運営を行うこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

78 

県の精神医療政策の一環として、

こころの医療センター駒ヶ根を医療

観察法に基づく指定入院医療機関と

して整備し、同法の処遇対象者が社

会復帰するために必要な医療を行

う。 

医療観察法に基づく指定入院医療機関

（こころの医療センター駒ヶ根）として、

同法の入院対象者が社会復帰するために

必要な医療を行う。 

また、同法に基づく指定通院医療機関と

して、通院対象者が安定した社会生活を送

れるよう、必要な医療を行う。 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・国及び他の指定入院医療機関などとも連携して、社会復帰に向けた治療

を行った。 

・県外の対象者も受け入れたことにより、１年のうち109日が６床満床とな

った。 

・平成26年度１日平均在院患者数5.0人（３月末現在：５名）。 

・平成26年度新たに受け入れた対象者数：急性期５名（うち県外の者２名） 

・適正な退院支援を行った結果、平成26年度処遇終了した対象者が２名、

他病院及び当院へ精神保健福祉法での入院となった対象者が２名、他病院

の医療観察法病棟への転院が２名であった。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ ５病院のネットワークを活用した医療の提供及び地域医療への貢献 

(1) ５病院のネットワークを活用した医療機能の向上 

 

中期 

目標 

ア 県立病院間の診療協力体制の充実強化 

各県立病院の特長を活かした相互協力体制を構築すること。 

県立病院間における医師等の派遣などにより、医療供給体制の充実を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

79 

ア 県立病院間の診療協力体制の充

実強化 

各県立病院間で医師等を相互派

遣しやすい体制を整備して、相互

協力体制や医療供給体制を充実す

ることにより、病院機構が持つ人

的・物的機能を有効に活用してい

く。 

ア 県立病院間の診療協力体制の充実強

化 

各県立病院間で医師等の人事交流及

び相互派遣を円滑に行うための連携体

制を整備する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・木曽病院の血液浄化に対し、看護師1名、臨床工学技士1名の派遣を行っ

た。 

・御嶽山噴火に伴う災害医療支援のため、2名の看護師を派遣した。 

80 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・阿南病院から臨床工学技士の派遣を受け、輸液ポンプ等の定期点検を実

施した。 

・須坂病院の感染症認定看護師に、当院の感染症対策研修の講師を依頼し、

感染症の基礎研修を実施した。 

・５月から作業療法士がこども病院で月１回実習を受け、思春期デイケア

プログラムの運営に生かされている。 

・４月に内科医の経験を有する精神科医師を採用し、身体合併症への一時

対応がとれる体制を整えた。 

・９月より木曽病院に精神科医を週１回派遣した。 

（課 題） 

・精神科診療に係る派遣要請に備えた医師確保の推進 

・身体合併症の患者に対応するため、一般診療科を有する病院との人事交

流 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

評 
価 

説 明 

81 

ア 県立病院間の診療協力体制の

充実強化 

各県立病院間で医師等を相互派

遣しやすい体制を整備して、相互

協力体制や医療供給体制を充実す

ることにより、病院機構が持つ人

的・物的機能を有効に活用してい

く。 

ア 県立病院間の診療協力体制の充実強

化 

各県立病院間で医師等の人事交流及

び相互派遣を円滑に行うための連携体

制を整備する。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・整形外科医を毎週水曜日にこども病院に定期的に派遣し、隔週火曜日に

は手術応援に派遣した。 

・こころの医療センター駒ヶ根にＭＥを派遣し、輸液ポンプ等の定期点検

を実施し相互協力体制を整備した。 

82 
木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 

診療放射線技師をこころの医療センター駒ヶ根へ検査応援のため派遣

した。（１回） 

83 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・助産師出向モデル事業として、助産師のスキルアップと木曽病院におけ

る産科医療支援のために助産師を派遣した。 

・26年度は、信州大学医学部附属病院手術室とこども病院手術室との間を

結んで心臓手術のリアルタイムな画像の配信などを延べ20件実施した。 

（課題） 

助産師の派遣を前提として、病棟の配置人数を確保する 

84 

・ 阿南病院では、こども病院との情

報交換などを通じて、下伊那南部地

域の小児医療全般にわたる予防、診

療、支援等に向け取り組む。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・阿南病院では、信州メディカルネットを活用しながらカルテ相互参照に

よる情報交換などを通じて、下伊那南部地域の小児医療全般にわたる予

防、診療、支援等に取り組んだ。 

・26年度実績  紹介件数 14件  逆紹介件数 14件 

小児科  紹介件数   ４件 

     逆紹介件数  ６件 

        合計  10件 

整形外科 紹介件数   ９件 

     逆紹介件数  ８件 

        合計  17件 

外科   紹介件数   1件 

     逆紹介件数  0件 

        合計  1件 
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・ こころの医療センター駒ヶ根とこども病院との間で患者紹介などの連携を通じて、こどもの心の診療の充実を図る（こども 48再掲） 

  

 

85 

・ こども病院の助産師を木曽病院

へ派遣し助産師への教育体制の充

実を図る。（再掲） 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

こども病院から半年ずつ計２名の助産師を受け入れ、助産業務をはじめ

とし、一般病棟の看護について教育を行い、」スキルアップに繋げた。 

86 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

Ｈ26.4～9月（6カ月間）、Ｈ26.10～Ｈ27.3（6カ月間）助産師を1名ずつ

木曽病院へ派遣し、助産師としてのスキルアップ及び他病院での業務を経

験することでのキャリアアップに繋がった。 

（課 題） 

助産師出向モデル事業として継続していく予定である。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ ５病院のネットワークを活用した医療の提供及び地域医療への貢献 

(1) ５病院のネットワークを活用した医療機能の向上 

 

中期 

目標 

イ 情報の共有化と活用 

各県立病院が保有する情報を共有できるネットワークシステムの構築を進め、各種データを活用して医療機能の向上を図ること。なお、システム構築に

当たっては、セキュリティの確保に十分な配慮をすること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

87 

イ 情報の共有化と活用 

県立病院間で医療に関する

情報を共有化できる体制を整

備することにより、病院機構

全体として地域の医療需要の

動向を把握して、このデータ

に基づいた医療提供体制を構

築する。なお、これに合わせ

て適切な情報セキュリティが

確保される体制の整備を進め

る。 

イ 情報の共有化と活用 

各県立病院間等を結んだネットワー

クシステムを活用し、病院間の連携を強

化する。 

・ 県立病院及び信州大学医学部附属病

院との間で、高画質診療支援ネットワ

ークシステムのハイビジョン映像と

医用画像等を介しての、多地点連結医

療従事者カンファレンスを実施する

ほか、このシステムを各種研修会など

にも引き続き活用する。 

須
坂 

Ｂ 

（業務の実績） 

県立病院に導入されているテレビ会議システムを利用して、研修会等を他の

県立病院に配信した。 

3月19日 院内児童虐待勉強会 中央児童相談所長 岡田菊夫先生 

88 
駒
ヶ
根 

－ 

（業務の実績） 

該当なし 

（課題） 

 ネットワークを活用した、病院間の連携強化についての検討 

89 
阿
南 

－ 
（業務の実績） 

該当なし 

90 
木
曽 

－ 

（業務の実績） 

該当なし 

 

91 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

県立病院に導入されているテレビ会議システムを利用して、他の病院で開催

された医療安全やメンタルヘルスに関する研修会を受講した。 

 また、経費削減、診療情報管理士連絡会議、広報担当者会議などをテレビ会

議システムを使用して開催した。 

 また、こども病院で実施した心臓手術のリアルタイム映像配信を信州大学附

属病院に行い、医療水準の向上に役立てている。 
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92 

機
構
本
部 

Ｂ 

（業務の実績） 

信州大学医学部附属病院との勉強会（ＤＰＣスタディＷＧ）の実施及びＤＰ

Ｃ調査データを用いた分析方法の構築 

・経営分析の手法に関する研修を３回実施 

・９月12日：信大病院との勉強会（ＤＰＣスタディＷＧ）の実施 

・６月、11月：木曽・こども・須坂病院職員計4名を産業医科大学に短期派遣

し、経営分析手法の習得を行う研修を実施した。併せて、分

析結果の報告会を各病院で開催し、職員へ周知 

（課 題） 

・分析結果をきちんと病院運営に活用できるか 

93 

イ 情報の共有化と活用 

県立病院間で医療に関する

情報を共有化できる体制を整

備することにより、病院機構

全体として地域の医療需要の

動向を把握して、このデータ

に基づいた医療提供体制を構

築する。なお、これに合わせ

て適切な情報セキュリティが

確保される体制の整備を進め

る。 

・ 「信州メディカルネット」を活用し

た電子カルテの相互参照については、

引き続き他の県内医療機関などとの

間での機会の拡充を図るとともに、阿

南病院においては、平成26年度からの

参画を目指す。 

・ 木曽病院では平成26年度の電子カル

テシステム等の導入に併せて、平成27

年度中に「信州メディカルネット」へ

の参画を目指す。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

こども病院を始めとする他病院との間で電子カルテの相互参照を行った。 

（実人数7件） 

情報提供元 情報提供先 診療科 実患者数 

県立こども病院 県立須坂病院 小児科 2 

信州大学医学部

附属病院 

県立須坂病院 小児科 1 

県立須坂病院 南長野クリニッ

ク 

整形外科 1 

県立須坂病院 県立こども病院 小児科 2 

県立須坂病院 長野赤十字病院 内科 1 

（課 題） 

今後の維持継続 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

25年12月から「信州メディカルネット」を利用した相互データ参照・公開を

開始した。26年度は昭和伊南病院や伊那中央病院等と相互参照をし、迅速な診

療に役立てた。（26年度実績：18件、前年度比11件の増） 



- 47 - 

 

- 47 - 

 

 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 
価 説 明 

94 

イ 情報の共有化と活用 

県立病院間で医療に関する

情報を共有化できる体制を整

備することにより、病院機構

全体として地域の医療需要の

動向を把握して、このデータ

に基づいた医療提供体制を構

築する。なお、これに合わせ

て適切な情報セキュリティが

確保される体制の整備を進め

る。 
・ 「信州メディカルネット」を活用し

た電子カルテの相互参照については、

引き続き他の県内医療機関などとの間

での機会の拡充を図るとともに、阿南

病院においては、平成26年度からの参

画を目指す。 

・ 木曽病院では平成26年度の電子カル

テシステム等の導入に併せて、平成27

年度中に「信州メディカルネット」へ

の参画を目指す。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

院内医療情報システムと「信州メディカルネット」の接続を行い、H26年9月

から「信州メディカルネット」を利用した相互データ参照・公開を開始した。 

（26年度実績：2件） 

（課  題） 

「信州ﾒﾃﾞｲｶﾙﾈｯﾄ」が、飯田下伊那圏域での地域連携ﾈｯﾄﾜｰｸ（Ism-Link）との

併行運用となっているため圏域内での相互参照には使いづらいが、県立こども

病院との病病連携には効果を上げている。 

95 
木
曽 

Ａ 

 （業務の実績） 

電子カルテシステム等の導入に併せて、「信州メディカルネット」加入に必要

な「地域連携システム」を構築した。 

（課 題） 

平成２７年度中の「信州メディカルネット」への参画に向けて、運用方法を

検討していく。 

 

96 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

患者情報の共有化による効率的な医療連携、医療資源の有効活用、安全で質

の高い医療サービスの提供などを目的に構築された電子カルテの相互参照シス

テムについては、須坂病院、信州大学医学部附属病院、長野赤十字病院との間

で協定を締結していたが、26年度は新たに、諏訪赤十字病院、阿南病院と協定

を締結した。 

この協定に基づき、当院患者のカルテ情報を須坂病院へ4件、信州大学医学部

附属病院へ11件提供、信州大学病院から2件、長野赤十字病院から1件の提供を

受けた。相互参照件数は、信州大学病院と26件、長野赤十字病院と16件、諏訪

赤十字病院と15件、阿南病院と2件となっている。 

97 

機
構
本
部 

Ｂ 

（業務の実績） 

「信州メディカルネット」の運用のため運営委員会及び協議会への参加 

・５月２日：「信州メディカルネット協議会」運営委員会へ出席 

・６月16日：「信州メディカルネット協議会」通常総会へ出席 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

評 
価 

説 明 

98 

イ 情報の共有化と活用 
県立病院間で医療に関する情報

を共有化できる体制を整備するこ
とにより、病院機構全体として地
域の医療需要の動向を把握して、
このデータに基づいた医療提供体
制を構築する。なお、これに合わ
せて適切な情報セキュリティが確
保される体制の整備を進める。 

・ ＤＰＣ（診断群分類包括評価）
データを始めとする各種データ
を活用して診療内容及び経営状
況などの分析並びに各種計画の
策定及び執行管理などを行う。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・産業医科大学に職員を派遣し、その研修報告会を開催した。 

12月8日 「超高齢化社会に向けた須坂病院の方向性」 
 高野診療情報管理士 

・上記診療情報管理士の提案を経営企画室会議で検討し、誤嚥性肺炎の対応につ
いて管理者会議に提案した。 

・須坂病院運営協議会において、須坂病院の第2期の展望を診療情報管理士が地
域の人口、疾患別の患者推計等により分析してデータを提供した。 

・ＤＰＣデータの活用として、診療稼働数の分析はもとより、２次的活用として
臨床指標、ＱＩ数値としても応用した。 

（課 題） 
組織全体で活用する意識の醸成 

99 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 
「ＳＱＬサーバー」を使用し、医事会計データ及びＤＰＣデータのデータベー

ス化を行い、それらを活用して、抽出、集計、分析を行った。 
電子カルテ更新に伴い、医事情報及びカルテ情報を自由に抽出及び集計できる

ＤＷＨシステムを導入した。 
（課 題） 

電子カルテシステムを管理、活用、分析できる職員が限定されているため、他
の職員育成が必要である。 

100 
こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 
ＤＷＨデータの抽出・分析ツールを導入し、26年度診療科部長を対象にプレゼ

ンの実施。院長への資料提出を行った。ＤＰＣデータを使用し診療実績を作成し 
経営企画室会議への報告を行った。 

101 

機
構
本
部 

Ｂ 

（業務の実績） 
 

92再掲 

102 

・ クリニカルインディケーター
（臨床評価指標）のホームペー
ジ上での公開項目の拡充などを
進めるとともに、クオリティイ
ンディケーター（医療の質の評
価指標）の公開に向けた検討を
行う。。 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
・クリニカルインディケーターＷＧを計９回開催 
・クリニカルインディケーターWGを年４回開催 
・臨床評価指標（クリニカルインディケーター）を３項目拡充し機構本部ホーム

ページに公表した。 
（課 題） 

医療の質の評価指標公表に向けた検討 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ ５病院のネットワークを活用した医療の提供及び地域医療への貢献 

(2) 地域の医療機関との連携等 

 

中期 

目標 

ア 地域の医療機関との連携 

地域との連携体制を強化し、他の医療機関との機能分担を進めて、患者紹介・逆紹介を積極的に行うなど、県立病院の持つ医療機能を効率的・効果的に

提供できる体制づくりを進めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

103 
ア 地域の医療機関との連携 

地域の医療需要に適切に応えて
いくために、地域の医療機関と連
携を図りながらそれぞれの医療機
能を有効に活用できる体制の整備
を進め、患者に最も適した医療サ
ービスの提供ができるように、患
者の相互紹介や地域連携クリニカ
ルパス（地域内で各医療機関が共
有する、患者に対する治療開始か
ら終了までの全体的な治療計画）
の作成等を進めていく。 

ア 地域の医療機関との連携 
各県立病院の地域連携室の機能の強

化を図り、地域の医療機関との交流の拡
大、連携体制の整備を進め、患者の紹介、
逆紹介を積極的に実施する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・須高医師会が開設する須高休日緊急診療室及び須高夜間緊急診療室を当

院内で実施している。 
・須高夜間緊急診療室は27年1月から水曜日と木曜日と1日増となり、診療

時間は18時開始が19時に終了は20時から22時に変更となった。 
・地域医療福祉連携室及び在宅診療運営委員会が中心となって、地域の行

政・介護施設等と連携して、10回の「家族介護教室」の開催・運営に参
画した。（参加者255人） 
紹 介 率：26.2％（25年度 30.8％） 
逆紹介率：28.2％（25年度 29.6％） 

・須高医師会と協力し55件(2,407名 H25 1,620名)の出前講座を行った。 
・5月12日 高山村老人クラブ連合会総会に出席し出前講座の紹介を行っ

た。 
（課 題） 

今後も行政、須高医師会との連携の継続。 

104 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
飯田市立病院と救急搬送患者地域連携（逆）紹介、がん治療連携、人工透
析患者の地域移行連携等の積極的な紹介を行い、亜急性期患者の受入を含
み、医療連携の強化を図った。 

105 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 
病院の広報紙、地域連携室だよりを定期的に発行し、郡内医療機関等へ

の配布を行っているほか、同機関からの紹介患者に関する症例検討会を同
機関に参加を依頼し開催する（26年度は１回）など、当院の状況を積極的
に公開し、交流拡大、連携体制の強化に繋げている。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

106 

ア 地域の医療機関との

連携 

地域の医療需要に適

切に応えていくために、

地域の医療機関と連携

を図りながらそれぞれ

の医療機能を有効に活

用できる体制の整備を

進め、患者に最も適した

医療サービスの提供が

できるように、患者の相

互紹介や地域連携クリ

ニカルパス（地域内で各

医療機関が共有する、患

者に対する治療開始か

ら終了までの全体的な

治療計画）の作成等を進

めていく。 

地域連携クリニカルパスの検討・整備を進めると

ともに、積極的な活用により在宅医療機能の強化を

図る。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・6月26日 長野脳卒中連携パス運営会議出席 

・8月28日 長野地区大腿骨頸部／転子部骨折連携パス運営会議出席 

・大腿骨頸部／転子部骨折連携パスについては、積極的に適用し14件だった。 

（課 題） 

脳外科及び脳神経内科常勤医の獲得 

107 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・医療マネジメント学会看護部会南信支部に出席し、各病院の地域連携室ス

タッフと共に研修会や意見交換を行った。 

・２月18日に居宅介護事業者を対象とする研修会を開催し、グループで検討

会を行った。研修会には居宅介護事業者50人が参加した。 

108 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・がん連携診療指導料の施設基準に基づいて連携パスを活用し、がんの二次

診療において、乳がんで33例の地域連携パスの適応症例があった。 

109 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

 胃がん、大腸がん、肺がんの地域連携クリニカルパスを整備し、がん診療

に関する地域医療機関との連携を強化した。 

 

110 

研修センターでは、医師卒後研修施設がある県内

の公的病院と連携し、シミュレーション研修を引き

続き実施するとともに、チーム医療の推進のため複

数の職種の連携に関する教育・啓発を推進する。 

 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

研修センターで以下の取組が行われた。 

・医師・研修医：27回、34名  ・看護師：10回、70名 

・薬剤師：２回、20名  ・臨床検査技師：２回、８名 

・復帰支援研修：１回、６名  ・高校生１日体験：２回、56名 

・インターンシップ：２回、15名  ・ICLS事前研修：４回、38名 

111 

「伊南４市町村認知症医療・介護連携モデル事

業」に参加し、地域包括支援センター及びかかりつ

け医等と患者受入などで連携するとともに、駒ヶ根

市が実施する「認知症相談・支援チーム事業」の推

進に資するため患者宅への訪問支援などで協力す

駒
ヶ
根 

Ａ 

・院内に「認知症プロジェクトチーム」を設置し、多職種が参加していく中

で、当院がどのような認知症治療を地域の中で行っていくか検討が開始さ

れた。 

・５月22日に認知症の役割分担と地域連携を図るため、関係機関との懇談会

を開催し、市内診療所、ケアマネージャー、駒ヶ根市職員との意見交換会
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る。 を行った。（参加者26名） 

・７月より認知症初期集中支援チーム事業に参加し、認知症の初期支援に看

護師２名と作業療法士２名が訪問を行った。（26年度支援実績 30件） 

・地域連携室が、地域の診療所を訪問し、当院への認知症におけるニーズに

ついてアンケートを実施した。（19ヶ所） 

112 

地域連携室を東館に移転し、患者の利便性の向上

と機能強化を図る。 

院内に配置している保健師の経験と専門性を生

かし、管内町村との連携を一層強化させるととも

に、保健予防や健診事後指導、退院支援の強化を図

りながら、「健康管理センター」稼働後に向け、福

祉・行政・医療の三位一体の基盤づくりを引き続き

進める。 

さらに、地域連携の体制づくりや地域で生活でき

る療養環境の形成を目指し、当院及び地域の診療所

の看護師で構成する「へき地看護研究会」を継続す

るほか、飯田市立病院と看護師交流人事を行うな

ど、より一層の連携強化を図る。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

地域住民の健康管理の一元化を図るために「健康管理センター」を、地域

住民に密着した医療を提供するとともに総合医・家庭医の育成のために「へ

き地医療研修センター」を、認知症対策を行うために「認知症なんでも相談

室」を、それぞれ設置、稼働した。 

 

 （健康管理センターの実積） 

・阿南町および天龍村との間で３歳児健診について受託契約を締結し、内科

健診、歯科健診、栄養指導、生活指導を一括健康管理センターで実施。

ワンストップサービスの提供により、利便性が向上した。  （受診者 阿

南町34人、天龍村6人 ） 

・３歳児対象の眼科検診を当院ＯＲＴ（視能訓練士）が担当し、10月と２月

に健康管理センターにおいて実施した。 

（受診者 阿南町34人、天龍村5人 ） 

・飯田市立病院と看護師人事交流を行い連携を図った。 

    （１名 ４～５月） 

（課 題） 

・３歳児健診の受託を他町村に拡充すること。 

・引き続きドックの結果異常者に再受診を促すための事後指導を展開してい

くこと。 

113 

こども病院では、発達障がい学齢児等への総合的

支援を実施する県と協調し、信州大学医学部附属病

院及び県内医療機関とも連携しながら、発達障がい

専門外来の円滑な運用を図るとともに、関係機関へ

の情報発信に努める。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

発達障がい専門外来では、114名の診察を行った。受診者の半数以上の59

名に市町村保健師や教師、保育士など関係者が同席し、具体的な対応方法を

直接伝えることができた。また、紹介先の医療機関への返書だけでなく、保

護者宛にも返書を送付することで、保護者が関係者に情報を伝達しやすいと

好評である。 

さらに、人材育成のために保育士、教師を対象とした2日間に渡る研修会

には87名の参加者があった。 
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・ こころの医療センター駒ヶ根では、地域連携室に精神保健福祉士を配置して、医療機関や福祉施設等との協力関係を強化し、早期治療・早期社会復帰を図る。

（駒ヶ根 42再掲） 

・ 阿南病院では、「地域医療総合支援センター」として、地域住民の健康管理の一元化を図るために「健康管理センター」を、信州型総合医の育成及び本部研修

センター出前講座の実施などのために「へき地医療研修センター」を、認知症対策を行うために「認知症なんでも相談室」を、それぞれ設置する。（10再掲） 

・ こころの医療センター駒ヶ根とは患者紹介などの連携を通じて、こどもの心の診療充実を図る。（駒ヶ根・こども 48・49再掲） 

・ こども病院では、胎児心疾患の診断、フォローを集約化し周産期医療を充実するため県及び信州大学医学部附属病院等と連携し、地域産科・周産期施設との

出生前心臓診断ネットワーク（先天性心疾患スクリーニングネットワーク）を構築し、インターネットを活用した地域拠点病院間の遠隔診断を推進する。（こど

も 50再掲） 

  

県から「発達障がい診療専門家現地派遣事業」の一部委託を受け、信州大

学医学部附属病院、こころの医療センター駒ヶ根とともに、県内10圏域の地

域連携病院と保健福祉事務所で企画する研修会に、講師として専門家を派遣

し、各地域における発達障害診療のネットワークづくりに寄与した。また、

県内4広域での研修会では、小児期から成人期への移行や、発達障がいを受

け入れがたい家族への対応といった発達障がいの困難事例を取り上げて関

係機関への情報発信を行った。 

 

114 

 

口唇口蓋裂センターは、信州大学、松本歯科大学

とで構成する多施設間協力型センターとして中心

的役割を果たすとともに、引き続き地域の医療機関

とも連携しながら広く全県の患者に質の高い医療

を提供する。 

こ
ど
も 

Ａ 

業務の実績） 

口唇口蓋裂患者新患数は、片側口唇裂・唇顎裂・唇顎口蓋裂 12名、両側

唇裂・唇顎裂・唇顎口蓋裂 5名、口蓋裂単独 13名であった。この数字は

疫学上長野県内の口唇口蓋裂出生数は32名（16010名出生の0.2％）程度と推

察されていることから考えると、県内ほぼ全例の患者受診があるものと考え

られる。本年度の口唇口蓋裂関連の手術数（修正手術含む）は38件となった。

松本歯科大学矯正歯科との合同カンファレンスを2014年6月24日、10月14日、

2015年1月27日の計3回、松本歯科大学にて開催した。 

（課 題） 

耳鼻咽喉科医の常勤医が不在のため、外来日が限られるなど、患者の不便

があること。 

115 

 小児周産期専門医療に関する開業医または地域

医療機関との診療連携契約制度の推進及び登録医

制度の導入に向けた検討を継続する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・１件の在宅療養支援診療所との連携を継続した 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ ５病院のネットワークを活用した医療の提供及び地域医療への貢献 

(2) 地域の医療機関との連携等 

 

中期 

目標 

イ 地域の医療機関への支援 

各県立病院の持つ人的・物的な医療資源を活用した地域医療機関への支援体制を充実させ、地域医療全体の機能向上を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

116 

イ 地域の医療機関への支援 

県立病院が保有するＣ

Ｔ、ＭＲＩ等の高度医療機

器を地域医療機関へ開放し

て機器の共同利用を促進

し、地域医療の充実を図る。 

また、要請に応じて他の

医療機関へ医師等を派遣す

ることや、地域で開催され

る症例研究会等において最

新の取り組みを紹介するこ

となどを通じて、地域医療

機関等への支援を行う。 

イ 地域の医療機関への支援 

次のとおり地域医療機関等への支援を行う。 

・ 高度医療機器の共同利用を促進するための

検討を進める。 

・ 地域医療機関等に研修センターのスキルス

ラボの積極的な活用を促す。（研修センター） 

機
構
本
部 

Ｂ 

（業務の実績） 

・医療器械等の利用状況及び更新予定等から課題となっている事項につい

て、部会員に周知し引き続きの検討を要請。 

・「スキルスラボガイドブック」の作成、ホームページのリニュアールによ

り積極的にＰＲを実施。ラボ使用実績106回（前年：65回） 

（業務の実績） 

引き続き、医療器械等審査部会等を活用し、医療器械等の活用方策等の

検討状況を確認をする。 

117 
・ 小児専門医療に関する他病院との相互援助

協定の締結を推進する。（こども病院） 

こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 

平成25年度は新たに協定を締結した医療機関はなかったが、院長・副院

長が県内医療機関へ訪問した際などに協定締結について働きかけを行っ

た。 

また、協定を締結している医療機関へは、診療支援のほか、出張新生児

蘇生講習会を開催するなどの支援を行った。 

（課題） 

 周産期医療体制充実のための新たな医療機関との協定の締結の推進。 



- 54 - 

 

- 54 - 

 

・ へき地診療所等からの要請に基づき医師を派遣するなどの支援を積極的に行う（阿南・木曽 19・24再掲） 

118 

・ ３Ｄモデル造形センターについては、県内

外医療水準の向上にも貢献できるよう、ホー

ムページなどを活用し地域の医療機関・医療

関係教育機関へ積極的にＰＲし、利用拡大を

図る。（こども病院） 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・３Ｄモデル造型センターの業務紹介を病院ホームページに紹介し検索し

易くした。県内外から21件の作製依頼があり、その内訳は歯科口腔外科

が11件、放射線治療科が3件、形成外科が2件、前年比56％増であった。 

・院内からの造型依頼件数は7件（脳神経外科・形成外科）であった。 

・平成27年4月9－12日に行われる第58回日本形成外科学会総会に演題発表

予定 

（課 題） 

・病院ＨＰ及び広報紙掲載等による広報活動及び材料費の削減検討造形モ

デル作製材料（コーティングボンド等）の素材継続検討中。 

119 

・ 小児リハビリテーションについては、研修

会・学習会の開催や、地域医療機関からのリ

ハビリテーションスタッフ研修生の受け入

れを行い、地域医療スタッフの育成に寄与す

る。（こども病院） 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・定期的に、地域医療機関のリハビリテーションスタッフを受け入れて実

施する臨床研修については、8名を計32日間受け入れ、小児リハビリテー

ションへの理解を深めることができた。事後アンケート調査では、全員

から治療に役立ったとの感想が得られた。 

・２日間に渡り講義と実技を行うＮＩＣＵ研修会については、30名が受講

し、ＮＩＣＵでのリハビリテーションの知識を深めた。 

・小児リハビリテーションに関わる各地域の医療機関の間で、オンライン

会議システムを使用した症例検討会を8回、地域の訪問リハビリテーショ

ンスタッフが在宅患者訪問時に同システムでの連携を6回実施し、相互の

情報交換及び、ネットワークづくりに役立てた。 

（課 題） 

・臨床研修、ＮＩＣＵ研修会ともに希望者が多く受け入れきれない状態に

ある。 

120 

・ 県からの委託を受け、信州大学小児医学講

座、信州大学子どものこころ診療部、こころ

の医療センター駒ヶ根と協働し、医師や臨床

心理技術者、作業療法士などを県内10圏域ご

とに行われる研修会や事例検討会などに派

遣して、県内の発達障がい診療体制の充実に

寄与する。（こども病院） 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

県から「発達障がい診療専門家現地派遣事業」の一部委託を受け、信州

大学医学部附属病院、こころの医療センター駒ヶ根とともに、県内10圏域

の地域連携病院と保健福祉事務所で企画する研修会に、講師として専門家

を派遣し、各地域における発達障害診療のネットワークづくりに寄与した。

また、県内4広域での研修会では、小児期から成人期への移行や、発達障が

いを受け入れがたい家族への対応といった発達障がいの困難事例を取り上

げて関係機関への情報発信を行った。参加者数は1172名で各圏域の発達障

がい診療体制の充実に役立てた。（113再掲） 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(1) より安心で信頼できる医療の提供 

 

中期 

目標 

ア 医療安全対策の実施 

安全で安心な医療を提供するために、医療事故等を防止するための医療安全対策を徹底するとともに、院内感染防止対策を確実に実施すること。同時に、

医薬品及び医療機器に係る安全管理体制を整備すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

121 
ア 医療安全対策の実施 

病院機構本部に医療安全

対策担当を置き、各県立病

院と連携を取りながら医療

安全対策、医療事故に関す

る情報の収集・分析を的確

に行うほか、病院機構とし

て統一した医療安全管理基

本指針を定めるなど、医療

安全対策の充実を図る。 

また、患者や職員を感染

症から守るため、県立病院

間で情報の共有化を図りな

がら、有効な院内感染の発

生予防対策や、発生時にお

ける拡大防止対策を推進す

る。 

ア 医療安全対策の実施 

県立５病院の医療安全の標準化と質の向上を

図るため、以下の取組みを行う。 

・ 医療安全への取り組み状況を医療安全管理

者が互いに実地確認し合う医療安全相互点

検を引き続き実施する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・8月8日 南2階、南3階、南7階の相互点検を実施した。 

・今年度のテーマである「防災」に対する意識の低下がみられたことから、

防災委員会と協力し周知を行うとともに各病棟内に避難経路図の掲示を

行った。 

122 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・7月11日にＡ１病棟・Ｂ１病棟の相互点検が行われた。 

・点検結果に基づき、施設・設備に関する点検マニュアルの整備や、患者

誤認防止マニュアル等の改正を進めた。 

 

123 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

12月に県立病院医療安全管理者による医療安全相互点検が行われた。今

年度は防災対策を中心に病棟の点検を行い 病棟内の防災グッズの整備等

を行うことができた。 

124 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

10月に３階南病棟と４階病棟の相互点検が行われ、点検結果に基づき避

難経路を見やすいものに修正した。 

（課 題） 

災害時の連絡方法や用具の置き場所等、職員に周知が不十分であるため、

平成２７年度は危機管理マニュアルの見直しなど、災害対応に力を入れて

行く。 
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125 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

本年度は共通テーマを「防災（6項目）」とし、全19項目の点検を、第2病

棟・第3病棟・ＩＣＵで実施した。日常業務において当然実施すべき患者確

認方法などで、理解できていないスタッフがいる状況があり、定期的なマ

ニュアル周知の必要性を感じた。また、昨年3項目に改善の指摘を受けた部

署では、今回改善の継続性を再点検したところ、状況が維持されており、

安全文化醸成の傾向が見られた。 

126 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

・全病院で順次、相互点検を実施し医療安全対策及び職員の意識の向上を

図ることができた。 

・点検シートに基づいて、点検を実施。本年度のテーマとして「防災」に

関する項目を加えて点検を実施。併せて、前年度の点検実施場所で改善

を求めた項目の再点検を実施した。 

  ７月11日 こころの医療センター駒ヶ根   ８月12日須坂病院 

  10月10日 木曽病院  12月12日 阿南病院  １月９日 こども病院 

127 
・ 他県のこども病院との相互査察を実施す

る。（こども病院） 

こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 

他県のこども病院への視察は実施できなかった。しかし、小児施設の医

療安全管理者間において、メーリングリストによる情報交換を頻繁に行い、

他施設の実状や取組みを参考に、当院のマニュアル改訂時の資料に活用し

た。 

 

128 

・ 北信地域の医療機関と協働して施設・職種

の枠を超えて情報を共有し、地域の感染対策

水準の向上に寄与するとともに、県内唯一の

日本環境感染学会認定教育施設としての実

績を生かし、「北信ＩＣＴ連絡協議会」の代

表理事、事務局を務め積極的に関与してい

く。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・感染管理加算で連携している、長野県立総合リハビリテーションセンタ

ー、轟病院、信越病院と年2回カンファレンスを実施し、手指衛生をテー

マに手指消毒薬、液体石けんの使用量の比較検討を行った。 

・北信ＩＣＴ連絡協議会で年2回合同カンファレンスを実施し、連携病院の

参加もあった。 

・地域連携加算で連携している長野赤十字病院、長野市民病院等のラウン

ドを受け、指摘された事項については速やかな改善がなされた。このラ

ウンドには連携病院も参加いただき、多くの施設と意見交換ができた。 

・地域の医療機関に出前講座をとして以下の講演活動を行った。 

8/6 中島恵利子 特別養護老人ホー

ム光和 

高齢者施設における感染症 

対策及び基礎知識 
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9/16 中島恵利子 朝日ホームおんせ

んリハビリテーシ

ョンセンター 

感染対策について 

10/15 中島恵利子 特別養護老人ホー

ム光和 

インフルエンザ・ノロウイ 

ルス対策と実践 

10/31 中島恵利子 ワークハウスわら

しべ 
感染対策について 

11/11 中島恵利子 小布施荘 
感染対策について 

11/18 中島恵利子 小布施荘 
感染対策について 

12/24 中島恵利子 山ノ内町文化セン

ター 
感染対策について 
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号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

129 

ア 医療安全対策の実施 

病院機構本部に医療安

全対策担当を置き、各県立

病院と連携を取りながら

医療安全対策、医療事故に

関する情報の収集・分析を

的確に行うほか、病院機構

として統一した医療安全

管理基本指針を定めるな

ど、医療安全対策の充実を

図る。 

また、患者や職員を感染

症から守るため、県立病院

間で情報の共有化を図り

ながら、有効な院内感染の

発生予防対策や、発生時に

おける拡大防止対策を推

進する。 

・ 県立５病院共通の医療安全チェ

ックシートを活用した院内自己点

検を引き続き実施するとともに、

課題の把握を行い、改善策の立案

や体制整備につなげる。 

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

各部署の医療安全委員を中心に自己点検を実施し、医療安全管理者が総合評価を

行い課題の抽出を行った。 

（課 題） 

自己点検も3年目に入り、少しずつ改善もみられているが、3年間要改善の項目も

存在するので、この部分を改善できるような取り組みが必要である。 

130 

駒

ヶ

根 

Ａ 

点検結果に基づき、施設・設備に関する点検マニュアルなど、病院機能評価の観

点からも必要なマニュアルの整備が進んだ。 

131 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

院内自己点検を実施し、昨年に続きマニュアル整備が不十分であったため、現在

各部署のRMと協働でマニュアル改定中である。又「説明と同意」に関しても達成率

が低いため診療録管理委員会と協働でカルテ監査を行い ICの充実を図るよう各

部署へフィードバックしている。 

（課 題） 

医療安全マニュアルの全改訂 

132 
木

曽 
Ａ 

前年度の点検結果から当院の課題が明確になり、不足事項に取り組むことで一部

改善に繋がった。スタッフのレベルでチェックを行ったことで周知の状況を把握で

きた。 

133 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

全部署において各部署のセフティ・マネージャーにより、医療安全チェックシー

トによる自己点検を実施してもらっている。開始から３年経過し、達成率は殆どの

項目で100％となってきているが、一部、輸血保存環境、暴言・暴力対応、大規模

災害対応等について整備できていない項目がある。これらについてが、大規模災害

対応マニュアルが院内防災委員会で作成され、職員の訓練についても計画的に実施

する体制整備ができた。さらに、暴言・暴力対応マニュアルも作成し、院内研修等

を活用して多くの職員へ直接マニュアルの周知ができた。 
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134 

・ 県医療安全支援センターとの共

催により、全県の医療関係者も対

象とした医療安全管理研修会を開

催する。 

須
坂 

Ａ 
（業務の実績） 

２月4日に開催された研修会に12名参加した。 

135 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

２月４日の医療安全管理研修会に６名が参加した。研修内容を収録したＤＶＤ

による院内研修会の開催はできなかった。 

136 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

２月４日に松本合庁で開催された「苦情対応のコミュニケーション」研修に６

名が参加した。また出席者のいない部署への資料配布を行った。 

137 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

平日の午後ということもあり、業務の都合上参加者４名と少なかったが、院内で

資料を元に、関連会議の中で復命した。 

138 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

「 苦情対応のコミュニケーション～苦情を未然に防ぐ関わり方」をテーマの研修

に、看護師を中心に14名が参加した。 

139 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

２月４日に県と共催により全県の医療関係者を対象とした医療安全管理研修会

を開催 

テーマ：『苦情対応へのコミュニケーション～苦情を未然に防ぐ関わり方～』 

 最上輝未子（NPO法人ヘルスコーチ・ジャパン代表理事、心育研代表） 

参加者：県内病院等から約170名 

140 
・ 各県立病院の医療安全推進担当

者等の資質向上を図るための研修

を引き続き実施する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

6月29日 こども病院で開催された「医療現場におけるコミュニケーションと医

療メディエーション」の研修会に各部門から15名が参加し、メディエーションの重

要性について学ぶことが出来た。 

141 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

６月29日にこども病院で行われた研修会に８名参加した。メディエーションにつ

いて学ぶことができた。 
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142 

ア 医療安全対策の実施 

病院機構本部に医療安全

対策担当を置き、各県立病

院と連携を取りながら医療

安全対策、医療事故に関す

る情報の収集・分析を的確

に行うほか、病院機構とし

て統一した医療安全管理基

本指針を定めるなど、医療

安全対策の充実を図る。 

また、患者や職員を感染

症から守るため、県立病院

間で情報の共有化を図りな

がら、有効な院内感染の発

生予防対策や、発生時にお

ける拡大防止対策を推進す

る。 

・ 各県立病院の医療安全推進担当者

等の資質向上を図るための研修を

引き続き実施する。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

６月29日にこども病院で開催された「医療現場におけるコミュニケーションと医

療メディエーション」体験型研修に10名が参加した。 

143 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

６月29日にこども病院で開催された「医療現場におけるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝとﾒﾃﾞｨｴｰｼｮﾝ」

研修に６名の職員（看護師４名、医療技術職２名）が参加した。 

144 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

「医療現場におけるコミュニケーションと医療メディエーション」をテーマに、

多職種の23名が参加し、ロールプレイ形式でコミュニケーションに関して学ぶ事が

出来た。 

145 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

6月29日（日）研修会をこども病院で開催 

テーマ：『医療機関におけるコミュニケーションと医療メディエーション』長島久

（信州大学医学部付属病院脳血管内治療センター長） 

参加者：71名（医師３、看護職47、医療技術職13、事務職8） 

146 

・ 医療安全管理者の質の向上を図る

ため、インシデント事例から県立病

院共通の分析項目を抽出し、改善の

ための取組を行うとともに医療の

質を評価する項目の設定を検討す

る。 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

毎月開催している医療安全管理者会議内でImsaferという分析手法を使って学習

会を実施 

147 

・ 名札に貼付できる研修受講シール

を作成し、普及させることにより、

職員の医療安全研修の受講促進を

図る。 

機
構
全
体 

Ａ 

（業務の実績） 

・昨年度と同様の取組を各病院で実施した。 

・機構本部では緊急時の対処方法を学ぶため、７月15日にBLS（一次救命処置）講習

会を開催した。 

 （講師：本部研修センター医師、参加者16名） 

148 

・ 医療安全研修にテレビ会議システ

ムを活用するとともに、研修内容の

ＤＶＤ化などにより、繰り返し利活

用できる体制を整備する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

エボラ出血熱の流行に伴い12月10日に県関係者と実施した研修会をテレビ会議シ

ステムにて配信した。 
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149 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

12月10日に須坂病院で行われたエボラ出血熱に関する研修会をテレビ会議システ

ムで視聴し、飯田及び上伊那の保健福祉事務所職員も研修会に参加した。 

 

150 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

１１月実施した医療安全研修会「組織で取り組む医療安全」のＤＶＤを院内共有

サーバーに保存し、当日参加できなかった職員に対して受講を促した。また県医療

安全管理研修会のDVD研修を院内で3回行った。 

151 
木

曽 
― 

（業務の実績） 

該当なし 
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中期計画 年度計画 
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病 

院 

番
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中期計画 

152 
ア 医療安全対策の実施 

病院機構本部に医療安
全対策担当を置き、各県立
病院と連携を取りながら
医療安全対策、医療事故に
関する情報の収集・分析を
的確に行うほか、病院機構
として統一した医療安全
管理基本指針を定めるな
ど、医療安全対策の充実を
図る。 

また、患者や職員を感染
症から守るため、県立病院
間で情報の共有化を図り
ながら、有効な院内感染の
発生予防対策や、発生時に
おける拡大防止対策を推
進する。 

・ 医療安全研修にテレビ会議システ
ムを活用するとともに、研修内容の
ＤＶＤ化などにより、繰り返し利活
用できる体制を整備する。 

こ
ど
も 

－ 
（業務の実績） 

該当なし 

153 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
６月29日にこども病院で開催した医療安全研修会、２月４日の医療安全管理研修会

のほか、各病院での研修会などもＤＶＤに収録し、ＤＶＤリストを作成して活用を各
病院に周知した。 

154 

・ 各県立病院において、感染症発生
時を想定した院内及び関係機関な
どとの間で伝達訓練などを実施す
る。 

須
坂 

Ｂ 

（業務の実績） 
・院内感染症対応マニュアルを26年3月に改訂し職員に配布するとともに電子カルテ

上でも参照を可能としている。 
・情報伝達は、実務の中では常に行われている。 

155 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・院内感染対策マニュアルを２月に全面改訂し、様式の取得や閲覧が容易になるよ

う、パソコン上にデータの保存を行った。 
・マニュアルを改訂する中で、緊急連絡先を見直し、医療事故発生時と同じルート

にすることで、職員が緊急時に混乱なく連絡を行えるように改善を行った。 

（課 題） 
・改訂したマニュアルをどう院内に周知するか。 

156 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
・院内感染対策指針を作成し、院内感染対策マニュアルに掲載した。 
・診療報酬改定を受け、感染防止対策加算の基準をクリアするため、県立木曽病院

に働きかけて、合同カンファレンスを実施した。また、飯田下伊那地区の合同カ
ンファレンスに参加し、連携を図った。 

・情報伝達については、マニュアルの「感染症発生時の対応」の章で明文化されて
おり、インフルエンザ発生等の際には役割分担、連絡網に従い対応をしている。 

 また、保健福祉事務所との連絡体制について確認を行っている。 

157 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 
・感染対策のより一層の推進と院内感染防止の徹底を図るため、「院内感染対策マニ

ュアル」を改訂した。 
・こども病院、阿南病院と相互にラウンド又は合同カンファレンスを行い、感染対策

に係る情報を共有した。 
・感染症発生時における院内の情報伝達ルートの確認を行った。 
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158 

こ

ど

も 

Ｂ 

（業務の実績） 

・関係各所には必要時に連絡を行う体制とし、実務の中では常に行われている。 

・機構本部および外部関係機関に報告を必要とする院内感染症の事例は発生しなか

った。 

159 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

・各病院において必要な伝達訓練等は随時行実施された。 

・国立感染症研究所、県等と共同でエボラ出血熱患者の県内発生を想定した訓練を実

施した際に、計画段階での参画や県との調整を行った。 

（課 題） 

県立病院と機構本部間での伝達訓練を実施するための手段等の具体的マニュアル

を、ＢＣＰの策定に合わせて整備する。 

160 

・ 感染防止地域連携病院との相互視

察を実施する。（こども病院） 

須

坂 
Ａ 

地域連携加算で連携している長野赤十字病院、長野市民病院等のラウンドを受け、

指摘された事項については速やかな改善がなされた。このラウンドには連携病院も参

加いただき、多くの施設と意見交換ができた。 

161 

こ

ど

も 

Ａ 

連携している木曽病院と信州大学病院との間で感染防止対策地域連携の相互ラウ

ンドを実施した。 

162 

・ 病院勤務医等の負担軽減及び薬物

療法の有効性、安全性の向上を図る

ため、病棟において薬剤師が実施す

る薬剤関連業務を積極的に展開す

る。 

木

曽 
Ｂ 

（業務の実績） 

全病棟において、病棟薬剤業務を実施しており、薬剤師が病棟で配薬、服薬指導、

副作用のモニタリング等を行うことで、薬物療法の有効性、安全性に貢献している。 

（課 題） 

病棟薬剤業務は、薬剤師が各病棟で週２０時間以上業務を行うことが義務付けられ

ており、他の業務との適正なバランスをとることが必要。 

163 

こ

ど

も 

Ｂ 

（業務の実績） 

全病棟おいて病棟薬剤業務を開始することができ、患者の持参薬の確認、医薬品に

関する情報提供等実施することで薬物療法の有効性、安全性の向上に貢献できた。 

（今年度から全病棟で週２０時間以上実施） 

（課 題） 

薬剤科の他の業務との時間調整等が難しい状況であり、必要な人員配置により十分

な実施時間を確保することが課題である。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(1) より安心で信頼できる医療の提供 

 

中期 

目標 

イ 患者中心の医療の実践 

患者の権利を尊重し、信頼と満足が得られる医療サービスを提供すること。 

患者に対する十分な説明と同意（インフォームド・コンセント）に基づいた医療サービスを提供するとともに、クリニカルパス（入院患者の治療計画を

示した日程表）の適用を進め、患者や家族の負担軽減を図りながら効果的な治療を行うこと。 

また、患者が安心できるセカンドオピニオン（診断や治療方法について主治医以外の医師の意見を聞くこと。）の実施に努めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

164 

イ 患者中心の医療の実践 

質の高い医療・看護を行うため、

チーム医療の推進や看護体制の充

実を図る。 

患者やその家族が十分な理解と

信頼のもとで検査・治療が受けら

れるようにするため、インフォー

ムド・コンセント（患者に対する

十分な説明と同意）の一層の徹底

を図る。 

患者の負担を軽減するととも

に、最も効果的な医療を提供する

ために、ＥＢＭ（科学的な根拠に

基づく医療）を推進し、各県立病

院の状況に即したクリニカルパス

（入院患者の治療計画を示した日

程表）の適用を進める。 

患者が主治医以外の医師の意

見・判断を求めた場合に適切に対

応できる、セカンドオピニオン体

イ 患者中心の医療の実践 

県立病院への来院者が気持ちよく病

院を利用できるよう、利用者へのあいさ

つ運動を継続的に実施するなど、患者対

応の向上を図る。 

また、患者サービスの一層の向上や職

員の資質向上を図るための接遇研修会

を実施する。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・年間接遇標語を「広げよう、心に届く笑顔とあいさつ」とした。 

・9月30日 職員接遇研修会 「患者対応の基本」 

講師：有限会社ビジネスブレーン 後藤 康之氏 参加者75名 

・あいさつ運動 

第1回：9月8日から5日間   第2回：10月6日から5日間 

・満足度調査結果報告会 3月3日 参加者58名 

・須坂病院マナーブックを再配布した。 

・満足度調査、病院共通アンケート（567件）を前年度と比較し全体朝礼で

検討するとともにサービス向上委員会で各職場ができる対応を検討する

こととなった。 

（課 題） 

研修会等の組織内における、さらなる定着が求められている。 

165 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・接遇委員会において毎月「接遇標語」を作成し、院内へ掲示を行った。 

・笑顔であいさつ運動を実施した。その都度参加者から意見聴取し、実施方

法の見直しを行った。 

１回目：７月22日～８月１日  参加者 職員18名 

２回目：11月17日～11月28日  参加者 職員20名 
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制の充実を図る。 ３回目：２月２日～２月13日  参加者 職員18名 

・院内接遇研修会を開催した。 

  １回目：10月９日（講師ニチイ学館） 参加者 職員45名 

  ２回目：２月９日（講師職員2名） 参加者 33名 

・院内接遇マニュアルを作成した。 

166 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

看護部中心にあいさつ運動を実施しており、患者サービス向上や職員の資

質の向上のための接遇研修会を２回実施した。 

167 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・サービス向上委員会で「接遇標語」を作成し、院内各部署に掲示を行った。 

（１回/２ヶ月） 

・身だしなみチェックを行い、接遇の改善・周知を行った。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

番

号 
中期計画 

168 

イ 患者中心の医療の実践 

質の高い医療・看護を行うため、

チーム医療の推進や看護体制の充

実を図る。 

患者やその家族が十分な理解と

信頼のもとで検査・治療が受けら

れるようにするため、インフォー

ムド・コンセント（患者に対する

十分な説明と同意）の一層の徹底

を図る。 

患者の負担を軽減するととも

に、最も効果的な医療を提供する

ために、ＥＢＭ（科学的な根拠に

基づく医療）を推進し、各県立病

院の状況に即したクリニカルパス

（入院患者の治療計画を示した日

程表）の適用を進める。 

患者が主治医以外の医師の意

見・判断を求めた場合に適切に対

応できる、セカンドオピニオン体

制の充実を図る。 

イ 患者中心の医療の実践 

県立病院への来院者が気持ちよく病

院を利用できるよう、利用者へのあいさ

つ運動を継続的に実施するなど、患者対

応の向上を図る。 

また、患者サービスの一層の向上や職

員の資質向上を図るための接遇研修会

を実施する。 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

〇あいさつ運動 

・5月～10月の半年間 第1月曜日 職員対象 

4月～1年間 第1月曜日 患者さん対象     

・すてきなあいさつができる職員を表彰する目的で第２回「すまいるさん

投票」を実施、表彰。全職員対象に行２５０票以上の投票から1位から3

位、敢闘賞の職員を表彰した。 

○接遇月間 

 ・１月、８月に実施。全部署（委託も含め）で取り組みを決め実践した。 

○「あいさつ新聞」の発行（年２回）取り組み内容を載せ職員にアピール 

〇接遇研修 

・11月 「患者さんから学ぶ接遇」医療メディエーターの講演 (参加者６

５名) 

（課 題） 

研修会への医師の参加がなく、どのように働きかければ参加者が増えるの

かが課題。 
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169 

 

クリニカルパス（入院患者の治療計画を

示した日程表）の適用を引き続き進めると

ともに、セカンドオピニオン体制の充実を

図る。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・クリニカルパスは、1,717人（全患者数 4,962人）に適用し適用率は34.6％

であった。 
・6月18日にクリニカルパス大会を開催 

参加者：57名 発表テーマ：9題 
・セカンドオピニオン外来を5名受け入れ 

170 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・6月に新人研修の研修項目としてクリニカルパスの説明を実施し、パスの

周知と活用を促した。 
・平成26年度の診療報酬改定で新設された、院内標準診療計画加算（200点）

について、院内標準計画書（統合失調症パス、気分障害パス）を当院の状
況に合わせて作成し、算定を開始した。算定件数は年12件であった。（算
定可能病棟：B1病棟、A2病棟） 

・11月には、院内標準計画書について説明会を開催した。説明会では、院内
標準診療計画書の使用方法の説明の他に、患者パスを用いた事例を報告
し、パスを使用する事の利点を伝えた。説明会の参加者は44名であった。 

・昨年度に引き続き11月10日～11月28日までを「クリニカルパス使用強化月
間」と定め、使用率向上に取り組んだ。（強化月間中のパスの起票率：52％）
また、強化月間終了後も起票状況を継続して調査した。（強化月間終了後
の12月は起票率55％、1月は56％）昨年度は、強化月間が終了すると起票
率が低下していたが、今年度は強化月間中の起票率と同程度を維持できて
いる。 

・セカンドオピニオンについて10月29日の病院運営会議で対応指針を審議し
承認され、運用を開始した。（利用患者は０件） 

（課 題） 
・修正型電気けいれん療法（ｍ－ECT）の電子カルテパスの検討。 

・患者の状態像、時期に合わせたパスを、他病院の取組みを参考にしながら
見直しを行う。 

・今後、バリアンスに基づくパスの検討が必要。 
・チーム医療において、患者参加が重要である事を踏まえ、患者に対してク

リニカルパスの啓発活動を行うことで、院内全体でパス利用を推進する。 

171 
阿
南 

Ｂ 

（業務の実績） 
現在の当院の専門性のレベルでは、セカンドオピニオン外来の受入は困難

であるため、当面は紹介に関する情報提供を行っていく。 

（課 題） 
眼科が紙カルテ運用なので、電子カルテとパスとの完全リンクは困難であ

る。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

172 

イ 患者中心の医療の実践 
質の高い医療・看護を行う

ため、チーム医療の推進や看
護体制の充実を図る。 

患者やその家族が十分な理
解と信頼のもとで検査・治療
が受けられるようにするた
め、インフォームド・コンセ
ント（患者に対する十分な説
明と同意）の一層の徹底を図
る。 

患者の負担を軽減するとと
もに、最も効果的な医療を提
供するために、ＥＢＭ（科学
的な根拠に基づく医療）を推
進し、各県立病院の状況に即
したクリニカルパス（入院患
者の治療計画を示した日程
表）の適用を進める。 

患者が主治医以外の医師の
意見・判断を求めた場合に適
切に対応できる、セカンドオ
ピニオン体制の充実を図る。 

クリニカルパス（入院患者の治療計画を示した
日程表）の適用を引き続き進めるとともに、セカ
ンドオピニオン体制の充実を図る。 

木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 
・現在は紙運用で行っているクリニカルパスを電子カルテ運用に移行す
るための検討を行った。 

・セカンドオピニオンについては、平成25年１月から受付を開始してい
る。 

173 
こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 
・電子カルテでのクリニカルパスが稼働中であり、今年度は、電子カル
テパスを４件新規で稼動させた。 

・セカンドオピニオン外来の受診は３件であった。 

174 

診療情報管理士会では、診療録の監査を行い、
患者にもわかりやすいカルテの作成などにより医
療の質の向上に寄与する。 

須
坂 

Ｂ 
診療録記載要項、監査実施要綱の見直しを行い、カルテ監査の実施を

多職種で行った。 

175 
駒
ヶ
根 

Ｂ 

（業務の実績） 
・診療録に関することを検討する委員会（診療情報管理委員会）を11月

17日から再開し、毎月実施した。委員会では、診療録記載規程（案）、
診療録管理規程（案）の作成を行い、カルテ監査実施に向け準備を行
った。 

・退院サマリー作成の向上を目指し、医局会での説明や未作成のリスト
配布を行ったことで、サマリーの作成率が26％向上した。（H26.10月と
12月の比較） 

（課 題） 
・診療録に関する記載規程の運用と、監査要領の策定。 
・診療録の監査の実施。 

176 
阿
南 

 
Ａ 

・診療録記載要綱、診療録監査規程の整備を図り、医局長を含む多職種
から成る監査委員を選定し、11月からカルテ監査を実施した。 

・毎月定例監査が実施されており、診療録等管理委員会で結果を公表し
評価している。 

（課題） 
・改善の必要がある事項（記載漏れ、IC、同意における記載不備等）が

常に散見されており、医師へのフィードバック後の実効的対策を検討
していかねばならない。 

177 
木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 
診療情報管理士連絡会に参加し、他病院の取組み状況等について情報

共有ができた。 
（課 題） 
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他病院の取組み状況を参考にするとともに、診療情報管理士連絡会で
取り組んでいる医療安全管理者との合同相互監査を活用し、当院の診療
録監査体制整備を進める。 

178 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
・診療録監査規定の作成を行い、診療録監査４８件実施。 

監査結果を医療情報管理委員会で行い、記載不備については各担当に
フィードバックを行い診療録記載の質の向上が行えた。 

・退院サマリについては年間を通し９０％を超える記載率が確保でき、
診療報酬（診療録体制加算）高い施設基準の算定が行えた。 

（課 題） 
・説明と同意の書の監査の実施。 
 医療安全マニュアルに沿った監査の実施を行う体制の整備。。 

179 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
・診療報酬研修会の開催 
・医療安全管理者との合同カルテ監査相互点検の開始に向け合同会議を

年２回開催した。 
・臨床評価指標の拡充について検討し、３項目追加した。 

180 

このほか、質の高い医療・看護を行うため以下
の取組みを進める。 
(ｱ) 須坂病院 

・ 質の高い医療・看護を提供するため、７
対１の看護体制を維持する。 

・ 転倒予防、認知症への対応など、多職種
チームによる高齢者に適したケアを提供
するシステムの構築を検討する。 

・ 介護職職員を活用し日常生活支援を実施
する。 

・ セカンドオピニオン外来を充実する。 
・ 医療の質及び健診機能等に関して、日本

医療機能評価機構による「病院機能評価」
と日本人間ドック学会による「人間ドック
健診施設機能評価」を受審する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・７対１看護基準を維持するために、パート職員の採用や、外来看護師

の可能な範囲での病棟勤務を行うなどの努力を行った。また、看護師
が行っていた採血については可能な範囲で臨床検査技師が行うことと
したほか、病棟へ薬剤師を配置するなどの協力体制を維持した。 

・認知症等などの高齢者に適したケアを提供するため、看護部内にせん
妄・認知症委員会を立ち上げ活動を行った。次年度からは院内全体の
委員会として活動することとなった。 

・４階，５階，６階，７階病棟に介護職員を配置するため、新たに4人採
用し全体で9人体制とした。各階2人配置を原則としていたが、6階病棟
には食事提供サービスの向上のため、3人を配置するとともに時差出勤
によるさらなるサービスの向上を図った。 

・セカンドオピニオン外来 5人 
・日本医療機能評価機構による「病院機能評価」を受審し、認定される

方向となった。 
・日本人間ドック学会による「人間ドック健診施設機能評価」の受審準

備を進めた。 

（課 題） 
日本人間ドック学会による「人間ドック健診施設機能評価」受審を円

滑に実施する。 
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181 
(ｲ) こころの医療センター駒ヶ根 

・ 平成27年度の病院機能評価の認定取得に
向けた取組を推進する。 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・４月１日、病院全体でキックオフを行った。 
・コンサルタントと評価項目・担当者ごとの個別面談の実施。（合計11日

間） 
・コンサルタントと「訪問審査で準備する書類一覧」の書類確認を行っ

た。（合計３日間） 
・本受審にむけ、模擬ケアプロセス調査を実施した。 
・他病院プレサーベイの見学及び県立須坂病院本受審の見学を行った。

（院長含め延べ８名参加） 
・副院長、副看護部長、リスクマネージャー、事務部主任が模擬サーベ

イヤーとして、模擬院内ラウンドを２日間実施した。 
・３月11～12日診療系、看護系、事務系３名のサーベイヤーを依頼しプ

レサーベイを実施した。 
・院内多職種でプロジェクトチームを編成し、取組を推進した。 
・院内周知のため、病院機能評価通信を作成し、全職員に配布した。 

（課 題） 
・ケアプロセス調査への対応を確実に行うこと。 
・明確になった課題に対する改善活動の実施 

182 

(ｳ) 阿南病院 
・ 10対１看護基準を維持しつつ、看護必要

度評価加算の届出算定を引き続き行う。 
・ 施設入所者等の短期検査入院を積極的に

受け入れる。 
・ クリニカルパスの見直しや新規策定の推

進により、患者が理解しやすい治療計画を
提供する。 

・ 院外処方箋の発行に移行したことから、
調剤薬局との協働による医薬分業体制を
維持する。 

・ 薬剤科業務の一部を入院薬剤管理指導
等、病棟業務にシフトさせ、安全な薬物治
療を推進する。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
・入院患者数に対する看護職員の配置に問題なく10対１看護基準が維持

できている状況にある。 
・クリニカルパスは該当となる症例が少なく、白内障OP、PEG交換の２例

で運用している。 
・院外処方箋の発行を推進し、８０％程度の院外処方箋率を維持した。

入院患者への薬剤指導を充実させるとともに平成27年1月より病棟薬
剤業務実施加算を算定など、安全な薬物治療の推進に寄与するよう体
制整備を進めた。 

（課 題） 
７対１看護基準は算定要件が満たせず、現状では取得が困難である。

現行の看護体制を安定的に維持することとしたい。 

183 

(ｴ) 木曽病院 
・ 医師をリーダーとした診療科別のＢＳＣ

（バランスト・スコアカード）の展開の充
実を図り、チーム医療を推進する。 

木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 
年度当初に、前年度のＢＳＣの評価を行うとともに当年度のＢＳＣを

作成し、運営委員会において発表を行った。ＢＳＣの作成により、診療
科ごとの目標とアクションプランが明確となり、チーム医療の推進が図
られた。 

（課 題） 
ＢＳＣの取組の充実とチーム医療の一層の推進 
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・ 地域の高齢者のニーズに対応し、訪問リハビリテーションを充実する。（須坂 ５再掲） 
・ 入院患者の退院支援や在宅患者等の社会復帰を促進するため、多機能デイケアを活用するほか、精神保健福祉士を１名採用し、その機能を拡充するなど、精

神科デイケア機能の充実を図る。（駒ヶ根 42再掲） 
・ 多機能デイケア、訪問看護の充実や関係者との支援会議の開催など、多職種によるチーム医療の構築・展開を進め、外来医療の充実を図る。（駒ヶ根 41再掲） 
・ 地域生活支援を推進するため、多職種チームによる訪問ケアの実施及びアウトリーチ活動の充実を図る。（駒ヶ根 42再掲） 
・ がん相談支援センターによる、相談・情報提供機能の充実を図る。（木曽 65再掲） 
・ 新たに導入される「地域がん診療病院」の指定に向けた準備を進める。（木曽 65再掲） 
・ 先天性心疾患を持つ成人患者に対する利便性を確保するため、信州大学医学部附属病院の成人先天性心疾患センターと協働で専門外来を新設する。（こども 
51再掲） 

  

184 

(ｵ) こども病院 
・ セカンドオピニオン外来を充実する。 
・ ３Ｄモデル造形センターが製作する頭蓋

骨等の３Ｄモデルを活用した手術前シミュ
レーション及び患者への事前説明等の実施
などにより医療サービスの向上を図る。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
・26年度、セカンドオピニオン外来に対する問い合わせは多かったもの

の、実際セカンドオピニオン外来受診になったのは3件であった。調整
の結果、一般外来受診となったケースもあった。 

・セカンドオピニオンの受付フローチャートの見直しを行い受付の明確
化を図った。 

・他院にセカンドオピニオンを希望し、患者支援・地域連携室で調整を
行った事例は2件であった。 

・第1病棟への無菌室の整備により、免疫力が低下した患者の感染症予防
のため、一般病棟では対応できない滅菌水の常時供給を可能にし、室
内の空気清浄度を常時ISOクラス６以上にしつつ、患者さんに、いつで
も室内を自由に動きまわることができる快適な療養環境を提供するこ
とが可能となった。 

・３Ｄモデル造型センターの業務紹介を病院ホームページに紹介し検索
し易くした。県内外から21件の作製依頼があり、その内訳は歯科口腔
外科が11件、放射線治療科が3件、形成外科が2件、前年比56％増であ
った。・院内からの造型依頼件数は7件（脳神経外科・形成外科）であ
った。 

・病院ＨＰ及び広報紙掲載等による広報活動及び材料費の削減検討造形
モデル作製材料（コーティングボンド等）の素材継続検討中。 

（課 題） 
病院ＨＰ及び広報紙掲載等による広報活動及び材料費の削減検討造形

モデル作製材料（コーティングボンド等）の素材継続検討中。 
（123再掲） 



- 72 - 

 

- 72 - 

 

 

第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(1) より安心で信頼できる医療の提供 

 

中期 

目標 

ウ 適切な情報管理 

長野県個人情報保護条例及び長野県情報公開条例に基づき適切な情報管理を行うこと。 

特にカルテなどの個人情報の保護を徹底するとともに、患者及びその家族への情報開示を適切に行うこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

185 ウ 適切な情報管理 

長野県個人情報保護条例（平成

３年長野県条例第２号）及び長野

県情報公開条例（平成12年長野県

条例第37号）の実施機関として、

条例に基づいた適切な情報管理を

行うとともに、病院機構として個

人情報保護規程を定めて、カルテ

などの個人情報の適正な取り扱い

に万全を期す。 

また、患者及びその家族への情

報開示を適切に行う。 

ウ 適切な情報管理 

個人の権利利益の保護と併せ、県民の

情報公開を求める権利に配慮して、県個

人情報保護条例及び県情報公開条例に

基づいた適切な情報管理を行う。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・患者等から診療情報提供の依頼があった場合には、個人情報を取り扱う

観点から厳正に申出者の資格確認を行い、速やかに対象となる情報を特

定して提供できるよう努めている。また、審査にあたっては関係法令等

に照らし、全部提供することにつき問題がないかどうかという視点で慎

重に判断している。 

・平成25年度取扱件数：13件（25年度 17件） 

（課 題） 

 今後も個人情報保護及び情報公開関係法令等の改正に応じて、適宜マニ

ュアル等の見直しを行っていく必要がある。 

186 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・過去の診療録については、診療情報管理士が中心となって適切な保管及

び保管場所での整理を行った。 

・長野県個人情報保護条例に基づくカルテ開示請求は２件、自己情報開示

請求は１件あり、同条例及び県立病院等における個人情報の保護に関す

る指針に基づき情報公開を行った。 

 

187 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

26年度は情報公開の請求はなかったが、過去に開示した相手方からの問い

合わせがあった。 
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188 
木
曽 

Ａ 
（業務の実績） 

５件の診療情報提供の申請があり、指針に基づき情報開示を行った。 

189 
こ
ど
も 

Ａ 
（業務の実績） 

５件の診療情報提供の申請があり、指針に基づき情報開示を行った。 

190 

機
構
本
部 Ａ 

（業務の実績） 

個人情報の適正な取扱いを継続していくために、全職員を対象とした研

修を実施 

・9月～10月：５病院にて研修会を実施 

 （延1４回、対象者1620名中609名受講） 

・前年度受講済者及び追加にて受講された者を合計すると1574名が受講済

み。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

191 

ウ 適切な情報管理 

長野県個人情報保護条例（平成

３年長野県条例第２号）及び長野

県情報公開条例（平成12年長野県

条例第37号）の実施機関として、

条例に基づいた適切な情報管理を

行うとともに、病院機構として個

人情報保護規程を定めて、カルテ

などの個人情報の適正な取り扱い

に万全を期す。 

また、患者及びその家族への情

報開示を適切に行う。 

個人情報の適正な取扱いの継続並びに

県立病院情報基盤ネットワークの適切な

運用及び情報セキュリティに関する知識

の習得や意識の高揚を図るため、全職員を

対象とする機構独自の研修会などを引き

続き開催する。 

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

個人情報の適正な取扱い、情報基盤ネットワークの適切な運用及び情報セ

キュリティに関する知識の習得のため、当院の新入職員オリエンテーション

（4月6日）の中で全新入職員に対し情報セキュリティ研修を行った。 

192 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

全職員を対象として、情報セキュリティに関する研修会を開催した。 

・開催日：10月10日、14日、22日 ・開催回数：延べ６回 

・参加者：参加者109名 

・その他：患者情報の漏洩防止のため、受講対象を外部委託従業員にまで

広げ、研修会を実施した。 

（課 題） 

退職者を除く未参加者（９名）に対する研修の実施 

193 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・本部主催の情報セキュリティー研修会に参加するとともに、欠席した者に

対しては資料の配布とＤＶＤを共有フォルダ－に保存し見てもらうこと

により周知した。（９/26，10/８ 延べ６回 110名参加） 

・当該研修会では病院独自に電子カルテの院内運用とセキュリティ遵守の内

容を組み入れた。 

・新規入職者向けの研修会においても情報セキュリティの研修を実施した。 

194 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

機構本部主催の研修とは別に初任者、転勤者を含む全職員を対象とした情

報セキュリティ研修会を開催した。また、研修の未受講者に対しては、ビデ

オ視聴会を数回に分けて開催し、最終的に職員の７割程度が受講した。 

195 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

機構本部主催の情報セキュリティ研修会を10月14日に２回開催し、受講者 

数は190人であった。また、同研修会の未受講者を対象としたビデオ研修会

を11月21日・25日、12月10日・16日、1月6日の計５回実施し、受講者総数が

280人となった。平成26年度の受講者数272名と合わせてこの２年間で全職員

数の97％強が受講を完了した。(未受講者15名) 

また、新年度の新採用者のオリエンテーションでも個人情報、情報セキュ
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・ 診療情報管理士会では、診療録の監査を行い、患者にもわかりやすいカルテの作成などにより医療の質の向上に寄与する。（５病院・機構本部 174～179再掲） 

  

リティの講義を行っている。 

（課 題） 

年度途中の入職者への対応。  

196 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

個人情報の適正な取扱いを継続していくために、全職員を対象とした研

修を実施 

・9月～10月：５病院にて研修会を実施 

 （延1４回、対象者1620名中609名受講） 

・前年度受講済者及び追加にて受講された者を合計すると1574名が受講済

み。 
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・ 電子カルテシステムのバックアップシステムの構築などに向けては、「信州メディカルネット」の活用も含めた検討を継続する。（該当病院・機構本部 77
再掲） 

  

第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(1) より安心で信頼できる医療の提供 

 

中期 

目標 

エ 電子化の推進 

医療の質的向上や安全性向上のため、電子カルテシステムを順次導入し、業務の電子化を進めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

197 

エ 電子化の推進 
医療の質的向上や安全性

向上のため、システム更新
時や改築時期等に併せて、
電子カルテシステム等の導
入・更新を順次進め、病院
の電子化を図る。 

なお、システムの導入・
更新に当たっては、互換
性・経済性を考慮し、可能
な限り共通化を図る。 

エ 電子化の推進 
阿南病院では、健診システムの更新

に併せ受託機関の要望に応えるととも
に、人間ドック及び婦人科健診などの
業務の効率化、受診者への結果送付の
迅速化などによりサービスの向上を図
る。 

阿
南
・
機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
電子カルテシステムが本稼働（25年9月30日）し、ほぼ安定した運用が出来た。 
また、訪問部門と巡回診療でにおいて、モバイル端末の活用により遠隔診療によ

るカルテ入力、オーダ発行が可能となった。 
健診システムを更新（平成26年11月）し、町村への健診結果送付の迅速化などが

改善された。 

（課 題） 
モバイル端末の活用によりカルテ入力、オーダ発行が訪問部門と巡回診療で可能

となったが、今後福祉関係施設での遠隔診療を実現するため、インターネット網と
ＶＰＮ接続による経費的な調整が必要。 

198 

木曽病院では、電子カルテシステムの
開発、運用検討、操作訓練などを行い、
平成27年２月の円滑な本稼働を目指すと
ともに、院内の情報化を推進する。 

木
曽
・
機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
平成26年11月24日から新電子カルテを稼働させることができた。 
旧システムからのデータ引継も順調に行うことができ、混乱することなく、シス

テム移行ができた。 

（課 題） 
新たに導入したＤＷＨ等によるデータの分析・活用 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(1) より安心で信頼できる医療の提供 

 

中期 

目標 

オ 医療機器の計画的な更新・整備 

良質な医療を持続的に提供することができるように、資金計画を策定した上で医療機器の更新・整備を進めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

199 オ 医療機器の計画的な

更新・整備 

安全で質の高い医療

を提供するため、将来を

見通した資金計画を策

定した上で計画的な医

療機器の更新・整備を行

う。 

なお、医療機器の更

新・整備に際しては、機

能や価格について十分

な検討を行うとともに、

該当機器の稼働率も考

慮する。 

オ 医療機器の計画的な更新・整備 

安全で質の高い医療を提供するため、次のとおり医療機器

の更新・整備を行うが、特に高額な医療機器については、今

後の収支見通しも踏まえ、各県立病院で計画的な更新やリユ

ース・共同利用などに引き続き取り組むほか、リース方式を

始めとする購入以外の導入の手法などの検討を行う。 

なお、医療機器の選定に際しては、医師・医療技術者の代

表等から構成される医療器械等審査部会で、仕様やスペック

の妥当性や機種統一等の観点からの検討を継続する。 

また、これまでに導入した医療機器等については、想定ど

おりの費用対効果が得られているか同審査部会で引き続き

検証することとし、活用状況が想定に満たない場合は、各県

立病院で利用率向上策の検討などを行う。 

県立病院名 更新・整備する主な医療機器 

須坂病院 
総合肺機能検査システム 

病棟セントラルモニタリングシステム 

阿南病院 超音波診断装置 

木曽病院 ＲＯ装置（逆浸透精製水製造システム） 

こども病院 全自動細菌検査システム 
 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・限られた予算の中で、院内で検討を行い優先順位の高いものか

ら購入をしている。機器ごとに適正な仕様書を作成し、適切な

入札を実施した。 

・医療機械等審査部会で、仕様やスペックの妥当性や購入した機

器の稼働について検証を行った。 

・以下については経営状況を鑑み更新を延期した。 

「病棟セントラルモニタリングシステム」 

（課 題） 

購入機器等の効果の検証を継続していく必要がある。 

200 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
 医療機器の更新については、必要性などから計画的に行ってい
る。 

平成26年度は、巡回診療や訪問診療で活用をする携帯式の「超
音波診断装置」（こども病院と共同購入）や、人間ドック、生活習
慣病予防健診などの管理運用に必要な「健診システム」等につい
て仕様等を検討し購入した。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

番

号 
中期計画 

201 

 
 
 
 
 
 
オ 医療機器の計画的な

更新・整備 
安全で質の高い医療

を提供するため、将来を
見通した資金計画を策
定した上で計画的な医
療機器の更新・整備を行
う。 

なお、医療機器の更
新・整備に際しては、機
能や価格について十分
な検討を行うとともに、
該当機器の稼働率も考
慮する。 

オ 医療機器の計画的な更新・整備 
安全で質の高い医療を提供するため、次のとおり医療機器

の更新・整備を行うが、特に高額な医療機器については、今
後の収支見通しも踏まえ、各県立病院で計画的な更新やリユ
ース・共同利用などに引き続き取り組むほか、リース方式を
始めとする購入以外の導入の手法などの検討を行う。 

なお、医療機器の選定に際しては、医師・医療技術者の代
表等から構成される医療器械等審査部会で、仕様やスペック
の妥当性や機種統一等の観点からの検討を継続する。 

また、これまでに導入した医療機器等については、想定ど
おりの費用対効果が得られているか同審査部会で引き続き
検証することとし、活用状況が想定に満たない場合は、各県
立病院で利用率向上策の検討などを行う。 

県立病院名 更新・整備する主な医療機器 

須坂病院 
総合肺機能検査システム 

病棟セントラルモニタリングシステム 

阿南病院 超音波診断装置 

木曽病院 ＲＯ装置（逆浸透精製水製造システム） 

こども病院 全自動細菌検査システム 
 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

・院内の医療機器等購入委員会を中心に医療機器購入の必要性を

審査し、現場での必要性を加味しながら計画的に購入を行って

いる。 

・年々増加する透析患者の需要に応えるため、個人用多用途透析

装置を購入し、より安全に安心して患者に透析療法を受けてい

ただくため、逆浸透濾過装置（RO装置）及び多人数用透析液供

給装置の更新も行い機能の充実を図った。 

（課 題） 
引続き、購入機器等の効果の検証を行っていく。 

202 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
・翌年度分の医療機器の購入については、１０８品目の購入希望

に対して、院長ヒアリングを行い、その必要性・緊急性を精査
し２８品目に絞り込みを行った。 

・事務部だけでなく、各部署においても業者との価格交渉を行い、
一層の支出額の縮減に努めた。 

・第2期中期計画中の医療機器更新計画の素案を作成した。 

（課題） 
第２期中期計画の中での電子カルテ更新も予定しているため、

より厳正な予算編成が必要である。 

203 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

〇医療器械等審査部会 

・審査マニュアル及び審査着眼点等について審査部会員へ配布

した。 

・平成25年度新規案件２件及び平成27年度当初予算案件28件に

ついて審査を行った。 

〇導入後の機器の検証等 

費用対効果や利用状況について、各県立病院へ検証を要請した。 

（課 題） 

引き続き、予算要求時等における検討及び審査部会において、

利用実績及び利活用方策の検証などを行う。 
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204 

 

こども病院では、エコーセンターを適切に運営し、超音波

検査機器の効率的な運用や計画的な更新を行う。 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・ エコーセンターでは、25年度ＮＩＣＵにＣＸ50､放射線科にNourus

を導入し、産科に診療実態に応じた解析ソフトview palを追加導入

した。 

・従来のエコー機器の更新・購入体制を廃止し、複数科の医師や技師

によるエコー診断装置の評価に基づいて、更新及び購入計画を立て

ることにより、効率的なエコー装置の購入が可能とするシステムが

浸透した。 

・複数の機器についてエコーセンターを中心に購入交渉を行うことに

より、以前より購入価格を抑えることができ、また臨床的に使用す

る実践的なシステム構成での購入が可能となった。 この結果、使

用頻度が少ない非効率的な超音波機器や解析ソフトなどは除外す

ることが出来、無駄な予算運用の回避につながった。 

・従来は、計画性がない機器の更新及び購入により、性能が低い診断

装置の在庫が多かったが、病院全体における機器の保有状況の把握

を可能としたことで、診療に必要な最新の診断装置とソフトウエア

の計画的な導入が可能となった。 

（課 題） 

・使用頻度が高い超音波機器の故障が増加傾向にあるが、効率的な保

守契約の締結が課題である。故障すると修理代が非常に高い場合特

にこの保守契約が問題となる。 機構のエコー機器に関する保守契

約に関する基本的な考え方の見直しが必要である。 

・外来診療におけるエコー検査件数及び収益の増加をいかに図るのか

が課題のひとつである。 

・この収益の増加により、さらに有資格の検査技師を増員するととも

に、教育の充実が課題である。 

・外来において技師が実施するエコー検査システムの体制の確立 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(2) 患者サービスの一層の向上 

 

中期 

目標 

ア 診療待ち時間の改善 

外来診療・検査等の待ち時間の改善に努め、患者サービスを向上させること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

205 

ア 診療待ち時間の改善等 
毎年、待ち時間調査を実施する

とともに、創意工夫により外来診
療・検査等の待ち時間の改善に取
り組む。 

また、患者が待ち時間中に利用
できる院内アメニティーの改善を
検討する。 

ア 診療待ち時間の改善等 
各県立病院において診察及び検査な

どに関する待ち時間調査などを実施し、
検査機器の効率的な運用などの改善に
つながる具体的な取組を行う。 

また、待合室、トイレ等の院内アメニ
ティの環境美化を推進する。 

 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・経営企画室会議で各診療科外来診察開始時間、会計待ち時間について調査

分析（電子カルテデータ、診療開始時間調査）を行い、開始時間を守るよ
う副院長から医師部会に開始時間を厳守していく提案を行った。 

・年間を通じて実施した「病院共通アンケート」データ（件数 567件 前
年488件）をもとに全体朝礼で結果を全体で共有し、サービス向上委員会
では職場でできる改善を行う事としました。 

 
（課 題） 

待ち時間の定期的なモニタリングが必要。 
 

206 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・平成26年12月15日から19日の５日間、外来患者満足度調査とは別に、平成

17年度以来行っていなかった待ち時間調査を行った。 

・再診患者の待ち時間は平均13分、初診患者は26分であり、全体では平均20

分であった。平成24年度から待ち時間は減少しており、患者の待ち時間へ

の負担は軽減されている。（24年度：平均35分、25年度：平均25分） 

・増加する外来患者に対応するため、窓口人員を２名から３名に増員し、総

合窓口の強化を行った。 

・外来待合に設置している図書の整理を行い、環境美化に努めた。 

・外来待合にデジタルフレームを設置し、季節に合わせた写真をスライドで

鑑賞できるよう、院内アメニティーの充実を図った。 

・平成27年3月から、患者のプライバシーに配慮し、原則番号呼び出しを開

始した。 
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（課 題） 

予約外患者の適切なトリアージの実施や、待ち時間を有効に利用してもら

うための工夫を更に検討する必要がある。 

207 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・患者満足度調査の中で待ち時間への満足度を評価した。 

・25年10月の電子カルテシステムの稼働に合せて、予約制を拡大し、また電

光掲示板による院内情報や休診案内、薬の引き渡し案内等によりサービス

の向上を図った。26年度には特に混雑していた眼科を含め、原則全科に時

間予約制を導入した。 

・院内掲示物について、整理し、集約化を図った。 

（課 題） 

・予約制の運用に関しての院内での情報共有 

208 
木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 

・毎年度１回患者待ち時間調査を実施し、結果を運営委員会で報告し職員に

周知している。 

・診察が遅れている際の患者への説明や、受信待ちの患者への声かけを多く

し、接遇面での対応を心掛けた。 

・サービス向上委員会において院内掲示物等の整理を行った。(１回/月） 

209 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・電子カルテデータを活用し12月の１週間、曜日毎・診療科別に待ち時間調

査を実施した。 

 待ち時間は昨年とほぼ同様であったが、患者満足度調査結果からは待ち時

間に関する不満の割合は減少しており、クレームも減っている。 

・院内掲示版及び掲示物等の整理を行い、患者にわかりやすい広報に努めた。 

・第１病棟への無菌室の整備や壁紙の張り替えなどのアメニティーの改修を

行い、環境の改善を図った。 

（課 題） 

待ち時間をゼロにすることは不可のであるが、待たせていることに対する

対応（言葉がけ等）をいかに意識的に行なえるかで不満を減らすことができ

ると感じている。職員の意識に浸透させていくことが課題。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(2) 患者サービスの一層の向上 

 

中期 

目標 

イ 患者の満足度の向上 

患者を対象とした満足度調査を定期的に行い、患者サービスの改善に努めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

210 

イ 患者の満足度の向上 

来院者の立場に立った、心の

こもった接遇が実践できるため

の研修会を行う。 

入院患者、外来患者を対象と

する患者満足度調査を毎年度実

施し、患者サービスの向上に活

かす。 

イ 患者の満足度の向上 

入院患者、外来患者を対象とする

患者満足度調査については、５病院

間の共通化などを図りながら、引き

続き実施し、業務改善につなげる。 

 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

患者満足度調査は入院91人、外来348人に実施した。結果はサービス向上委員会

で検討し、調査結果報告会（3月3日）で院内全体に周知した。 

（課 題） 

結果の活用 

211 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・患者満足度調査（外来は、平成26年12月15日から19日の５日間、入院は平成26年

12月１日から平成27年１月31日の２ヶ月間）を、昨年度に引き続き５病院共通項

目を設けて実施した。 

・満足度調査を待ち時間調査と同期間で実施することで、外来窓口の混雑を避け、

外来満足度調査はアンケート回収数を200名として回答を得た。入院は調査を２

ヶ月間実施し57名の回答を得た。27年度中に調査結果を分析し、院内にフィード

バックする。 

・増加する外来患者に対応するため、平成26年７月から総合窓口の人員強化を図っ

た。（窓口人員２人→３人） 

・平成26年７月から外来待合にデジタルフレームを設置し、季節に合わせた写真を

スライドで鑑賞できるよう、院内アメニティーの充実を図った。 

・平成27年3月から、患者のプライバシーに配慮し、原則番号呼び出しを開始した。 

（課 題） 

入院患者については、目標としていた100名の回答が得られなかったため、27年

度は調査期間、調査時期について検討する。 
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・ 患者が安心して気持ちよく診療等を受けられるよう、各県立病院において接遇研修会を実施する。（５病院 164～168再掲） 

  

212 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
11月9日から６日間、外来患者270名、入院患者21名から回答を得た。報告会に43

名の出席があり職員の意識の向上が見られた。 

（課 題） 
入院患者からの回答が少ないので次回は調査の期間、方法を検討したい。 

213 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 
５病院共通の患者満足度調査を11月に実施し、外来患者487名、入院患者74名か

ら回答が得られた。その結果、入院は昨年よりほぼ全項目で満足度が上がった。外
来については待ち時間に対する満足度が下がったため、言葉がけ・言葉使い等接遇
により改善が見込めることから、27年３月に職員接遇研修会を実施した 

214 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
〇26年度の結果、入院は昨年とほぼ同様、外来は昨年より満足度が上がる項目がみ

られた(接遇、環境、待ち時間)。駐車場への満足度は低いが、対応をしているこ
とからも現状では限界を感じる。 

 患者さんに対し結果を公表できた。 

（課 題） 
・今年度は付添が使用する設備・施設に対する意見が多く出された。患者家族の意

向も聞きつつ、環境整備に取り組む必要性を感じた。 

215 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
・５から８月 委託業者決定 
・12月まで  調査票の修正等を行い、１２月末までに全病院で調査実施 
・２月    調査の集計・分析報告の取りまとめ完了 
・３月    木曽病院を除く４病院で調査結果報告会開催 

理事会にて各病院の評価と取組状況について報告 

216 

こども病院では、子どもや家族に心
理社会的支援を提供するチャイル
ド・ライフ・スペシャリスト（※）や、
患者サイドに立って誠実に情報提供
や相談等に対応し、医療者との間では
中立的立場で対話を促進する医療相
談員（医療メディエーター）により、
患者サービスの向上に努める。 

また、病棟保育士等の配置のあり方
について検討していく。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
・チャイルド・ライフ・スペシャリストについては、他職種とチームを作り、外来、

病棟において患児と家族が安心し納得して医療を受けられるよう、日々の実践を
している。26年度のチャイルド・ライフ・スペシャリストの活動実績は1,379件
となっている。 

・チャイルド・ライフ・スペシャリストの役割、存在が院内でも理解されるように
なり、依頼件数も増加している。 

・26年度、医療メディエーターが1人増員となり、毎日の対応が可能となった。 
・日々患者家族と対応する職員にとってもその存在は有効であることから、毎月管 

理者を含めての検討が行われた。中立的立場で患者家族だけでなく、職員からの 
相談件数も多い状況にある。26年度の活動実績は370件となり倍増している。 

（課 題） 
チャイルド・ライフ・スペシャリストに関しては、依頼件数が増加する中で、ど

のように効率的に業務をこなしていくかが課題となっていく。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(2) 患者サービスの一層の向上 

 

中期 

目標 

ウ 患者の利便性向上 

クレジットカードによる料金支払いやコンビニエンスストアでの料金収納など、患者の利便性の向上に資する取り組みを行うこと。 

また、ホームページ等を通じて病院情報を積極的に公開すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

217 

ウ 患者の利便性向上 

クレジットカードによる決済

方式を順次導入するほか、コン

ビニエンスストアでの料金収納

を導入する。 

来院者があらかじめ県立病院

に関する情報を容易に入手し、

安心して県立病院を利用できる

ように、ホームページ上におけ

る診療情報等を充実させる。ま

た、市町村の広報誌など各種媒

体を活用して病院情報の積極的

な広報に努める。 

ウ 患者の利便性向上 

病院利用者がインターネットを

通して病院の診療情報等を容易に

入手できるように、患者数や救急件

数などのクリニカルインディケー

ター（臨床評価指標）を広く県民に

アピールするなど、機構全体のホー

ムページの充実及び各県立病院の

診療案内の作成などを積極的に行

う。 

 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・H25年度から掲載している「年齢階層別退院患者数」「疾病大分類別退院患者数」

「地域別退院患者の割合」「地域別、年度別退院患者数」「診療各科実績・入院

化学療法件数」「患者満足度調査結果」に追加し「外来診療待ち時間」「病院内

の研修会等の記録」を掲載し「診療各科の入院診療実績」ページのリニューア

ルも行った。（病院全ページ合計年間閲覧数 347,801件） 

・ドック利用者の利便性改善のため、健康管理センターのサイトを構築し公開し

た。ドックの予約状況の更新が1週間に1回だった状態を毎日更新するために、

院内での業務の見直しを行った。 

・看護師新入職員に対して行ったアンケートから、興味を引く「看護師ブログ」

のためH25年9月12日にリニューアルオープンした看護師ブログは、48件更新し

閲覧数3,739件だった。 

・ 職員の院外への講師、研究発表等の活動｛診療部103件（前年126件）、看護部

54件（前年38件）、技術部42件（前年26件）｝と院内研修会情報（48件）を病院

ホームページに公開し、当院内外の医療活動を広く社会に広報している。（ホー

ムページ閲覧数3,005件） 

・ 当院の広報誌を須高地域に全戸配布するほか、須坂市報への情報掲載、須高

ケーブルテレビへの診療情報のテロップ掲載（3日に1回）を継続している。 

・ マスメディアを利用した病院広報・ＰＲ 

  以下の広報を行い健康に関する関心を高め、地域の健康増進に努めている。 

5月24日長野放送 「健康ばんざい」齊藤博病院長「ＨＩＶとエイズ」 

7月31日須坂新聞 「産後ケアに須坂病院加わる」（デイケアも新設） 
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8月9日須坂新聞 「地域包括ケア病棟を南7階に」（須坂病院が2年連続黒字 遺伝

子検査科も新設） 

8月26日中日新聞 「産後うつ病の兆候チェック」（長野・須坂市 病院と自治体

が協力） 

9月6日中日新聞 「入院患者ら聴き入る」（須坂病院 ＳＫＦ有志が出前演奏） 

9月13日須坂新聞 「すべての音に愛を込めて」（須坂病院 「小澤塾生」が出前

コンサート） 

9月27日須坂新聞 赤松泰次副院長「早期がん発見は検診で」 

9月29日テレビ信州 「奥さまはホームドクター」石井栄三郎小児科部長「子供の

感染症」 

10月11日信濃毎日新聞 「歯科口腔外科を須坂病院が新設」 

10月18日須坂新聞 「歯科口腔外科を開設」 

11月1日須坂新聞 「100回目の開催 旭ヶ丘小と須坂病院で」メセナの風（須坂

市文化振興事業団主催、音楽家や芸術家が街角に繰り出して

演奏や芸術を披露する事業） 

11月13日信濃毎日新聞 「出張コンサート100回目」メセナの風（須坂市文化振興

事業団主催、音楽家や芸術家が街角に繰り出して演奏や芸術

を披露する事業） 

1月10日須坂新聞 「玄関前に3階建て新棟構想」（県立須坂病院29年度に機能拡充

目視し） 

1月25日信越放送ラジオ 「こんにちはドクター」菅原まり子医師「肺結核」 

2月14日須坂新聞 「内視鏡センター拡充など計画」（県立須坂病院29年度に3階建

て新棟開設） 

2月19日信濃毎日新聞 「県立須坂病院院長に寺田氏」（外部からの院長は初） 

2月21日須坂新聞 「次期院長に寺田教授を内定」（信大から4月 県立須坂病院長

定年で） 

2月23日テレビ信州 「奥さまはホームドクター」石井栄三郎小児科部長「子供の

ワクチンについて」 

（課 題） 

費用対効果を常に考慮した対応 

218 
駒
ヶ
根 

Ｂ 

（業務の実績） 

・ホームページを随時更新し、各種統計や患者満足度調査の結果等の情報提供を行

った。デイケア・作業療法の活動表、公開講座等の情報を随時掲載し、情報発信

を行っている。 

・病院パンフレットを見やすいパンフレットにリニューアルをした。 
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（課 題） 

・クリニカルインディケーターについてより多くの情報を提供するよう検討する。 

・診療案内の作成について検討を行う。 

219 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・阿南町等の広報誌に診療情報等を毎月掲載した。 

また、病院だよりを内容を充実して発行し、地域住民や利用される方に阿南病院

を知ってもらうことができた。 

・手術件数やクリニカルインディケーターの公表については、診療情報管理士連絡

会などにおいてホームページへの掲載等について検討している。 

（課 題） 

ホームページをリニューアルし、見やすく充実したものにすることで、より多く

の情報を発信していきたい。 

220 
木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 

・外来受診科・相談窓口等の案内をまとめた「病院便利帳」を作成し、木曽郡内全

戸に配布した。 

・ホームページは改装を行うなど見やすさを向上させるため、随時更新しているが、

手術件数やクリニカルインディケーターの掲載方法については、他の病院の状況

などについて研究中である。 

221 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・随時ホームページの更新作業を実施した。 

・「診療のご案内平成26年度版」を作成し、５月から６月に県内及び近県の病院を 

 訪問し配布、また県内関係医療機関に送付し、紹介患者の利用方法などの周知 

 を図るとするとともに連携強化を行った。 

・診療体制や公開講座などの周知事項をホームページでリアルタイムに発信した。 

・病院だよりである「しろくまニュースレター」を年４回発行（部数各1300部）し、

来院者に渡すとともにホームページに掲載するなどの広報活動に努めた。 

・クリニカルインディケーターの項目については機構ホームページに継続して掲載

を行った。また、診療科毎の診療実績や特記すべき診療情報などを診療科紹介ペ

ージに掲載した。 

（課 題） 

・ホームページ更新作業者の複数化 

・ＱＩ（医療の質）について継続して検討を行う予定 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

番

号 
中期計画 

222 

ウ 患者の利便性向上 

クレジットカードによる決済

方式を順次導入するほか、コン

ビニエンスストアでの料金収納

を導入する。 

来院者があらかじめ県立病院

に関する情報を容易に入手し、

安心して県立病院を利用できる

ように、ホームページ上におけ

る診療情報等を充実させる。ま

た、市町村の広報誌など各種媒

体を活用して病院情報の積極的

な広報に努める。 

ウ 患者の利便性向上 

病院利用者がインターネットを通して病院

の診療情報等を容易に入手できるように、患

者数や救急件数などのクリニカルインディケ

ーター（臨床評価指標）を広く県民にアピー

ルするなど、機構全体のホームページの充実

及び各県立病院の診療案内の作成などを積極

的に行う。 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

・クリニカルインディケーターＷＧを４回開催した。 

・クリニカルインディケーターの拡充の考え方に基づいた検討の結果３

項目拡充し、27年３月に機構本部ホームページに公表した。 

・県立病院機構ニュースを４号発行した。 

・機構本部ホームページをリニューアルした。 

（課 題） 

医療の質評価指標（クオリティインディケーター）の公開に向けた検

討 

223 

須坂病院では、広報誌を須高地域に全戸配布

するほか、須坂市報への当院の情報掲載、須高

ケーブルテレビへの休診情報等の掲載を継続す

る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

広報誌を須高地域に全戸配布するほか、須坂市報への当院の情報掲

載、須高ケーブルテレビへの休診情報等の掲載を継続した。 

（課 題） 

新たな形態の広報の検討が必要 

224 

阿南病院では、院外処方箋発行体制の構築に

伴い、患者への丁寧な説明に努め、調剤薬局と

の協働による医薬分業体制を維持するととも

に、服薬指導などの新たな病棟業務の強化を目

指す。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・院外処方箋の発行を推進し、８０％程度の院外処方箋率を維持した。 

・入院患者への薬剤指導を充実させるとともに平成27年1月より病棟薬剤

業務実施加算を算定など、安全な薬物治療の推進に寄与するよう体制

整備を進めた。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(3) 地域との協力体制の構築 

 

中期 

目標 

ア ボランティア団体、市町村等との連携 

県立病院への理解を深め、医療サービスの向上を図るため、地域やボランティア団体、市町村等との連携を強化し、協力体制を構築すること。 

また、積極的に広報活動を行って、地域住民の県立病院に対する理解を深めてもらう努力をすること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

225 

ア ボランティア団体、市町村等と
の連携 

県立病院ごとに、地域住民やボ
ランティア団体等各種団体、市町
村との連携を密にできる体制を
整備し、地域における医療、保健、
福祉を始めとする各種活動に参
画する。 

また、病院祭の開催などを通じ
て地域との交流を深め、県立病院
の活動等を広く広報することに
より、病院運営に対する地域の理
解を深めていく。 

なお、木曽病院は、上松町が行
う赤沢自然休養林森林セラピー
事業と協調した森林セラピード
ックを充実する。 

ア ボランティア団体、市町村等
との連携 

地域住民やボランティア団体
等各種団体、市町村との定期的
な情報交換に努め、地域と連携
した活動を強化する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 

・7月3日 七夕コンサート 

ブラ―ヴェ（山浦純子、福田恵子）エレクトーン・ピアノ演奏 観客数約100名 

・7月19日 須坂カッタカタ祭り 参加者77人 

・7月19日 須坂カッタカタ祭り 健康相談実施 

・9月4日 ホスピタルコンサート 

 荒井弘高（バリトン）、荒井雄貴（バリトン）、高岩利恵（ピアノ）観客数約120名 

・9月5日 ＳＫＦ松本 特別出前コンサート（弦楽4重奏） 

 小澤征爾音楽塾塾生  観客約200名 

・10月14日 バルーンアートショー 

・10月26日 病院祭を開催（須坂消防署による一次救急処置・ＡＥＤ実演、須坂園芸

高校による野菜販売等を行った。） 

松下笑一、田中英二 観客数約130名 

・11月7日 メセナの風 

 Ｓｔｅｒ Ｌｉｇｈｔ（ゴスペル） 観客数約130名 

・12月19日 クリスマスコンサート 

 コーラスシャンテ、コーロ・ブリランテ（混成合唱、ハープ） 観客数約120名 

 

（課 題） 

地域住民との活動の維持継続 
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226 
駒 
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・毎年度５回開催される地元関係機関の長による連絡会議に出席し、協力関係の維持

に努めている。 
・駒ヶ根市下平地区、西駒郷との連絡協議会を年１回開催し、精神科医療への協力を

求めた。 
・10月に行った防災訓練で地元下平区の役員と西駒郷職員に参加を依頼し、災害時等

での協力体制について確認を行った。 
・10月に、病院祭を開催し、地域との交流を図った(参加者：約300名)。 
・南箕輪村のボランティア講座やボランティア活動をしているグループの病院見学を

受け入れた。 
（課 題） 
・地域に開かれた病院を目指して、継続的に地域住民や関係者が参加できる病院祭等

の開催に引き続き努める。 
・病院見学の積極的な受入に努める。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

番

号 
中期計画 

227 

ア ボランティア団体、市町村等と

の連携 

県立病院ごとに、地域住民やボ

ランティア団体等各種団体、市町

村との連携を密にできる体制を

整備し、地域における医療、保健、

福祉を始めとする各種活動に参

画する。 

また、病院祭の開催などを通じ

て地域との交流を深め、県立病院

の活動等を広く広報することに

より、病院運営に対する地域の理

解を深めていく。 

なお、木曽病院は、上松町が行

う赤沢自然休養林森林セラピー

事業と協調した森林セラピード

ックを充実する。 

ア ボランティア団体、市町村等と

の連携 

地域住民やボランティア団体

等各種団体、市町村との定期的な

情報交換に努め、地域と連携した

活動を強化する。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

・病院祭については、耐震化改築工事が竣工したことから、新病院のお披露目を兼

ねて行い来院された皆様に新しくなった病院機能を知ってもらったり、医療に関

する情報を広めることができた。 

・地元ボランティアグループとの花壇の整備など環境美化活動を行った。 

・地元福祉・医療関係機関との交流会の実施、また定期的な会議により連携を図っ

た。 

・地域の皆さんとの交流イベントを開催し、地域とのつながりを強化することがで

きた。（阿南病院イメージアップ大作戦 11月15日及び３月27日） 

228 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

・木曽病院・木曽地域の医療を守る会と地域医療の維持について情報交換を行った

（随時）。 

・７月と12月の２回、広域連合、医師会、老人クラブ、木曽病院・木曽地域の医療

を守る会等を委員とする「運営協議会」を開催し、情報交換を行った。 

・シーツ交換（毎週水曜日）、誕生日会の演芸（月１回程度）など、現在５団体の地

域ボランティアに協力していただいている。 

229 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・ボランティアコーディネーターが主となり院内のボランティア活動の調整、実施

をしている。 

・26年度の登録ボランティアは県内外47団体、実施実績は、申し込み・相談2,665件、

活動延人員1,531名となっている。 

・講演会の開催、病院職員との交流及び意見交換の場を設けるための、ボランティ

ア交流会を3月10日に開催した。 

・公共図書館や就労事業所と連携してしろくま図書館の運営を行った。 

・患者作成の作品で東北支援活動を行った。 

（課 題） 

・託児希望者が増加していることから、院内の託児ボランティアをどのように確保

し、受け入れを行うかが課題である。 

・ボランティアコーディネーターの雇用形態が非常勤であることから、活動範囲が

限定される。 
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230 

広く県民に県立病院の取組みや

健康情報をお知らせする「公開講

座」及び「出前講座」の開催に際し

ては、県・地元市町村・ＮＰＯ法人

等各種団体との協働を推進する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・地元市町村と協働し以下のセミナー等を担当した 

「マタニティーセミナー」：6月27日、10月17日、2月10日実施 
「子育てセミナー」：9月19日、11月18日実施 
「家族介護教室」：5月16日、6月27日、7月16日、8月22日、9月19日、10月15日 
        11月13日、12月22日、1月23日、2月20日実施 
「認知症高齢者の家族のつどい」：6月10日、9月9日、12月9日、3月10日 

 
・須高医師会と共催の出前講座を55件実施した。（参加者 2,407人） 

日時 講座名 講師 人数 

5 月 12 日 福祉制度について ＭＳＷ 武川 正 70 名 

6 月 11 日 乳幼児の救急看護法 救急外来 玉木善光看護
師 

25 名 

6 月 12 日 乳幼児の感染症と予防接
種 

石井栄三郎 医師 15 名 

6 月 13 日 一次救命処置 救急看護委員会メンバ
ー 

20 名 

6 月 17 日 一次救命処置 救急外来 看護師 8 名 

6 月 20 日 子どもの病気 石井栄三郎 医師 20 名 

6 月 25 日 健康に役立つ漢方の知恵 副院長 清水俊行 医
師 

120 名 

6 月 27 日 家族でできる応急手当て
（小児） 

看護部 救急外来 11 名 

7 月 1 日  一次救命処置                         
家族でできる応急手当て
(小児）                       

救急外来 10 名 

7 月 15 日 乳幼児救急法 救急外来 看護師 10 名 

7 月 26 日 放射能・放射線の知識 松倉正幸 科長補佐 30 名 

8 月 6 日 高齢者施設における感染
症対策及び基礎知識       

中島恵利子 師長 30 名 

8 月 29 日 医療と情報 市川徹郎 医師 40 名 
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9 月 6 日 家庭でできる応急手当て
(小児） 

看護部 救急外来 15 名 

9 月 13 日 大腸がんについて 赤松泰次 医師 100 名 

9 月 16 日 感染対策について 中島恵利子 師長 50 名 

9 月 17 日 血液検査のはなし 湯本佳良子医療技術部
長  兼 臨床検査科長 

15 名 

9 月 19 日 結核は現代病 山﨑善隆 医師 100 名 

9 月 19 日 子育てセミナー                       
小児の病気の対応と事故
の予防 

飯島佳織 看護師 68 名 

9 月 20 日 うつ病について(メンタ
ルヘルス全般） 

宮下医院 宮下俊一先
生 

50 名 

10 月 2 日 性教育について 鈴木麻衣加 助産師     
見海由圭里 助産師 

180 名 

10 月 3 日 性教育について 鈴木麻衣加 助産師     
見海由圭里 助産師 

70 名 

10月 14日 院内出前講座 肺がんに
ついて 

坂口幸治 医師 15 名 

10月 15日 インフルエンザ・ノロウ
イルス       対策と実
践 

中島恵利子 師長 27 名 

10月 31日 感染対策について 中島恵利子 師長 15 名 

11 月 4 日 ポートの管理  峰村智恵子 師長 19 名 

11 月 5 日 うつ病・認知症について 宮下医院 宮下俊一先
生 

50 名 

11 月 6 日 メンタルヘルス 宮下医院 宮下俊一先
生 

50 名 

11月 10日 子どもの病気 石井栄三郎 医師 60 名 

11月 11日 呼吸器疾患（肺癌含め）
について 

坂口幸治 医師 15 名 
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11月 11日 感染対策について 中島恵利子 師長 20 名 

11月 12日 乳幼児の救急看護法 救急外来 玉木善光看護
師 

15 名 

11月 14日 排泄ケアと縟瘡予防につ
いて 

柴本幸子看護師 29 名 

11月 18日 子育てセミナー                       
小児の救急法、応急手当 

中澤 祐美看護師 33 名 

11月 18日 感染対策について 中島恵利子 師長 20 名 

11月 20日 乳幼児の感染症と予防接
種 

石井栄三郎 医師 15 名 

11月 20日 摂食嚥下障害について 北田将大言語聴覚士 30 名 

11月 21日 大腸がんについて 赤松泰次 医師 50 名 

11月 28日 院内感染対策 山﨑善隆 医師 100 名 

12 月 3 日 褥瘡予防と初期対応につ
いて 

柴本幸子看護師 30 名 

12 月 8 日 家庭でできる応急手当て
(小児） 

救急外来玉井真由美看
護師 

15 名 

12月 11日 摂食嚥下障害について 北田将大言語聴覚士 20 名 

12月 13日 痛みの治療 副院長 清水俊行 医
師 

40 名 

12月 20日 摂食嚥下障害について 北田将大言語聴覚士 40 名 

12月 24日 感染対策について 中島恵利子 師長 40 名 

1 月 14 日 性教育について 鈴木麻衣加 助産師     
見海由圭里 助産師 

188 名 

1 月 28 日 結核診療の現状と結核院
内感染対策 

山﨑善隆 医師 50 名 

2 月 5 日 エイズについて 院長 齋藤 博 医師 167 名 
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2 月 6 日 大腸がんについて 赤松泰次 医師 50 名 

2 月 25 日 性教育について 助産師 68 名 

3 月 4 日 性教育について 助産師 56 名 

3 月 7 日 中・高生と赤ちゃんのふ
れあい   交流事業 事
前講習会 

看護師・助産師 20 名 

3 月 12 日 メンタルヘルス うつ病
について 

宮下医院 宮下俊一先
生 

25 名 

3 月 16 日 性教育について 助産師 125 名 

3 月 16 日 性教育について 助産師 71 名 

（課 題） 
須高医師会との協働を維持継続 

231 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・公開講座 

「精神障がい者へのアウトリーチサービスと多職種チーム」 
       実施日：９月26日（参加者 約130名） 
     「地域医療と私－木曽谷精神科医療・保健の45年間－」 
       実施日：10月４日（参加者 約 60名） 
     「支える心と支えられる心－子ども虐待から考える私達の心の課題－」 
       実施日：11月15日（参加者 約 90名） 
     「子どもの自己肯定感を高めるために」 
      実施日：12月６日（参加者 約140名） 
・出前講座 
   アルコール依存症    開催回数２回 
   作業遂行の見方と関わり 開催回数２回 
（課題） 

出前講座のメニュー拡充および周知方法の検討  
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232 

ア ボランティア団体、市町村等と

の連携 

県立病院ごとに、地域住民やボ

ランティア団体等各種団体、市町

村との連携を密にできる体制を

整備し、地域における医療、保健、

福祉を始めとする各種活動に参

画する。 

また、病院祭の開催などを通じ

て地域との交流を深め、県立病院

の活動等を広く広報することに

より、病院運営に対する地域の理

解を深めていく。 

なお、木曽病院は、上松町が行

う赤沢自然休養林森林セラピー

事業と協調した森林セラピード

ックを充実する。 

広く県民に県立病院の取組みや健

康情報をお知らせする「公開講座」及

び「出前講座」の開催に際しては、県・

地元市町村・ＮＰＯ法人等各種団体と

の協働を推進する。 

阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・６月14日の病院祭では、「もっと知ろうよ！認知症」と題して、ＪＡ長野厚生連

安曇総合病院副院長 村田志保先生による医療講演会を開催し、地域の方々52

名を含む83名が聴講した。 

・地域の福祉関係施設等の職員も対象に加え「リハビリテーションの概念と摂食・

嚥下障害の基礎」をテーマに、輝山会記念病院 清水康裕医師、加藤譲司医師

による医療講演会を３回シリーズ（５月20日、６月19日、７月15日）で開催し、

需要の高い医療情報を地域へ発信することができた。 

・11月10日には「救急医療の現状と展望」と題し、信州大学医学部救急集中治療

医学講座教授 今村浩先生による医療講演会を開催し52名が聴講し、救急医療

の現状や地域における救急医療の大切さを知ることができた。 

・11月29日の県立病院等合同研究会において、日本臨床衛生検査技師会長 宮島

喜文先生による「日本の医療と介護の方向性」と題した講演会を一般公開とし、

地域の方々12名を含む機構職員が聴講し、地域包括ケアを含めたこれからの医

療の方向性を学ぶ事ができた。 

・郡内町村広報誌へ掲載の依頼を行い、当院の医療に関する情報や医療機器の紹

介を行い毎月掲載された。 

233 
木

曽 
Ｂ 

（業務の実績） 

・病院総合防災訓練を10月18日に、木曽広域消防本部、木曽医師会、地元川西区、

木曽看護専門学校、地元消防団等と連携して実施した。（参加者約 100名） 

また、訓練を通じて、地域に病院での取り組みや役割等について発信できた。、 

・トリアージ講習会を、県、地元町村、医師会と協働して開催した。（１回） 

・広域連合が実施している介護保険サービス事業所を対象にした「介護保険サー

ビスに係る研修会」に認定看護師、薬剤師、理学療法士等を派遣した。（5～2月

に計５回開催） 

234 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

眼科医と視能訓練士による「こどもの目の病気」、総合小児科医による「食物ア 

レルギー」、泌尿器科医と皮膚排泄ケア認定看護師のよる「こどもの排泄に関す 

る公開講座などを全４回開催した。 

  「視機能の発達と目の病気～大人と違うこどもの目～」  

   長野県、長野県教育委員会後援 

        ７月26日 長野市     23名  



- 96 - 

 

- 96 - 

 

        ９月27日 こども病院    34名  

   第６回病院祭併催イベント 

  「正しく知ろう！食物アレルギーへの理解と対応」 

          10月19日 こども病院  

  「悩んでいませんか？こどもの「おしっこ」と「うんち」」 

   上田市と共催     ２月28日 上田市 83名 

（課 題） 

27年度も継続して公開講座を開催する予定。また自治体との協同についても  

更に推進を図る。 

235 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
県民に関心の高いテーマについて講演を行う「公開講座」については、26年度

も県や市町村、県内医療機関とも連携しながら県下各地で開催され、機構本部で
は、プレスリリース及び開催への援助などを行った。 

（課 題） 
27年度も積極的な開催を働きかけていく。 

236 

 

地域に県立病院をアピールするた
め、地域に開かれた病院祭や講演会等
を開催する。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・10月26日 第13回須坂病院祭を開催した。（参加者約 2,000名） 
・当院の医師、看護師、医療技術職員が講師を務める出前講座を計55回実施した。

（受講者数 2,407人） 

・須高医師会と共催の出前講座を55件実施した。（参加者2,407人） 

（課 題） 
地域に対するアピールの継続 

237 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・公開講座を年４回開催し、延べ420名の参加があった。うち１回は松本市内で開

催をし、140名の参加があった。 

・今年度より出前講座のメニューを３講座に拡充して行った。開催回数は４回で

あり、保健福祉事務所や障がい者総合支援センターなどに職員を派遣した。 

・10月４日に第７回病院祭（ここ駒祭）を開催し、地域住民など300人が参加した。   

・病院見学を積極的に受入、地元のボランティア講座の受講生や福祉大学校の学

生など、５団体の病院見学を受け入れた。 

・７月26日に駒ヶ根市夏祭り「ＫＯＭＡ夏！ダンスパレード」に職員22名が参加

し、こころの医療センター駒ヶ根をＰＲした。 
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238 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
・耐震化改築工事により中断していた病院祭を、新しい病院の披露を兼ねて６月

14日に４年ぶりに開催した。 
① 新たに設置されたヘリポートにおいて信州ドクターヘリによる離発着訓練

及び見学会を実施。 
② 駐車場周辺でのお祭り広場やステージイベント、院内での健康ミニチェッ

ク、認知症判定など、小さなお子さんからお年寄りまで、新しくなった阿南
病院の機能を理解していただくことができた。 

③ 「もっと知ろうよ！認知症」と題して、ＪＡ長野厚生連安曇総合病院副院長 

村田志保先生による医療講演会を開催し、地域の方々52名を含む83名が聴講

した。 

・地域の福祉関係施設等の職員も対象に加え「リハビリテーションの概念と摂食・

嚥下障害の基礎」をテーマに、輝山会記念病院 清水康裕医師、加藤譲司医師

による医療講演会を３回シリーズ（５月20日、６月19日、７月15日）で開催し、

需要の高い医療情報を地域へ発信することができた。 

・11月10日には「救急医療の現状と展望」と題し、信州大学医学部救急集中治療

医学講座教授 今村浩先生による医療講演会を開催し52名が聴講し、救急医療

の現状や地域における救急医療の大切さを知ることができた。 

・11月29日の県立病院等合同研究会において、日本臨床衛生検査技師会長 宮島

喜文先生による「日本の医療と介護の方向性」と題した講演会を一般公開とし、

地域の方々12名を含む機構職員が聴講し、地域包括ケアを含めたこれからの医

療の方向性を学ぶ事ができた。（再掲232） 
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239 

ア ボランティア団体、市町村等と

の連携 

県立病院ごとに、地域住民やボ

ランティア団体等各種団体、市町

村との連携を密にできる体制を

整備し、地域における医療、保健、

福祉を始めとする各種活動に参

画する。 

また、病院祭の開催などを通じ

て地域との交流を深め、県立病院

の活動等を広く広報することに

より、病院運営に対する地域の理

解を深めていく。 

なお、木曽病院は、上松町が行

う赤沢自然休養林森林セラピー

事業と協調した森林セラピード

ックを充実する。 

地域に県立病院をアピールするた

め、地域に開かれた病院祭や講演会等

を開催する。 

木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・平成 26 年 11 月１日に病院感謝デー（病院祭）と同時に開院 50 周年記念式典を 

開催し、記念講演会、記念 DVD の作成（50 年の歩み）マスコットキャラクター

の募集などを通じて、病院の取組みや役割等に関しての情報発信を行った。 

・木祖村で開催された駅伝大会には当院チームが参加することで、地域とのつな

がりを深めることができた。 

（課 題） 

今後も住民から興味が持たれるように工夫したイベントなどを企画し、積極的

なアピールを行っていく。 

240 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・当院の取組などを多くの者に周知する機会として、「私の元気 ボクの元気 大

きな１歩を踏み出そう。～21年目の1歩～」をキャッチフレーズとした第６回病

院祭を10月19日に開催し、約3,000名の来場者にアピールすることができた。 

 また、当院を市民により身近に感じていただくため、病院祭にあわせて病院キ

ャラクターである「ちるくま」をモチーフとした「ちるくま体操」を披露した。 

・こどもの目の病気と食物アレルギー、またこどもの排泄をテーマとした公開講 

 座を開催し、参加者から多くの質問等があった。 

 （こどもの目）      ７月26日     長野市 23名  

              ９月27日 こども病院 34名  

 （食物アレルギー） 10月19日 こども病院 30名 

 （こどもの排泄）   ２月28日     上田市 83名 

241 

須坂病院では、市町村、病院、福祉

団体等で構成される「須高地域医療福

祉推進協議会」に積極的に参加する。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・須高医師会と協力して、日曜・祝日診療を引き続き実施した。 

・市町村、病院、福祉団体等で構成される「須高地域医療福祉推進協議会」に参

加した。 

（課 題） 

須高医師会との協働を維持継続 
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242 

こころの医療センター駒ヶ根では、

市町村等と連携してアルコール依存

症についての出前講座を開催し疾病

についての理解を深める。 

また、認知症患者が可能な限り住み

慣れた地域で生活できるよう駒ヶ根

市が実施する「認知症相談・支援チー

ム事業」などのモデル事業に協力する

とともに、精神科の地域連携パスにつ

いて研究を進める。 

駒
ヶ
根 

Ａ 

・アルコール依存症の出前講座は２回実施され、北信保健福祉事務所及び飯山市

で出前講座を実施した。 

・認知症初期集中支援チームに参加し、看護師や作業療法士が訪問支援を行った。

（実績件数30件） 

・認知症初期集中支援のケアパスをチームで作成し、27年度より試行的に実施す

る。 

243 

阿南病院では、診療圏内の市町村及

び福祉施設等へのリハビリ指導等の

ための職員派遣を継続する。 

また、下伊那郡阿南町が実施する

「へき地医療連携ネットワーク事業」

を活用し、福祉・介護情報の共有化等

を行うことにより、地域で支える医

療・福祉のモデルとなる体制の構築を

目指す。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

26年度 リハビリ理学療法士派遣実積 

・天龍村  集団12回  ・泰阜村（ﾃﾞｲｹｱ） 集団43回、個別101件 

・売木村  集団12回  ・救護施設阿南富草寮   集団12回 

（課 題） 

地域からのニーズが高いことから、今後も言語聴覚士、作業療法士の派遣も含

めて充実させていきたい。 

244 

木曽病院では、診療圏内の町村との

事業展開での協働も図りながら、木曽

地域の自然を活用した「木曽路の森セ

ラピードック」を推進する。 

また、木曽広域連合などが実施する

「多職種協働による在宅チーム医療

を担う人材育成事業」に積極的に参画

し、医療資源の少ない木曽地域におけ

る在宅医療及び介護の質の向上並び

に木曽地域全体で医療を支える体制

整備への貢献を目指す。 

木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 

木曽郡上松町と協調し、「赤沢自然休養林森林セラピードック」を実施したが、

「木曽路の森セラピードック」については希望者がなかった。 

（課 題） 

・地元町村との連携した「木曽路の森セラピードック」のＰＲ 

・「セラピードック」の実施個所については、木曽郡上松町赤沢自然休養林及び同

郡王滝村エリア以外への拡大を図る。 
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・ 県全域の小児医療を担う観点から、研修会・学習会を開催するとともに、支援チームの派遣や「しろくまネットワーク」（在宅電子連絡帳等）の運用などの情報

通信技術（ＩＣＴ）を活用することにより、全県的な医療・福祉ネットワークの構築を推進する在宅医療連携拠点事業を実施する。（こども 58再掲） 

  

245 

こども病院では、民間団体との協働

による「こども療育推進事業」を実施

し、長期入院患者の在宅療養への移行

等を支援する。 

小児医療の環境向上のため支援を

行う住民及び団体等を「こども病院サ

ポーター」に登録するとともに、「し

ろくまニュースレター」を通じた情報

発信などにより引き続き連携し、様々

な活動を展開する。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・小児救急シミュレーションを福祉事業所、特別支援学校で実施した。 

・ゆうテラスのコーディネートによる研修会の実施。母子保健研修会2回（長野、

上田圏域）、在宅支援病棟での重症心身障がい児看護研修(実習)61名参加（全県

対象）。 

・長野県社会福祉士会と協働しての「重症心身障がい児者支援シンポジウム」の

開催。約140名の参加があった。 

・患者会の協力を得て、「映画「生まれる」の上映会と18トリソミー写真展」の会

開催をした。 

・重症心身障がい児生活実態調査を実施し「あしあとてらす」に報告を行った。 

・長野こども療育情報誌「あしあとてらす」の発行を3回行った。 

（課 題） 

・小児在宅医療連携を行う診療所、事業所を増やし、長野県全域に連携を拡大す

る必要がある。 

・圏域ごとに創生されつつある他職種連携チームの継続拡充支援と圏域相互の情

報交換・全県連携を進める必要がある。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 県民の視点に立った安全・安心な医療の提供 

(3) 地域との協力体制の構築 

 

中期 

目標 

イ 病院運営に関する地域の意見の反映 

県立病院の運営について、地域住民の意見を取り入れる組織を設置し、地域との積極的な連携を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

246 

イ 病院運営に関する地域の意見の

反映 

各県立病院に、市町村、地域住

民の代表、病院支援団体及び保

健・医療・福祉機関等が参加する

病院運営協議会等を設置し、県立

病院の運営に地域の意見を反映さ

せる。 

イ 病院運営に関する地域の意見

の反映 

各県立病院において、市町村、

地域住民の代表、病院支援団体及

び保健・医療・福祉機関等が参加

する病院運営協議会等を開催し、

積極的に地域意見を反映させる

よう取り組む。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

須坂病院運営協議会を第1回7月25日、臨時12月26日、第2回2月4日実施し、当院

の運営動向や決算、診療体制等の状況について説明した。 

247 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

地元市町村、地域の患者家族会、精神科医療関係団体の代表等が参加する病院運

営協議会を７月10日と11月６日に開催し、病院運営の状況、次期中期計画も内容に

ついてなど当院の課題について説明をし、意見交換を行った 

248 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・行政、診療所医師及び保健師などで構成される下伊那南部保健医療協議会にお

いて積極的な情報・意見交換を行っている。 

・下伊那南部保健医療協議会と共催で「下伊那南部地域包括ケアシステム構築研修

会」を開催し、「阿南病院に期待すること、共にできること」と題してワークショ

ップを実施した。 

・下伊那南部地区保健師研修会において認知症に関して認定看護師による講義を行

った。 

・健康管理センター開業に向けて、下伊那南部保健医療協議会保健師ブロック会

及び関係町村に出向き、検診事業に関する提案及び意見聴取を実施した。 

249 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 
病院運営協議会、病院モニター会議、病院・保健福祉関係者連絡会議を開催し、

病院の運営状況について地域の住民や関係機関に説明するとともに意見交換を行
っている。 
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250 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

こども病院運営協議会を７月10日と２月23日に開催した。地域の行政・住民組織、

医療、患者、ボランティア関係者などが委員となっており、多方面から病院運営に

関する貴重な意見を頂戴することができた。 

251 

病院モニターなどからの意見や、

患者家族と病院管理者との懇談会

等の様々な提言などを病院運営に

活用するように引き続き取り組む。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・年間を通じて実施した「病院共通アンケート」データ（件数 567件）をもとに

全体朝礼、サービス向上委員会で結果を共有し対応を検討した。 

（課 題） 

利用者の幅広い意見の聴取 

252 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・県民から信頼される病院としての円滑な運営を図るために設置する病院運営協

議会の委員として、病院利用者を代表としてＮＰＯ法人はらっぱの会患者代表、

上伊那精神障害者家族会代表を委嘱し、その意見を病院運営に取り入れる取組

を行っている。 

・毎月開催する患者家族会において意見を聴取し、病院運営に反映させている。 

・「患者ご意見箱」や外来・入院患者を対象に実施した患者満足度調査で寄せられ

た意見を病院運営に反映させている。 

253 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・行政、診療所医師及び保健師などで構成される下伊那南部保健医療協議会にお

いて積極的な情報・意見交換を行っている。 

・当院では、環境美化活動に参加している地域ボランティアの者の意見など、機会

を捉えて地域住民からの意見等の聴取を行っている。 

254 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

障害者団体、一般住民、行政機関等から10名を病院モニターに委嘱し、病院モニ

ター会議を２回開催した。病院の概況説明、施設見学及び病院の状況についてのチ

ェックの他、噴火災害対応についての報告も行うなど、病院の現状を知ってもらう

ことができた。 

255 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

・外来・入院患者を対象とした「提案箱」を院内８箇所に設置し、提案内容につい

ては、該当部署及び病院管理者で検討の上、回答を院内に掲示するとともに病院

運営に反映させている。 

・院内外に参加者を募集して、応募のあった１組の患者家族と病院管理者の懇談会

を２月14日に新たに開催した。 

 患者家族の付き添いのあり方について、今後の病院運営に繋がる有意義な意見を

得ることが出来た。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(1) 研修体制と医療従事者確保対策の充実 

 

中期 

目標 

ア 研修体制の構築 

(ｱ) 研修システムの構築 

各県立病院の持つ特長を活かした研修システムを構築し、研修体制を強化することにより医師をはじめとする職員の知識・技術の向上を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

256 

ア 研修体制の構築 

(ｱ) 研修システムの構築 

職員研修の企画運営を行う研

修センターを創設し、基礎研修

や職種ごとの専門研修など充実

した研修カリキュラムを作成・

運用して職員の知識・技術を向

上させる。 

また、職員が積極的に学会等

で発表できる環境を整備して、

職員の研究意欲の増進につなげ

る。 

(ｱ) 研修システムの構築 

研修センターは、基礎研修から専門

研修まで含めた以下の研修体系と研修

カリキュラムを構築して職員の知識・

技術の向上を図る。 

・ 全職員を対象とした病院経営、医

療安全、医療倫理、メンタルヘルス

及びハラスメント防止等に関する基

礎研修受講体制を機構本部及び各病

院の研修担当部門とともに確立す

る。 

・ リーダー職員養成研修を実施する。 

・ 先進病院等への職員派遣研修を実

施する。 

・ 各種シミュレーター搭載する車両

を新たに導入し、機動力及び研修機

能の強化などを図る。 

・ 事務職員を対象とした体系的な研

修プログラムを整備する。 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
・新規採用課程研修でメンタルヘルス研修を実施した（病院経営・医療安全・

感染防止・医療倫理）。また、コミュニケーション研修や問題発見・解決
力向上研修により職員の基本的なスキルアップを図った。 

・研修は、「課程別研修」、「選択研修」、「専門研修」を企画実施した。 
・「課程別研修」： 

新規採用者Ⅰ：1回目（4月10日～11日）2回目（4月17日～18日）、3回目（4
月24日～25日）、計119人が受講 
新規採用者Ⅱ：9月12日、66人が受講 
中堅課程研修：8月1日、21人が受講 
サブリーダー課程研修：6月6日、22人が受講 

・｢事務職人材育成プログラム」及び「新規採用職員人材育成プログラム』
を構築した。 

・車両を活用し、機構内外の医療機関等で研修会、講習会を実施した。 
 実施状況  医療機関：５施設８回 
       福祉施設：３施設５回 
       学  校：２施設２回 
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257 

ア 研修体制の構築 

(ｱ) 研修システムの構築 

職員研修の企画運営を行う研

修センターを創設し、基礎研修

や職種ごとの専門研修など充実

した研修カリキュラムを作成・

運用して職員の知識・技術を向

上させる。 

また、職員が積極的に学会等

で発表できる環境を整備して、

職員の研究意欲の増進につなげ

る。 

(ｱ) 研修システムの構築 

研修センターは、基礎研修から専門

研修まで含めた以下の研修体系と研修

カリキュラムを構築して職員の知識・

技術の向上を図る。 

・ 全職員を対象とした病院経営、医

療安全、医療倫理、メンタルヘルス

及びハラスメント防止等に関する基

礎研修受講体制を機構本部及び各病

院の研修担当部門とともに確立す

る。 

・ リーダー職員養成研修を実施する。 

・ 先進病院等への職員派遣研修を実

施する。 

・ 各種シミュレーター搭載する車両

を新たに導入し、機動力及び研修機

能の強化などを図る。 

・ 事務職員を対象とした体系的な研

修プログラムを整備する。 

機
構
本
部 

Ａ 

・「選択研修」 
問題発見・解決力向上研修：第1回（6月27日）、第2回（7月25日）、第3回（8

月29日）、第4回（1月23日）、のべ62人が受講 
コミュニケーション研修：第1回（9月26日）、第2回（10月17日）、第3回（11

月7日）、のべ33人が受講 
ベテラン研修：第1回（7月18日）、第2回（8月26日）、第3回（1月16日）、の

べ40人が受講 
成人教育実践編：第1回（5月30日）、第2回（6月13日）、第3回（9月5日）、

のべ40人受講 
OJT研修：3月2日、10名受講 
・「専門研修」 

薬剤師研修会：第1回（4月19日）「薬の専門職としての薬剤師 感染制御の
視点から」29人受講、第2回（12月6日）「相手の想いを聴くコミュニケー
ションスキル」25人受講 
栄養部門研修会：12月2日「災害時の対応について」15人受講 
管理栄養士研修会：10月5日「情報交換会」13人受講 
臨床技師研修会：11月8日「多様化する検査技師の役割」35人受講 
放射線技師研修会：2月14日「教育講演、特別講演、シンポジウム」22
人受講 
リハビリテーション技師会研修会：3月21日「リハビリテーション栄養」 
18人受講 
看護師長研修：第1回（6月19日）、第2回（6月26日）のべ44人受講 
事務職3年目研修：9月10日～11日「キャリアデザイン」9人 
 

（課 題） 
・本部総務課、研修センター、病院が担う役割を明確にする。 
・成果の普及、業務への活用。 
・今後の継続的派遣方法の検討。 
・須坂病院を中心とした研修プログラム内容の具体的検討。 
・各病院間での研修内容の調整。 
・指導医体制の充実。 
・研修医の確保策の検討（募集ＰＲ等）。 
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258 
研修センターは、基礎研修から専門

研修まで含めた以下の研修体系と研修

カリキュラムを構築して職員の知識・

技術の向上を図る。 

・ 新人看護職員研修体制の構築、支

援を行う。 

・ 看護師のキャリア開発ラダーレベ

ルに応じた研修の実施と各県立病院

への支援を行う。 

・ スキルスラボを活用したシミュレ

ーション研修を実施する。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

本部研修センターは南棟7階から北棟4階に移転し、研修環境の改善が図ら

れた。これによりシミュレーション教育を積極的に取り入れた臨床研修医、

若手医師、医学生、看護師、医療技術職員等の研修を106回開催しました。

（参加者 延べ867人）また、延べ119人の当院職員がスキルスラボのインス

トラクターとして研修を行っています。 

対象者 開催回数

（回） 

受講延人数

（人） 

職員による講師延

人数（人） 

研修医 9 11 2 

研修医・医学

生 

4 11 3 

医学生 3 10 6 

医師 23 24 1 

医師・研修医 1 16 1 

看護師 41 435 79 

薬剤師 4 33 3 

臨床検査技

師 

2 6  

理学療法士 1 11 2 

多職種 2 39 3 

その他 16 271 19 

合計 106 867 119 

（課 題） 

取組の継続 

259 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・新規採用職員に研修センターのスキルラボを活用し、シミュレーション

研修を実施した。 

・研修センター職員の支援を受け、看護技術研修会１回、多重課題研修１

回を実施した。 

（課題） 

・研修センターと協力し、より充実した研修を検討する。 
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260 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

新規看護職員研修において、研修センターから貸与を受けたシミュレータ

ーを活用した研修を２回実施した。   

261 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

新規看護職員を対象とした研修では、ｼﾐｭﾚｰﾀ―を活用した技術研修を２０

回実施した。 

262 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

毎月１回程度、院内各部署においてシミュレーション研修会を開催した。 

263 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 
新人看護職員研修体制の構築、支援を行った。 
・こころの医療センター技術研修２回 
・須坂病院技術研修６回 
・須坂病院多重課題１回 
・阿南病院多重課題１回 
・こころの医療センター多重課題１回 
看護部教育担当者会議を4回開催した。 

スキルスラボを使用したシミュレーション研修実績 

医師・研修医27回34名 、看護師１０回７０名薬剤師２回２０名、 

臨床検査技師２回８名、複職支援研修１回６名、 

高校生１日体験２回５６名、インターンシップ２回１５名、 

ICLS事前研修４回３８名 

（課題） 
・新人看護師教育委員会等に出席し、企画の段階から協力する。 

・看護部教育担当者会議を継続し、企画の段階から協力する。研修センター

が行う研修をラダーレベルに応じたものになるよう検討していく 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

264 

ア 研修体制の構築 

(ｱ) 研修システムの構築 

職員研修の企画運営を行う

研修センターを創設し、基礎研

修や職種ごとの専門研修など

充実した研修カリキュラムを

作成・運用して職員の知識・技

術を向上させる。 

また、職員が積極的に学会等

で発表できる環境を整備して、

職員の研究意欲の増進につな

げる。 

医療現場での実践力を高めチーム医療

を推進するため、医療シミュレーション研

修を、ハワイ大学医学部SimTikiシミュレ

ーションセンターにおいて実施する。その

際、派遣対象、派遣人数等はこれまでの実

績をもとに再検討し、今後のシミュレーシ

ョン教育の実践に役立てることとする。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

・ハワイ大学医学部研修 

 10月26日から11月１日の研修に機構から９名が参加 

・受講生の主な活動状況 

各病院での研修の実施、シミュレーションのシナリオ作成等 

・機構内部におけるスキルスラボの使用及びシミュレーション研修の実施 

265 

研修修了者を対象としたシミュレーシ
ョン指導者向けの研修会及びセミナーを
企画するとともに、研修受講者自らが各県
立病院において指導者となり実施するシ
ミュレーション教育の内容を充実させる。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・研修を受けた職員が看護師新入職員教育と全職員対象の研修において講

師を務めている。 

（課 題） 
取組の継続 

266 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・シミュレーション指導者による救急場面を想定した研修を年４回実施し
た。（病棟２回、新人対象２回） 

・研修センター主催の成人教育実践編の研修会に参加し、教育内容の充実に
努めた。 

（課 題） 
当院のプロＱチーム（当院における救急医療研修の検討チーム）との連携

を取り、救急研修の充実を検討 

267 
阿
南 

Ａ 
（業務の実績） 

研修受講者によるシミュレーション研修を全職員を対象に２回開催した。 

268 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 
・成人教育実践編の受講者が中心となり、院内シミュレーション研修の企画、

運営を実施している。（看護部） 
・新人看護職員を対象としたシミュレーション研修（多重課題、転倒時の対

応）を２回行った。（看護部） 
・新卒リハビリ職員を対象にシミュレーショントレーニングを実施した。（医

療技術部） 
・院内で研修受講者によるシミュレーショントレーニングの内容について発

表を行った。（医療技術部） 
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269 
こ
ど
も 

Ａ 
（業務の実績） 

ハワイでおこなっていたシミュレーション研修に加え、国内のシミュレー
ション研修会にも派遣し、より多くの職員が研修できた。 

270 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
・選択研修のうち、ハワイ大学医学部SimTikiシミュレーションセンター研

修を終了した者を主な対象者とする、成人教育実践編の受講者10人が、シ
ミュレーションのシナリオ作成や各病院各部署でシミュレーション研修
を実施した。 
５月30日、６月13日、９月５日 

・機構内部におけるスキルスラボの使用及びシミュレーション研修の実施 

（課 題） 
研修のレベルアップ（成人教育実践編研修）により、シミュレーション教

育を担う指導者の育成を推進する。 

271 

医学教育学における国内外の専門家を
幅広く招聘し、職員及び県内外の医療関係
者を対象とした医学教育に関する講習会
を開催する。 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
・４月15日に、一般社団法人日本血液製剤機構 事業企画部 谷澤正明氏に

よる研修会を開催し、テレビ会議により各県立病院へ配信した。 
「平成26年度診療報酬改定のポイント」聴講者50名 

・12月２日に、東邦大学医学部 医療政策・渉外部門特任教授 小山信彌氏
による講演会を公開講座として開催し、テレビ会議により各県立病院へ配
信した。 

 「平成26年度診療報酬改定とＤＰＣ」聴講者70名 
・８月からセンター医師を長期にハワイ大学医学部SimTikiに派遣。帰国後

は、その成果をシミュレーション教育の実践・普及に活かす。 

272 

県立病院の研修センター分室では、各県
立病院が持つ機能や特色を活かした研修
を実施することにより、多様な医療ニーズ
に対応できる専門性の高い人材の育成を
図る。 

・ 「精神科研修センター（仮称）」の
設置に向けた検討を行う。 

 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・２月13日に信州大学医学部事務部と事務部担当者会議を行い、精神科研

修・研究センター内に設置する予定の連携大学院、寄附講座について検討
を行った。 

・８月１日に連携大学院構想の調査のため、先進的な取組を行っている宮城
県立精神医療センターを視察し、情報交換を行った。 

273 

県立病院の研修センター分室では、各県
立病院が持つ機能や特色を活かした研修
を実施することにより、多様な医療ニーズ
に対応できる専門性の高い人材の育成を
図る。 

・ 木曽病院の研修センター分室では、
新卒の臨床検査技師及び診療放射線技師
等を対象とした研修を行う。 

 

木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 
病院内の研修センターを中心に、新卒の医療技術部職員（４名）を対象に

した研修を４月から６月にかけて、院内各部署の協力の下、実施した。病棟・
受付・外来などを１週間単位で体験し、全体的な病院の業務体系を学んだ。 
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中期計画 年度計画 
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病 

院 

評 

価 
説 明 

274 

ア 研修体制の構築 

(ｱ) 研修システムの構築 

職員研修の企画運営を行う

研修センターを創設し、基礎研

修や職種ごとの専門研修など

充実した研修カリキュラムを

作成・運用して職員の知識・技

術を向上させる。 

また、職員が積極的に学会等

で発表できる環境を整備して、

職員の研究意欲の増進につな

げる。 

県立病院の研修センター分室では、各県
立病院が持つ機能や特色を活かした研修
を実施することにより、多様な医療ニーズ
に対応できる専門性の高い人材の育成を
図る。 

・ こども病院の研修センター分室で
は、研修医を対象とした研修を充実させ
る。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

小児科専門研修医に対して、春に集中的な研修会を一泊二日で開催した。

当院の研修の一環として長野赤十字病院で研修している医師に月１回研修

指導に行った。 

275 

医療技術職員については、「人事・研修

の基本方針」に基づく各職種の研修を実

施するとともに、専門研修の充実を引き

続き検討する。 

須
坂 

Ｂ 

（業務の実績） 

各技術部門は、自らが構築した研修体系に基づき職員の知識技術の向上を

図っている。 

（課 題） 

各種研修の継続的な運用。 

276 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・院内においては、看護部主体で行っていた研修を医療技術職員など全職種

に広げ、病院として「教育研修委員会」を立ち上げ、組織的に一貫性のあ

る研修計画を作成して実施した。 

・各職種の専門研修については、認定資格取得、資格更新のための研修会に

参加した。 

・世界作業療法学会、長野県作業療法学会、病院地域精神医学会、日本医療

薬学会等、各種学会において、各職種の職員が日頃の研究成果等を積極的

に発表するとともに、先進的な研究成果を習得した。 

（課 題） 

限られた人員の中で業務を行っているため、研修等で不在となる時の業務

分担が課題である。 
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277 
阿
南 

Ｂ 

（業務の実績） 

各職種の専門研修については、それぞれにおいて資格取得、知識・技術の

向上のための研修会等にそれぞれ参加した。 

・放射線管理士・放射線機器管理士の更新研修へ参加した。 

・専門研修に積極的に参加して、認定管理検査技師の資格を取得した。 

（課 題） 

新規採用者に対する各種研修等については、少人数の職場であって本来業

務の習得を優先させている現状下では、実施が難しい。 

278 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

従前の新卒の臨床検査技師を中心に行った研修について、24年度から医療

技術部の新卒の職員にその対象を広げ、引き続き実施している。 
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279 

ア 研修体制の構築 

(ｱ) 研修システムの構築 

職員研修の企画運営

を行う研修センターを

創設し、基礎研修や職種

ごとの専門研修など充

実した研修カリキュラ

ムを作成・運用して職員

の知識・技術を向上させ

る。 

また、職員が積極的に

学会等で発表できる環

境を整備して、職員の研

究意欲の増進につなげ

る。 
医療技術職員については、「人事・研修の

基本方針」に基づく各職種の研修を実施す

るとともに、専門研修の充実を引き続き検

討する。 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

〇研修等実績 

(1) 臨床検査科  

ア, 卒後研修「検査全般から専門分野まで」を14回実施 

イ, 機構主催臨床検査技師研修会を企画、開催  

ウ,「輸血検査研修会」の開催（外部講師：輸血学会認定臨床検査技師） 

エ, エコーシミュレーター研修を5回実施 

オ, 県立病院機構主催サブリーダー課程研修への参加 

カ, シュミレーション研修「Fum Sim J」への参加 

キ, 各種専門研修への参加（8回）、専門学会への発表・参加（12回） 

(2) 放射線技術科 

ア,  放射線安全管理講習会の開催 

イ, X線TV講習会2回開催 

ウ, 超音波講習会2回開催 

エ, 県立病院機構主催ベテラン職員研修への参加 

オ,  卒後・専門研修等へ7回参加  

(3) 薬剤科  日本薬剤師研修センター認定の学会、研修会等へ17回参加 

(4) 栄養科：ア、JSPEN静脈経腸栄養学会参加 

イ、JSPEN臨床栄養セミナー参加 

ウ、栄養療法研究会参加 

エ、自治病院協議会栄養部会研修会参加（2回） 

(5) 臨床工学科 

ア, JaSECT実技セミナーへ２回参加 

イ, 第13回臨床ME専門認定士認定更新講習会へ参加 

ウ, 医療機器安全管理研修を38回実施 

(6) リハビリ科 

ア, 卒後・専門研修等へ11回参加  

イ, 学会参加10回  

ウ, 長野盲学校自立活動研修会への参加  
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〇認定資格取得実績  

 ・放射線機器管理士 取得２名   ・Ｘ線ＣＴ認定技師 取得２名 

・放射線管理士 取得３名    ・Ａi認定診療放射線技師 取得２名 

・医用質量分析認定士 取得２名 ・認定心電検査技師 取得１名  

・二級臨床検査士（細菌学）取得１名・超音波検査士（循環器）取得１名 

・学位取得信州大学修士（保健学）取得1名 

・ＮＳＴ専門療法士 取得１名 ・３学会合同呼吸療法認定士 取得２名 

（課 題） 

職種毎の業績評価と整合した人事・研修の基本方針に基づく研修の推進を図る。 

280 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

５職種（薬剤師、臨床検査技師、放射線技師、管理栄養士、リハビリ部門）にお

いて専門領域の研修会を開催した。また、薬剤師は教育担当者WGを立ち上げ、新任

者研修の充実と統一を図った。 

281 

各県立病院においては、職員等への病院

独自の院内研修の実施、学会等の企画・運

営への積極的な関与等の取組を通じ、職員

の目的意識の醸成、知識・技術の向上を図

る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・院内研究発表会、医療安全研修会、院内感染対策研修会等を企画運営した。 

・6月18日 クリニカルパス大会の企画と運営を行った（9演題）。 

・3月11日 院内研究発表会の企画と運営を行った（6演題）。 

（課 題） 

引き続き研究会等を企画運営しスキルアップに努める 

282 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・院内で教育研修委員会を設立し、院内の研修の充実と院外の研修にも積極的に参

加できるよう、病院全体での企画検討を行い人材育成を図った。 

・新規採用者研修に関しても、内容の検討を行い、充実を図った。 

・院内において各部門で取り組んだ研究成果を共有化するために、院内研究発表会

を開催した。 

（課 題） 

・病院全体で人材育成のための研修について検討していく。 

・院外での研修は、共有が図れるようフィードバックの機会等を検討する。 

283 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・家族看護研修会を2回実施した。44名出席（講師：信州大学医学保健学科 牛田

先生） 

・認知症研修をシリーズ形式にて６回実施した。（講師：認知症認定看護師） 

284 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

院内の各委員会が準備し、早朝勉強会（年１５回）、医療安全研修会、院内感染

対策研修会、診療報酬勉強会及び症例検討会（年１回）等を活発に行い、職員の資

質向上に努めた。 
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285 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

院内臨床研修助成制度、院内業績優秀制度、院外研修助成制度を制定し、職員の

研修、研究体制を充実させたことで、英文論文、著書の数も増加した。医療技術部

職員が信州大学で修士号を取得した。 

院外研修助成制度を活用して、医師が３ヶ月間イギリス・キングスカレッジに短

期海外留学をおこない、その成果を臨床で活かした。 

また、学術活動を通して職員の資質向上を図り、小児専門医療機関としての当院

の専門性、学術レベルを一層向上させるとともに、当院の対外的な認知度を高める

ために、学会等における職員の研究発表等について支援を行い、158件の研究発表

等を支援した。 

（課 題） 

今後の継続により、厚生労働省等からの科学研究費の確保に努める。 

286 

県立病院等合同研究会の開催、職員が関

与する学会運営への支援等を通じ、職員が

研究成果等を発表できる機会を確保する。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

第11回県立病院等合同研究会を以下のとおり開催した。 

  日時：11月29日   場所：下條村コスモホール    参加者：171名 

参集範囲：５病院及び県総合リハビリテーションセンターの役職員 

  一般演題：15題、特別講演：「日本の医療と介護の方向性～中医協の論議を通

じて～」 

講師：日本臨床衛生検査技師会会長 宮島喜文氏  

※終了後、一般演題を共有データとして公開した。 

287 

(ｲ) 信州型総合医の育成に向けた取組 

５病院の特徴を最大限に活かした研修

プログラムにより、各専門分野の臨床経

験を通じて、幅広い診療に対応できる家

庭医・病院総合医を養成する。 

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

・信州型総合医確保のため、ホームページにプログラムを公開している。 

・H27年度にスマートフォン用サイト公開のため、サイトの構築を行った。 

288 

駒

ヶ

根 
Ｂ 

（実績なし） 

９月より研修指導医担当を配置し、研修プログラム等の見直しに着手した。 

領域別選択研修病院として参加しているが、研修実績はなかった。 

 

289 
阿

南 
Ｂ 

（業務の実績） 

 へき地医療研修センターをオープンし、臨床研修プログラムの作成等、信州型総

合医の育成に向けた準備を行った。 

290 
木

曽 
Ｂ 

（業務の実績） 

プライマリケア連合学会認定医１名を配置済であり、その他に、今年度１名新た

に認定医を配置し、指導環境を整備した。 

 また、医学生研修医向け合同説明会（東京２回）に参加し、広報(求人)活動を行

った。 
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・ こころの医療センター駒ヶ根では、研修指導担当医師及び教育担当専任看護師を配置し、教育体制を強化することにより、医療の質の向上を図る。（再掲 40） 

・ 阿南病院では、研修センター分室である「へき地医療研修センター」を稼働させ、信州型総合医養成のための「へき地医療臨床プログラム」を策定するとともに、

医療技術者の育成に向けた準備を進める。（再掲 10）  

291 

こ

ど

も 

Ｂ 

(業務実績) 

総合医向けの小児医療シミュレーション教育を開始し、初期研修医15名に対し実

施した。 

292 

 

高度救急医療にかかる研修を行うため、

高度救命救急センターを有する信州大学と

提携する。 

須

坂 
Ｂ 

研修医が高度救急医療にかかる研修を行うため、高度救命救急センターを有する

信州大学で研修を行っている。 

293 

世界的にも屈指のシミュレーションセン

ターを有するハワイ大学医学部と提携し、

シミュレーション研修などを選択研修とす

る。 

須

坂 
Ｂ 

充実した研修カリキュラムの作成とその運用のため、指導医をハワイ大学へ派遣

している。 

 

294 

家庭医育成をけん引する福島県立大学と

提携し、同大学の家庭医療学専門医コース

への派遣研修を選択研修とする。 

須

坂 
Ｂ 

信州型総合医の養成に備え福島県立大学と提携を継続している。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(1) 研修体制と医療従事者確保対策の充実 

 

中期 

目標 

ア 研修体制の構築 

(ｲ) 臨床研修医の積極的な受入れ 

魅力ある研修システムを構築し、初期（卒後）臨床研修医及び後期（専門）臨床研修医の確保に努め、県内医療機関への定着を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

295 

ア 研修体制の構築 

(ｲ) 臨床研修医の積極的な受入れ 

研修センターの設置により、

県立病院のネットワークを活か

した特色のある臨床研修プログ

ラムを充実させて臨床研修医の

受け入れの拡大を図る。 

また、各県立病院の持つ専門

性や特長を活かしながら受け入

れ体制を整備して、後期（専門）

臨床研修医を積極的に受け入れ

る。 

(ｳ) 臨床研修医の積極的な受入れ 

各県立病院が持つ特長的な機能を活

用した臨床研修プログラムに基づき臨

床研修医を積極的に受け入れる。 

須
坂 

Ａ 
（業務の実績） 

初期臨床研修医を今年度新たに２名受入れた。 

296 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

協力型臨床研修指定病院として、初期臨床研修医７名の受け入れを行っ

た。 

（課 題） 

充実した研修体制の構築のため、臨床研修指導医の体制強化を図る。 

297 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 

協力施設として「家庭医コース」を担当し、須坂病院から２名、飯田市立

病院から４名の研修医を受け入れた。 

298 
木
曽 

Ａ 

（業務の実績） 

・基幹型病院として、26年度は昨年度からの初期研修医１名が２年目として

在籍した。 

・松本市立病院の２年目初期臨床研修医を一ヶ月受け入れた（王滝村国民健

康保険診療所で研修）。 

299 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

延べ６名の小児科後期専門研修医を当院または関連する施設で受け入れ

た。 

（課 題） 

継続的で魅力ある研修体制の整備 
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・ ５病院の特徴を最大限に活かした研修プログラムにより、各専門分野の臨床経験を通じて、幅広い診療に対応できる家庭医・病院総合医を養成する。(５病院 

287～291再掲) 

・ 医師卒後研修施設がある県内の公的病院と連携し、シミュレーション研修を引き続き実施するとともに、チーム医療の推進のため複数の職種の連携に関する

教育・啓発を推進する。（機構本部 110再掲） 
 
 
 
 
 

  

300 

機
構
本
部 

Ｂ 

（業務の実績） 

・６月、７月 須坂病院、木曽病院、こども病院とともに研修医合同説明会

に参加し研修体制等を説明、研修医確保を働きかけた。 

・研修医の受け入れ各病院の取組への支援等 

（課 題） 

研修医確保対策について病院との連携 

301 

こども病院では、各県立病院の研修医に

対する英語教育の強化を図るとともに、短

期小児専門診療研修制度の整備を行う。 

また、小児シミュレーション研修等小児

の専門的救急医療対応ができる職員のス

キルアップ・教育制度を整備し、質の高い

小児救急医療サービスの確保を図る。 

こ

ど

も 

Ｂ 

（業務の実績） 

・信州英語カンファランスでの発表が一題あり。 

（課 題） 

引き続き国際学会発表、英文論文作成を指導する。 

302 

研修センターでは、県の「信州医師確保

総合支援センター」分室として、県医学修

学金貸与学生からの相談などに応じ、将来

のキャリア形成支援と受け入れを行うな

ど、県の医師確保対策の支援を行う。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

医学生４人に対し相談会を実施した。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(1) 研修体制と医療従事者確保対策の充実 

 

中期 

目標 

ア 研修体制の構築 

(ｳ) 認定資格等の取得の推進 

認定看護師・専門看護師の資格取得を促し、看護水準の向上を図ること。 

医療技術職を対象とした専門的な研修体制等を充実するとともに、病院機能の向上に資する認定資格の取得を奨励し、技術水準の向上を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

評 
価 

説 明 

303 

ア 研修体制の構築 

(ｳ) 認定資格等の取得の推進 

看護水準の向上を図るた

めに、認定看護師・専門看護

師の資格取得を奨励すると

ともに、そのための専門研修

が受けられる環境を整える。 

医療技術職がより高度な

医療技術を修得するための

研修が受けられる環境を整

え、県立病院の医療機能向上

のため必要な認定資格の取

得を奨励する。 

(ｴ) 認定資格等の取得の推進 

各県立病院において認定看護師・

専門看護師等の資格を取得するため

の専門研修への派遣を積極的に行

う。 

また、医療技術職員については、

「人事・研修の基本方針」に基づき、

認定資格等の取得を奨励するととも

に、専門研修への派遣体制を維持す

る。 

なお、研修センターは、各職種と

連携して県立病院の医療機能向上の

ために必要な資格に関する積極的な

情報提供を行うとともに、認定資格

の取得に向けた支援を行う。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・今年度の認定看護師の取得状況は以下のとおり。 

救急看護認定看護師 2名 

   感染管理認定看護師 1名 

   皮膚・排泄ケア認定看護師 1名 

   摂食・嚥下認定看護師 1名 

がん化学療法看護認定看護師 1名 

糖尿病看護認定看護師 1名（研修終了） 

手術看護認定看護師 1名（研修終了） 

・臨床検査科の認定資格等の取得状況は以下のとおり。 

細胞検査士（JSC.IAC) 3 人 

病原体等安全管理技術者認定 2 人 

認定輸血検査技師 1 人 

認定血液検査技師 2 人 

超音波検査士（循環器） 2 人 

超音波検査士（消化器） 1 人 

2 級臨床検査士（循環生理） 1 人 

東北信地域糖尿病療指導士 2 人 

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 2 人 

臨床緊急検査士 3 人 

 

 

・リハビリテーション科の認定資格等の取得状況は以下のとおり。 
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3 学会合同呼吸療法認定士 1 人 

3 学会合同呼吸療法認定士 1 人 

 

・放射線技術科の認定資格等の取得状況は以下のとおり。 

肺がん CT 検診認定技師 1 人 

X 線 CT 認定技師 2 人 

X 線 CT 技能検定 1 人 

Ai 認定技師 2 人 

放射線管理士 2 人 

放射線機器管理士 2 人 

ICLS 1 人 

救急撮影認定 1 人 

マンモグラフィ認定 2 人 

MRI 技能検定 1 人 

 

栄養科認定資格等の取得状況は以下のとおり。 

栄養サポートチーム専門療法士 1 人 

栄養サポートチーム専門療法士 1 人 

東北信地域糖尿病療養指導士 1 人 

 

薬剤科の取得状況は以下のとおり。 

感染制御専門薬剤師 2 人 

抗菌化学療法認定薬剤師 1 人 

小児薬物療法認定薬剤師 1 人 

日本静脈経腸栄養学会  

栄養サポートチーム専門療法士 
1 人 

日本薬剤師研修センター 認定薬剤師 6 人 

日本薬剤師研修センター  

認定実務実習指導薬剤師 
3 人 

日本病院薬剤師会  

生涯研修履修認定薬剤師 
3 人 

スポーツファーマシスト 1 人 

日本糖尿病療養指導士認定機構  

糖尿病療養指導士 
2 人 



- 119 - 

 

- 119 - 

 

 

臨床工学科の取得状況は以下のとおり。 

3 学会合同呼吸療法認定士 1 人 

透析技術認定士 1 人 

臨床 ME 専門認定士 1 人 

医療情報技師 1 人 

呼吸治療専門臨床工学技士 1 人 

血液浄化専門臨床工学技士 1 人 

   

304 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・認定看護管理者教育課程ファーストレベル １名受講 

・認定看護師教育課程（認知症看護） １名受講 

・認定作業療法士取得資格研修  １名受講 

・看護大学大学院 １名修学 

（課 題） 

退院調整、うつ病、訪問看護、行動制限最小化、児童精神科及び司法医療等の精

神科医療に専門特化した認定看護師及び専門看護師等の育成を行う。 

医療技術職員についても、認定資格取得に向け職員の育成を行う。 

305 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・26年６月認知症認定看護師資格取得  １名 

・臨床検査科 認定管理検査技師取得  １名 

 

306 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・呼吸法療法認定士    １名 

・中信地域糖尿病療養指導士 １名  

・超音波検査士(腹部)   １名 

・２級検査士（循環生理学）１名 

307 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・手術室看護認定看護師教育課程への派遣   １名 

・放射線機器管理士 取得２名    

・Ｘ線ＣＴ認定技師 取得２名 

・放射線管理士 取得３名     

・Ａi認定診療放射線技師 取得２名 

・医用質量分析認定士 取得２名  

・認定心電検査技師 取得１名  
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・二級臨床検査士（細菌学）取得１名 

・超音波検査士（循環器）取得１名 

・学位取得信州大学修士（保健学）取得１名 

・ＮＳＴ専門療法士 取得１名 

・３学会合同呼吸療法認定士 取得２名 

（課 題） 

・専門及び認定看護師資格を取得した看護師が、院内で組織横断的な活動を拡大し

てきているが、組織としてその活動を支援する体制整備を行う 

 

308 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

事務職員の研修プログラム策定の検討に合わせて、自己啓発支援のあり方等につ

いて検討を行った。 

（課 題） 

・事務職のみならず他の職種も含めたあり方の検討 

・職員の希望のみによらず、機構として必要と認める研修に係る経費の負担、受講

者の決定 

・専門研修(認定研修)への参加時の業務体制の調整など、少数職種・職場への配慮 

・資格や技能が習得できる研修体系の構築 

・大学等の講師の招聘による院内での臨床指導、専門研修（認定研修）への参加時

の業務体制の調整など、少数職種・職場への配慮 

309 

認定資格の取得人数 

区分 
24年度 
実 績 

26年度 
目標値 

認定看護師資格 ２名 ６名 

上記のほか、平成26年度は研修派遣

予定２名 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

認定資格の取得人数 

区 
分 25年度実績 26年度実績 

認定看護師資格 ２名 ４名 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(1) 研修体制と医療従事者確保対策の充実 

 

中期 

目標 

ア 研修体制の構築 

(ｴ) 大学院等への就学支援 

県立病院で働きながら、大学院等で学べるシステムを導入して、医療従事者の資質の向上を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

310 

ア 研修体制の構築 

(ｴ) 大学院等への就学支援 

県立病院での業務に活かせる

知識・技術等を修得するため、

病院で働きながら大学院等に進

学できる環境を整備する。 

また、自己研鑽のために大学

院等への進学を希望する職員に

対しても、一定の配慮を行う。 

(ｵ) 大学院等への就学支援 

県立病院での業務に活かせる知識・技

術等を取得させるため、大学院等へ進学

できる環境を整備する。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

・自己啓発等休業制度を利用して、こころの医療センター駒ヶ根及びこども

病院で、それぞれ１名の利用があった。 

（課 題） 

さらなる人材の確保と定着へ向けて病院機構ニュースにおいて引き続き

周知を行う。 

311 

働きながら大学院等への進学を希望す

る職員に配慮した修学部分休業制度の活

用を図る。 

須

坂 
－ 

（業務の実績） 

利用者なし 

312 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

看護師1名が修学部分休業制度を利用し長野県看護大学大学院へ修学して

いる。 

313 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・通信課程の看護学校へ進学した職員については勤務体制への配慮を行い、

資格取得のための環境を整備した。 

・1名が放送大学卒業 

314 
木

曽 
－ 

（業務の実績） 

利用者なし 
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315 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

当院看護師１名及び医師１名自己啓発休業を活用して、それぞれ大学院課

程の履修、国際貢献活動を実施した。 

・信州大学大学院医学系研究科修士課程医科学専攻遺伝カウンセリングコ

ース（休業期間：平成26年４月１日～27年３月31日） 

・特定非営利活動法人国境なき医師団の南スーダン国における小児栄養失

調の治療支援（休業期間：平成26年11月３日～27年２月３日） 

316 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

・修学部分休業制度は、26年度は利用者がいなかったが、自己啓発等休業制

度は２名が利用した。 

（課 題） 

さらなる人材の確保と定着へ向けて病院機構ニュースなどにおいて引き

続き周知を行う。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(1) 研修体制と医療従事者確保対策の充実 

 

中期 

目標 

イ 医療従事者の確保 

多様な勤務形態の導入及び診療等に専念できる環境の整備等を進め、医師をはじめとする医療従事者の確保に努めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

317 

イ 医療従事者の確保 
研修システムの構築に加え、

医師をはじめとする医療従事者
が魅力を感じる多様な雇用形態
や勤務形態の整備及び医師等の
負担を軽減するための医療クラ
ーク（医師事務作業補助者）等
の導入などにより医療従事者の
確保に努めるとともに、県立病
院への定着を図るための環境を
整備する。 

また、病院機構に就職を希望
する看護学生に対する修学資金
貸与制度を創設し、看護師等の
確保を図る。 

イ 医療従事者の確保 
医師、看護師をはじめとする医療従事者

の確保に向け以下のとおり取り組む。 
(ｱ) 職員の確保 

・ パンフレット、ホームページ等広報の
充実、医療系職種養成学校や高等学校へ
の積極的な訪問活動、各職種の採用セミ
ナー及び学生就職ガイダンスへの積極
的な参加などにより医療系職種の採用
活動の充実を図る。 

・ 医師求人サイトへの掲載の継続及び医
師研究資金の活用などにより医師の確
保に向け引き続き取り組むほか、大学医
局との連携の強化などを通じて機構本
部と病院が一体となった医師確保策を
展開する。 

・ 看護学生に対する修学資金貸与制度を
積極的に活用する。 

・ 事務及び医療技術職員のプロパー化を
さらに推進するため、次期中期計画期間
中の採用計画を策定する。 

・ 障害者雇用率の達成に向け機構全体で
取り組む。 

・ 県及び県看護協会が推進する「退職看
護職員のナースセンター登録制度」を潜
在看護師の把握及び看護師確保に活用
する。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・医師の確保に向け医師求人サイトへの掲載、大学医局との連携などを通じ

て機構本部と病院が一体となった医師確保策を展開した。 

・医師確保に向けては、当院、機構本部があらゆるチャンネルを駆使し、医

師個人（26人）と面談するなどのきめ細かな対応を行った結果、常勤医師、

非常勤医師を含め18名（新外科チーム4名、呼吸器内科1名、循環内科1名

含む）の医師を確保することができました。 

・「広報すざか」へ医療従事者募集の掲載を行った。 

・看護師養成校へは県内外合わせて24の専門学校および大学の訪問を実施し

た。 

・就職ガイダンスは県内外合わせて4回参加した。 

・インターンシップは8月6日（参加者9名）と9月3日（参加者1名）開催した。 

・病院説明会は8日開催した。（参加者35名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 124 - 

 

- 124 - 

 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

318 イ 医療従事者の確保 

研修システムの構築に加え、

医師をはじめとする医療従事

者が魅力を感じる多様な雇用

形態や勤務形態の整備及び医

師等の負担を軽減するための

医療クラーク（医師事務作業補

助者）等の導入などにより医療

従事者の確保に努めるととも

に、県立病院への定着を図るた

めの環境を整備する。 

また、病院機構に就職を希望

する看護学生に対する修学資

金貸与制度を創設し、看護師等

の確保を図る。 

イ 医療従事者の確保 

医師、看護師をはじめとする医療従事者

の確保に向け以下のとおり取り組む。 

(ｱ) 職員の確保 

・ パンフレット、ホームページ等広報の

充実、医療系職種養成学校や高等学校へ

の積極的な訪問活動、各職種の採用セミ

ナー及び学生就職ガイダンスへの積極的

な参加などにより医療系職種の採用活動

の充実を図る。 

・ 医師求人サイトへの掲載の継続及び医

師研究資金の活用などにより医師の確保

に向け引き続き取り組むほか、大学医局

との連携の強化などを通じて機構本部と

病院が一体となった医師確保策を展開す

る。 

・ 看護学生に対する修学資金貸与制度を

積極的に活用する。 

・ 事務及び医療技術職員のプロパー化を

さらに推進するため、次期中期計画期間

中の採用計画を策定する。 

・ 障害者雇用率の達成に向け機構全体で

取り組む。 

・ 県及び県看護協会が推進する「退職看

護職員のナースセンター登録制度」を潜

在看護師の把握及び看護師確保に活用す

る。 

・ 看護師や医療技術者等が業務に専念で

きる環境を整備するとともに、障がい者

の雇用を促進するため、障がい害者を補

助者として採用する。 

駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 

・４月に児童精神科担当の副院長を採用したほか、退職補充で新たに２名の

医師を採用し、診療機能の維持・向上に努めた。 

・９月には、副院長をもう一人採用し、副院長３名体制とし、診療機能の向

上はもとより、経営・管理体制の強化を図った。 

・看護師確保のため、機構本部と連携して県内３ヶ所、県外７ヶ所の養成校

や大学を訪問し、病院の紹介、看護師応募の案内、修学資金貸与制度の活

用の働きかけ等を行った。 

・精神保健福祉士１名を正規採用し、多機能デイケア機能強化を図った。 

・薬剤師1名をプロパー化し職員体制の充実を図った。 

（課 題） 

・医師の安定的な確保に引き続き取り組む。 

・看護師の年齢構成のバランスを考慮し、修学資金貸与制度を活用した若年

層の看護師の計画的な確保に努める。 

319 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・地元包括医療協議会と協働し、４月26日に飯田女子短期大学キャンパスに

て地域版の合同就職ガイダンスを開催し、当院では７名を受付けた。 

・地元高等学校を訪問し、看護師及び医療技術者確保のためのアプローチを

行った。 

・修学資金貸与制度を活用する看護学生は６名 

・２月21日に看護ナビフォーラム（名古屋市）に出展し、18名に説明を行っ

た。（機構本部、こども病院、阿南病院が出席） 

320 
木

曽 
Ｂ 

（業務の実績） 

・看護大学や専門学校を積極的に訪問（県内３校、県外８校）するとともに、

修学資金の利用促進を図り、看護師の確保に努めた。(修学資金利用者４

名) 

・東京方面の就職活動イベントに参加し、パンフレットを配布した。 
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321 

イ 医療従事者の確保 

研修システムの構築に加え、

医師をはじめとする医療従事

者が魅力を感じる多様な雇用

形態や勤務形態の整備及び医

師等の負担を軽減するための

医療クラーク（医師事務作業補

助者）等の導入などにより医療

従事者の確保に努めるととも

に、県立病院への定着を図るた

めの環境を整備する。 

また、病院機構に就職を希望

する看護学生に対する修学資

金貸与制度を創設し、看護師等

の確保を図る。 

イ 医療従事者の確保 

医師、看護師をはじめとする医療従事者

の確保に向け以下のとおり取り組む。 

(ｱ) 職員の確保 

・ パンフレット、ホームページ等広報の

充実、医療系職種養成学校や高等学校へ

の積極的な訪問活動、各職種の採用セミ

ナー及び学生就職ガイダンスへの積極的

な参加などにより医療系職種の採用活動

の充実を図る。 

・ 医師求人サイトへの掲載の継続及び医

師研究資金の活用などにより医師の確保

に向け引き続き取り組むほか、大学医局

との連携の強化などを通じて機構本部と

病院が一体となった医師確保策を展開す

る。 

・ 看護学生に対する修学資金貸与制度を

積極的に活用する。 

・ 事務及び医療技術職員のプロパー化を

さらに推進するため、次期中期計画期間

中の採用計画を策定する。 

・ 障害者雇用率の達成に向け機構全体で

取り組む。 

・ 県及び県看護協会が推進する「退職看

護職員のナースセンター登録制度」を潜

在看護師の把握及び看護師確保に活用す

る。 

・ 人材確保が困難な阿南及び木曽病院に

ついて、医療技術系学生向けの修学資金

貸与制度の構築を検討する。 

・ 木曽病院では看護師・助産師確保のた

め、木曽地域の魅力を体験できるインタ

ーンシップ事業を展開する。 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

○看護師 

・看護師確保のため、機構本部と協力し養成学校への訪問を行った（14校） 

・県内外の病院合同説明会に、積極的に参加した（8会場） 

・病院見学会は、年間７回開催し延べ66人が参加、インターンシップは、１

泊２日で年間２回開催し30人の参加があった 

・高校生1日看護体験の開催を2回にし、50人の高校生が看護体験を行った 

・看護師の採用予定数を確保することができた（正規採用30名） 

○薬剤師 

・１月に薬剤師のインターンシップを実施し、応募のあった薬学部の５年生

４名に実習等を行った。来年の採用試験の応募者確保に向けて成果が期待

できる。 

 

322 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

○看護師確保対策 

・県内外の看護師養成校を訪問し、当機構の研修体制などを説明するとと

もに受験動向などの情報収集を実施。 

（大学31校、短大８校、専門学校等28施設 計67箇所） 

・薬剤師確保のため東京の薬学部７校訪問 

・看護師の通年募集を継続し、選考試験を年３回行い４月採用58名を採用

するとともに、年度中途採用も１名行った。 

・インターンシップ、病院見学会についてホームページにより周知を行っ

た。インターンシップについては、平成26年度から平成27年度卒の薬学

生及び事務職員の希望者を対象に試行的に実施し、平成27年１月6日に

須坂病院で薬剤師２名、事務職員３名、こども病院で薬剤師４名の計９

名を受け入れた。 

○修学資金貸与制度 

・26年度は１回の募集により13名に貸与が決定した。                       

○医療技術職員の採用 

・年間３回の採用選考試験により、11職種32名を採用した。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

323 

イ 医療従事者の確保 

研修システムの構築に加え、

医師をはじめとする医療従事

者が魅力を感じる多様な雇用

形態や勤務形態の整備及び医

師等の負担を軽減するための

医療クラーク（医師事務作業補

助者）等の導入などにより医療

従事者の確保に努めるととも

に、県立病院への定着を図るた

めの環境を整備する。 

また、病院機構に就職を希望

する看護学生に対する修学資

金貸与制度を創設し、看護師等

の確保を図る。 

医師・看護師をはじめとする積極的な人材

確保に引き続き取り組むとともに、機構本部

に人材確保担当を設置するなど、医療従事者

の確保に向けた取組みを強化する。 

(ｱ) 医師・看護師・医療技術職員の確保 

・ 阿南病院では、電子カルテ代行入力

業務等を行う、医療クラークを１名増

員し、医師事務の負担軽減を図る。 

阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・医療クラークを３名体制とし、電子カルテ代行入力、診断書、意見書作

成補助にあたらせ、医師等の負担軽減を図った。 

（課 題） 

電子カルテ代行入力、マスター管理を行うため、派遣制度を活用した医療

クラークの安定的確保が必要である。 

324 

医師・看護師をはじめとする積極的な人材

確保に引き続き取り組むとともに、機構本部

に人材確保担当を設置するなど、医療従事者

の確保に向けた取組みを強化する。 

(ｱ) 医師・看護師・医療技術職員の確保 

・ 木曽病院では看護師・助産師確保の

ため、木曽地域の魅力を体験できるイ

ンターンシップ事業を展開する。 

木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・インターンシップ事業では、病院説明会に平成27年度卒業見込の学生２名

の参加を得ることができた。 

・地域医療、看護研修には１名の参加があり、平成27年度に採用となった。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

325 
イ 医療従事者の確保 

研修システムの構築に加え、

医師をはじめとする医療従事者

が魅力を感じる多様な雇用形態

や勤務形態の整備及び医師等の

負担を軽減するための医療クラ

ーク（医師事務作業補助者）等

の導入などにより医療従事者の

確保に努めるとともに、県立病

院への定着を図るための環境を

整備する。 

また、病院機構に就職を希望

する看護学生に対する修学資金

貸与制度を創設し、看護師等の

確保を図る。 

(ｲ) 働きやすい職場環境の整備 

・ 育児と仕事の両立を可能とする育児短

時間勤務及び有期短時間勤務形態などの

制度を活用する。 

・ 様々な勤務形態の活用などにより、女

性職員のライフステージに合わせた働き

方が可能な環境づくりを推進する。 

・ 他の医療機関との相互支援が可能とな

る兼業制度を活用する。 

・ 医師等の負担を軽減するため医療クラ

ーク（医師事務作業補助者）の活用を進

める。 

・ 看護師不足を解消するため、他職種の

協力を得ながら看護業務を実施する院内

体制づくりを進める。 

・ 看護師が看護業務に専念できるよう看

護補助者を活用する。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・平成24年４月に開設した365日開園している院内保育所「カンガルーのぽ

っけ」（定員10名）では、保護者が安心して働ける環境の提供に努めると

ともに、「ハロウィンパーティー」「クリスマス会」を開催し病院と保育

所の交流を深めている。 

 保育総延人数1,656名 1日最多6名 （H25年 990名） 

看護師保育延人数 1,380名 

事務職保育延人数 180名 

・育児短時間勤務制度は19人が活用している。 

・看護師が働き続けられるよう、夜勤回数や勤務年数の検討を行っている。 

・医師事務作業補助者を配置し、40対１の加算を取得した。診断書作成業

務、画像及び手術記録の整理、各種データベース、統計の作成など、積

極的に医師の事務作業の軽減を図っている。 

・看護師不足を解消するため、看護師が行っていた採血を可能な範囲で臨

床検査技師が行うこととしたほか、全病棟へ薬剤師を配置するなどの協

力体制を維持した。 

・４階，５階，６階，７階病棟に介護職員を配置するため、新たに4人採用

し全体で9人体制とした。各階2人配置を原則としていたが、6階病棟には

食事提供サービスの向上のため、3人を配置するとともに時差出勤による

さらなるサービスの向上を図った。 

326 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・平成26年度は看護師２名が育児短時間勤務制度を活用して勤務した。 

・外来に医療クラーク１名を引き続き配置し、医師の負担軽減等を図った。 

・Ｂ１（救急・急性期）病棟に薬剤師が１日２時間程度常駐し、病棟薬剤

業務を実施することで医師や看護師の負担軽減を図った。 

・看護師をはじめ医療スタッフが業務に専念できる環境を整えるとともに、

障害者雇用を推進するため、4月に病院業務補助員として障害者2名を採

用した。 

・11月よりＢ１（救急・急性期）病棟に病棟クラークを配置し、病棟スタ

ッフの業務軽減を図った。 

（課 題） 

育児短時間勤務職員、産前産後休暇及び育児休業職員の代替職員の確保 
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・ こころの医療センター駒ヶ根では、精神保健指定医等の医師及び若手の看護師の積極的な採用に努めることで、精神科救急医療及び専門医療体制の一層の
充実を図る。（駒ヶ根 40再掲） 

・ 働きながら大学院等への進学を希望する職員に配慮した修学部分休業制度を活用する。（５病院・機構本部 311～316再掲） 
(ｳ) 職員のキャリアアップに対する支援 

・ 基礎研修から専門研修まで含めた職員にとって魅力のある研修体系と研修カリキュラムを構築する。（機構本部 263再掲） 
・ 医療技術職員については、「人事・研修の基本方針」に基づく各職種の研修を実施するとともに、専門研修の充実を引き続き検討する。（５病院・機構本部 275

～280再掲） 

327 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 
・26年度復帰予定の職員に育児短時間勤務制度活用の周知等を行い制度の

活用ができた。また、27年度復帰予定の職員にも周知を行った。 
・医療クラークを３名体制とし、電子カルテ代行入力、診断書、意見書作

成補助にあたらせ、医師等の負担軽減を図っている。 

（課 題） 
電子カルテ代行入力、マスター管理を行うため欠員を生じさせないよう医

療クラークの安定的確保が必要である。 

328 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 
・育児短時間勤務制度を活用した看護職員は13名であった。 
・23年度から配置した２名の医療クラークを継続雇用し、診断書作成業務

を中心に医師事務の補助にあたっている。 
・内視鏡検査業務において、医療技術部職員が看護業務の補助にあたった。 

329 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 
・育児短時間制度及び育児部分休業制度を12名が活用して、子育てと仕事

の両立を図っている。その人数は増加してきている。 
・看護補助者や病棟保育士の複数配置により、看護師が看護業務に専念で

きる体制を継続している。 
・他の医療機関との相互支援を行うため、診療業務に係る兼業承認及び職

員派遣を積極的に実施した。（26年度実績：98名） 
・医療クラーク９名を配置し、医師の負担軽減を図っている。 

（課 題） 
・夜勤回数等の勤務実態の評価は、継続して行っていく。 

330 

(ｲ) 働きやすい職場環境の整備 

・ 育児と仕事の両立を可能とする育児短

時間勤務及び有期短時間勤務形態など

の制度を活用する。 

・ 様々な勤務形態の活用などにより、女

性職員のライフステージに合わせた働

き方が可能な環境づくりを推進する。 

・ 他の医療機関との相互支援が可能とな

る兼業制度を活用する。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 
・26年度育児短時間制度利用者は44名。 

（課 題） 
・人材の確保と定着のため病院機構ニュースなどにおいて引き続き周知を行

う。 
・職員相談等を通じて、今後の制度見直しの必要性を把握するため、利用職

員のニーズを把握する。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(1) 研修体制と医療従事者確保対策の充実 

 

中期 

目標 

ウ 医療関係教育機関等への支援 

県立看護専門学校等の医療関係教育機関へ職員を講師として派遣するとともに、実習の受入れ等を積極的に行い、県内医療従事者の育成に貢献すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

331 
ウ 医療関係教育機関等への支援 

県内での活躍が期待される医療

従事者等の育成に資するため、医

療関係教育機関からの要請に基づ

いて職員を講師として派遣すると

ともに、県立病院の持つ機能を活

用して実習の受入れ等を積極的に

行う。 

ウ 医療関係教育機関等への支援 

県内医療関係教育機関等での教育を

担うため職員を派遣する。また、実習生

を積極的に受け入れる。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・信州大学医学部病態解析診断学講座に医師の講師を8日間派遣した。 

・長野県須坂看護専門学校に医師、看護師、助産師の講師を派遣し、実習指

定病院として積極的に看護学生を受入れ,講義は保健医療論、病理学、疾

病と治療論、治療論、総合看護等合計１６８時間行った。 

医師講義時間         ６８時間 

看護師、助産師講義時間  １００時間 

・高校生１日看護師体験を2回実施した。 

7月30日 参加者27名 

7月31日 参加者29名 

・理学療法士、作業療法士養成校の実習生を3名（長野医療技術専門学校）

受け入れた。 

・栄養科では実習生を7名（松本大学、北里保健衛生専門学院、長野女子短

期大学）受け入れた。 

（課 題） 

実習受け入れに際してユニフォーム等の受け入れ態勢の検討が必要。 

332 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・長野県看護大学、須坂看護専門学校、伊那医師会附属准看護学院、岡谷市

看護専門学校及び松本大学へ看護師や栄養士等延べ８名を講師として派

遣した。 

・長野県看護大学、須坂看護専門学校及び木曽看護専門学校を始めとする看

護師養成校、上伊那准看護学院等の実習生を順次受け入れたほか、県内外

の精神保健福祉士養成校、作業療法士養成校の実習生及び認定看護師実習

生を受け入れた。 
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・ 地域医療機関等に研修センターのスキルスラボの積極的な活用を促す。（機構本部 116再掲） 
・ 医学教育学における国内外の専門家を幅広く招聘し、職員及び県内外の医療関係者を対象とした医学教育に関する講習会を開催する。（機構本部 271再掲） 
・ こども病院では、３Ｄモデル造形センターを県内外の医療水準の向上にも貢献できるよう、ホームページなどを活用し地域の医療機関・医療関係教育機関へ

積極的にＰＲし、利用拡大を図る。（こども 118・184再掲） 
  

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

番
号 

中期計画 

333 

ウ 医療関係教育機関等への支援 
県内での活躍が期待される医療

従事者等の育成に資するため、医
療関係教育機関からの要請に基づ
いて職員を講師として派遣すると
ともに、県立病院の持つ機能を活
用して実習の受入れ等を積極的に
行う。 

ウ 医療関係教育機関等への支援 

県内医療関係教育機関等での教育を

担うため職員を派遣する。また、実習生

を積極的に受け入れる。 

阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
飯田女子短期大学へ「基礎看護技術論Ⅴ」の講師として、２名を３回ずつ

派遣した。また、実習生については以下のとおり積極的に受け入れた。 
・飯田女子短期大学（２回） 18名  ・阿南高校 30名 
・阿南第一中学校 ４名  泰阜中学校 2名      

334 
木 
曽 

Ａ 

（業務の実績） 
・看護大学の認定看護師養成課程に年数回講師として認定看護師２名を派遣

した。（中京学院大学、木曽看護専門学校、信州木曽看護専門学校） 
・医師、看護師、理学療法士等の実習生の受入れを積極的に行った。 

335 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
・県看護大学、信州大学医学部医学科・保健学科、佐久大学、松本短期大学、

岡谷看護専門学校等に小児、産科講義の講師として10名の職員を派遣し
た。 

・信州大学医学部保健学科及び県看護大学の実習生を積極的に受け入れた。 

（課 題） 
信州大学医学部との連携大学院構想を進める。 
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・ 県立病院及び信州大学医学部附属病院との間で、高画質診療支援ネットワークシステムのハイビジョン映像と医用画像等を介しての、多地点連結医療従事
者カンファレンスを実施するほか、このシステムを各種研修会などにも引き続き活用する。（機構本部・５病院 87～92再掲） 

・ 「信州メディカルネット」を利用した電子カルテの相互参照については、引き続き他の県内医療機関などとの間での機会の拡充を図るとともに、阿南病院
においては、平成26年度からの参画を目指す。（機構本部・５病院93～97再掲） 

・ ＤＰＣ（診断群分類包括評価）データを始めとする各種データを活用して診療内容や経営状況などの分析が行うとともに、データを活用した各種計画の策
定や執行管理などを行う。（機構本部・須坂・木曽・こども 98～101再掲） 

・ クリニカルインディケーター（臨床評価指標）のホームページ上での公開項目の拡充などを進めるとともに、クオリティインディケーター（医療の質の評
価指標）の公開に向けた検討を行う（機構本部 102再掲） 

・ 木曽病院では平成26年度の電子カルテシステム等の開発に併せて、平成27年度中に「信州メディカルネット」への参画を目指す。（木曽・機構本部 95再掲） 
個人の権利利益の保護と併せ、県民の情報公開を求める権利に配慮して、県個人情報保護条例及び県情報公開条例に基づいた適切な情報管理を行う。 
また、個人情報の適正な取扱いの継続並びに県立病院情報基盤ネットワークの適切な運用及び情報セキュリティに関する知識の習得や意識の高揚を図るため、

全職員を対象とする機構独自研修会などを引き続き開催する。（機構本部・５病院 185～196再掲）  

第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(2) 医療に関する調査及び研究 

 

中期 

目標 

ア 診療情報等の活用 

診療等を通じて得られる診療情報を医療の質の向上のために活用すること。また、他の医療機関へも情報提供を行い、県内の医療水準の向上に努めるこ

と。 

なお、個人情報の取扱いには十分留意すること。 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 
院 

番
号 

中期計画 

336 

ア 診療情報等の活用 
情報通信技術を活用し、これま

で県立病院に蓄積された診療情報
を適切に保存・管理するとともに
分析し、医療の質の向上に活用す
る。 

また、必要に応じて他の医療機
関へも情報提供を行い、共同研究
等を通じて県内の医療水準の向上
に取り組む。 

なお、病院機構として個人情報
保護規程を定め、個人情報の取り
扱いと保護に十分な注意を払う。 

(2) 医療に関する調査及び研究 
ア 診療情報等の活用 

県立病院間で統一性を持った、診療情
報の分類・集計が可能になるような体制
を整備する。 
・ 県立病院の各種データ、研究成果な

どを網羅した「機構年報」を作成する。 

機
構
本
部 

Ｂ 

（業務の実績） 
 診療情報管理士会を６回開催し、合同カルテ監査についての検討及び臨床
評価指標（ＣＩ）の拡充に向けた検討を行った。 
 機構年報の作成については平成28年度の発行に向けて広報担当者会議にお
いて検討を始めた。 
（課 題） 
 機構年報の掲載内容の整理とデータの算出方法の統一。 

337 

・ こども病院では、平成26年度からの
ＤＰＣ対象病院への移行に合わせて、
診療科ごとの原価計算システムを構
築し、病院経営分析の充実を図る。 

こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 
・ＤＷＨデータの抽出・分析ツールを活用し、26年度診療科部長を対象にプ

レゼンの実施。 
・院長への資料提出を行ない、診療部長との面談資料作成を行った。 
・ＤＰＣデータを使用し診療実績を作成。経営企画室会議へ報告を行った。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(2) 医療に関する調査及び研究 

 

中期 

目標 

イ 地域への情報発信 

県立病院で行った調査及び研究の成果をホームページや地域との懇談会等を通じて公開していくこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

338 

イ 地域への情報発信 

地域における健康に対す

る関心を高め、健康維持・

増進に対する取り組みを促

すために、ホームページや

地域の懇談会、各種講演会

等で県立病院の調査及び研

究の成果等を公開し、県民

の健康増進に寄与するとと

もに県立病院に対する信頼

の向上にもつなげる。 

イ 地域への情報発信 

新聞、テレビ等の各種媒体を活用し、各県立病

院などの広報活動を積極的に行う。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・職員の院外への講師、研究発表等の活動｛診療部103件（前年126件）、

看護部54件（前年38件）、技術部42件（前年26件）｝と院内研修会情報（48

件）を病院ホームページに公開し、当院内外の医療活動を広く社会にお

知らせしています（ホームページ閲覧数3,005件） 

・当院の広報誌を須高地域に全戸配布するほか、須坂市報への情報掲載、

須高ケーブルテレビへの診療情報のテロップ掲載（3日に1回）を継続し

ています。 

・マスメディアを利用した病院広報・ＰＲ 

 以下の広報を行い健康に関する関心を高め、地域の健康増進に努めてい

ます。 

5月24日長野放送 「健康ばんざい」齊藤博病院長「ＨＩＶとエイズ」 

7月31日須坂新聞 「産後ケアに須坂病院加わる」（デイケアも新設） 

8月9日須坂新聞 「地域包括ケア病棟を南7階に」 

（須坂病院が2年連続黒字 遺伝子検査科も新設） 

8月26日中日新聞 「産後うつ病の兆候チェック」 

（長野・須坂市 病院と自治体が協力） 

9月6日中日新聞 「入院患者ら聴き入る」 

（須坂病院 ＳＫＦ有志が出前演奏） 

9月13日須坂新聞 「すべての音に愛を込めて」 

（須坂病院 「小澤塾生」が出前コンサート） 

9月27日須坂新聞 赤松泰次副院長「早期がん発見は検診で」 

9月29日テレビ信州「奥さまはホームドクター」 

石井栄三郎小児科部長「子供の感染症」 



- 133 - 

 

- 133 - 

 

10月11日信濃毎日新聞 「歯科口腔外科を須坂病院が新設」 

10月18日須坂新聞 「歯科口腔外科を開設」 

11月1日須坂新聞 「100回目の開催 旭ヶ丘小と須坂病院で」メセナの風

（須坂市文化振興事業団主催、音楽家や芸術家が街角に繰り出して演奏

や芸術を披露する事業） 

11月13日信濃毎日新聞 「出張コンサート100回目」メセナの風（須坂市

文化振興事業団主催、音楽家や芸術家が街角に繰り出して演奏や芸術を

披露する事業） 

1月10日須坂新聞 「玄関前に3階建て新棟構想」 

（県立須坂病院29年度に機能拡充目視し） 

1月25日信越放送ラジオ 「こんにちはドクター」 

菅原まり子医師「肺結核」 

2月14日須坂新聞 「内視鏡センター拡充など計画」 

（県立須坂病院29年度に3階建て新棟開設） 

2月19日信濃毎日新聞 「県立須坂病院院長に寺田氏」（外部からの院長は

初） 

2月21日須坂新聞 「次期院長に寺田教授を内定」 

（信大から4月 県立須坂病院長定年で） 

2月23日テレビ信州 「奥さまはホームドクター」 

石井栄三郎小児科部長「子供のワクチンについて」 

・看護師新入職員に対して行ったアンケートから、興味を引く「看護師

ブログ」のためH25年9月12日にリニューアルオープンした看護師ブロ

グは、48件更新し閲覧数3,739件だった。 

（課 題） 

ホームページ構成の見直し 

339 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・新聞媒体への掲載を積極的に行った。 

  中日新聞 ７月26日掲載「精神障がい者の生活を地域と共に支える」 

  長野日報 ９月19日掲載「認知症初期集中支援チーム事業」 

・ホームページのリニューアル 

 トップページや医師募集ページを中心に見やすいレイアウトに変更し

た。また、臨床指標も充実し、ホームページへの公開を行った。 

（課 題） 

平成28年３月に、スマートフォンでの閲覧対応や見る人の目線で見やす

いホームページにするため大幅なリニューアルを予定している。 
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340 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

医療講演会の開催案内、その他病院のお知らせなどをその都度ホームペ

ージに掲載し、常に新しい情報の発信に努めた。 

（課 題） 

ホームページをリニューアルし、見やすくするとともに内容の充実を図

る。 

341 
木

曽 
Ｂ 

（業務の実績） 

当院職員、地域の関係者を対象に、災害医療等の講演会を実施した。 

（課 題） 

ホームページに公開し、地域住民の参加を促す。 

342 
こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 

・公開講座の開催案内のホームページへの掲載。 

・感染症流行での注意喚起・ 

・病院の医学指標を機構本部のホームページで、また各診療科での診療  

 実績や手術成績についてこども病院のホームページで公開している。 

・地方紙で連載している感染症の記事について、発行先の了解の基ホー  

 ムページに掲載している。 

（課 題） 

・ホームページ更新作業者の複数化 

343 

 

イ 地域への情報発信 

新聞、テレビ等の各種媒体を活用し、各県立病

院などの広報活動を積極的に行う。 

機
構
本
部 

Ｂ 

(業務の実績) 

・中日新聞一面記事広告「長野県長寿日本一シリーズ」の駒ヶ根、こ

どもの特集記事を作成掲載した。 

・ふれあい看護ながの in 北信広告掲載した。 

・長野県看護大学鈴風祭広告掲載した。 

・機構本部ホームページをリニューアルし、採用情報の充実等を図っ

た。 

・臨床評価指標（クリニカルインディケーター）を拡充し機構本部ホ

ームページに公表した。 

（課 題） 

・ホームページの迅速な更新をし、最新の情報を発信していく 

・機構年報の創刊に向けた準備を行っていく  
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344 

イ 地域への情報発信 

地域における健康に対す

る関心を高め、健康維持・

増進に対する取り組みを促

すために、ホームページや

地域の懇談会、各種講演会

等で県立病院の調査及び研

究の成果等を公開し、県民

の健康増進に寄与するとと

もに県立病院に対する信頼

の向上にもつなげる。 

機構全体の認知度及びブランド力の向上などに向

けた総合的な方策について企画立案などを行う組織

横断的なプロジェクトチームを立ち上げる。 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

 27年２月に広報担当者会議を開催し、広報の課題とブランディング戦略

について検討した。 

（課 題） 

 広報担当者会議の定期的な開催による情報発信力の向上とブランディ

ング戦略を進める。 

345 

イ 地域への情報発信 

地域における健康に対す

る関心を高め、健康維持・

増進に対する取り組みを促

すために、ホームページや

地域の懇談会、各種講演会

等で県立病院の調査及び研

究の成果等を公開し、県民

の健康増進に寄与するとと

もに県立病院に対する信頼

の向上にもつなげる。 

県立病院の取組や健康情報を広く県民に対しお知

らせをする以下のような「公開講座」及び「出前講

座」を積極的に開催するなど、地域への情報発信に

努める。 

・ 感染症診療、内視鏡治療について（須坂病院） 

・ 社会生活における心のケアについて（こころ

の医療センター駒ヶ根） 

・ 認知症、発達障がい、在宅医療、疾病の早期

発見・早期治療について（阿南病院） 

・ 認知症の現状と対策、感染症・糖尿病・腰痛

等対策、森林セラピーについて（木曽病院） 

・ 食中毒、子どもの感染症対策、発達障がい、

予防接種、児童虐待、食物アレルギー、救急対

応などについて（こども病院） 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・長野県「世界エイズデー」普及啓発週間に参加し、レッドリボンツリー、

啓発品の展示や配布を行った。 

・情報発信については以下の取組を行った。 

感染症 

山﨑善隆 須高医師会学術講演会 慢性がいそうの診療のポイ

ントと COPD の最新治療 

山﨑善隆 感染症セミナー（秋田県大館

市） 

知っておきたい非結核性抗

酸菌症の最近の知見 

齊藤博 NBS 長野放送「健康ばんざい」 HIV とエイズ 

山﨑善隆 佐久薬剤師会定例学習会(佐

久市) 

日常よく遭遇する呼吸器疾

患の病態と治療 

山﨑善隆 北信薬剤師会中高地区生涯学

習会（中野市） 

薬剤師のための呼吸器疾患

の病態と治療 
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山﨑善隆 小諸北佐久薬剤師会 生涯教

育セミナー 

日常よく遭遇する呼吸器疾

患の病態と治療 

山﨑善隆 第 22 回呼吸器疾患・感染症研

究会（東京） 

結核菌の増殖抑制や潜在性

結核の解析および結核ワク

チンの開発研究 

山﨑善隆 須坂病院、須高医師会出前講

座(北信保健福祉事務所) 

結核は現代病 

山﨑善隆 日本内科学会信越地方会専門

医教育セミナー（松本市） 

非結核性抗酸菌症の最近の

知見 

山﨑善隆 高齢者肺炎予防セミナー（上

田市） 

高齢者肺炎の特徴と診療の

現状と肺炎球菌ワクチンに

よる予防 

山﨑善隆 須高地域医療福祉推進協議会

感染対策研修会 

介護施設内感染対策 

山﨑善隆 諏訪地区肺炎予防セミナー

（諏訪市） 

肺炎球菌ワクチンの最新知

見 

山﨑善隆 呼吸器感染症学術講演会（長

野市） 

肺炎・肺化膿症における

Sitafloxacin の有用性の検

討 
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山﨑善隆 飯田喘息懇話会 COPD 急性増悪とステロイド

薬の功罪 

山﨑善隆 須坂病院、須高医師会出前講

座（飯田市健和会病院） 

高齢者結核の特徴と院内感

染対策 

山﨑善隆 上伊那呼吸器研究会学術講演

会 

高齢者肺炎の外来治療のポ

イントと入院パスによる診

療の試み 

山﨑善隆 北信胸部画像読影勉強会 呼吸器疾患の胸部 X 線、CT

画像読影のコツ 

山﨑善隆 長野市薬剤師会 生涯教育講

演会 

日常よく遭遇する呼吸器疾

患の病態と治療 

齊藤博 第 3 回長野赤十字病院院内感

染対策研修会（地域公開講座） 

感染対策～院内から地域～ 

山﨑善隆 JA 長野厚生連 感染管理担当

者会議（合同カンファレンス）

（長野市） 

結核の診療の現状と院内感

染対策 

山﨑善隆 第２回北信臨床感染症講座

（長野市） 

薬剤師のための胸部画像読

影術と抗菌薬の適正使用に

ついて 
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齊藤博 須坂病院、須高医師会出前講

座(墨坂中学校) 

エイズについて 

山﨑善隆 長野県薬剤師会病院薬剤師会 

東信支部学術大会（佐久市） 

高齢者肺炎のマネージメン

ト 

山﨑善隆 上田薬剤師会病診部研修会

（上田市） 

呼吸器感染症の診療 

内視鏡治療 

赤松泰次 第 20 回日本ヘリコバクター

学会学術集会（東京都） 

ワークショップ「未成年におけ

る H.pilori 検診の現状と将来」 

赤松泰次 Antiplatelet Conference 

Meeting（長野市） 

ATIS治療における抗血小板薬の

適正使用情報の検討 

赤松泰次 第 15 回長野県大腸疾患研究

会（松本市） 

Colitic cancer 診断の最前線 

赤松泰次 須坂病院、須高医師会出前講

座(須坂市保健センター) 

大腸がんについて 

赤松泰次 機能性ディスペプシア学術

講演会（長野市） 

機能性ディスペプシアの診断・

治療の啓発を目的とした特別講

演 

赤松泰次 長野県消化器内視鏡懇談会

２０１４（松本市） 

機器ディスカッション 

赤松泰次 第 13 回静岡県消化器科医会

総会学術講演会（静岡市） 

内視鏡のセデーションと安全管

理について 

赤松泰次 日本耳鼻咽喉科感染症・エア

ゾル学会第 2 回総会・学術講

演会（東京都） 

パネルディスカッション「耳鼻

咽喉科内視鏡の感染管理」内視

鏡の感染管理－軟性鏡における

感染管理の基本と消化器内視鏡

における時代的変遷－ 
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赤松泰次 須坂病院、須高医師会出前講

座(北相之島町公会堂) 

大腸がんについて 

赤松泰次 ムコスタシンポジウム in 信

州（軽井沢町） 

  

赤松泰次 モビプレップ東北信エリア

講演会（長野市） 

  

赤松泰次 第 4 回瀬戸内胃がんリスク

研究会２０１４Fall（岡山

市） 

胃癌撲滅に向けて～ピロリ菌感

染症の学校検診への導入～ 

赤松泰次 日医生涯教育講座 学術講

演会（長野市） 

  

赤松泰次 第 3 回東北信腸疾患カンフ

ァレンス(長野市) 

昭和大学の UC 治療の実際 標

準治療～難治・特殊例まで～ 

赤松泰次 第 15 回長野県クローン病市

民公開講座（松本市） 

  

赤松泰次 「働きざかりの健康づくり

研究会研修会」（須坂市） 

大腸がんについて～早期発見と

予防に向けて～ 

赤松泰次 長野市保健所研修・交流会

（長野市） 

クローン病について 

赤松泰次 長野市保健所研修・交流会

（長野市） 

潰瘍性大腸炎の診断と治療 

赤松泰次 須高薬剤師会生涯教育学術

研修会（須坂市） 

消化管疾患の診断・治療の最新

情報 

赤松泰次 東北信 IBD 治療セミナー（長

野市） 

特別講演（内視鏡検査に基づい

た潰瘍性大腸炎診断の意義と課

題） 

赤松泰次 長岡市医師会学術講演会（長

岡市） 

ピロリ菌感染症の学校検診への

導入～7 年間の成績と将来展望 

赤松泰次 薬剤性消化管粘膜障害とそ

の予防（上田市） 

消化管疾患の診断・治療の最新

情報 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

346 

イ 地域への情報発信 

地域における健康に対す

る関心を高め、健康維持・

増進に対する取り組みを促

すために、ホームページや

地域の懇談会、各種講演会

等で県立病院の調査及び研

究の成果等を公開し、県民

の健康増進に寄与するとと

もに県立病院に対する信頼

の向上にもつなげる。 

県立病院の取組や健康情報を広く県民に

対しお知らせをする以下のような「公開講

座」及び「出前講座」を積極的に開催する

など、地域への情報発信に努める。 

・ 感染症診療、内視鏡治療について（須

坂病院） 

・ 社会生活における心のケアについて

（こころの医療センター駒ヶ根） 

・ 認知症、発達障がい、在宅医療、疾

病の早期発見・早期治療について（阿

南病院） 

・ 認知症の現状と対策、感染症・糖尿

病・腰痛等対策、森林セラピーについ

て（木曽病院） 

・ 食中毒、子どもの感染症対策、発達

障がい、予防接種、児童虐待、食物ア

レルギー、救急対応などについて（こ

ども病院） 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・公開講座「精神障がい者へのアウトリーチサービスと多職種チーム」 

   実施日：９月26日（参加者 約130名） 

     「地域医療と私－木曽谷精神科医療・保健の45年間－」 

   実施日：10月４日（参加者 約 60名） 

     「支える心と支えられる心－子ども虐待から考える私達の心の課題－」 

   実施日：11月15日（参加者 約 90名） 

     「子どもの自己肯定感を高めるために」 

   実施日：12月６日（参加者 約140名） 

・出前講座 

   アルコール依存症    開催回数２回 

   作業遂行の見方と関わり 開催回数２回 

・講師派遣 

   県内市町村や各種団体などに、職員を講師として年40回以上派遣した。 

（課 題） 

・出前講座のメニュー拡充および周知方法の検討  

347 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・６月14日の病院祭では、「もっと知ろうよ！認知症」と題して、ＪＡ長野厚生連

安曇総合病院副院長 村田志保先生による医療講演会を開催し、地域の方々52

名を含む83名が聴講した。 

・地域の福祉関係施設等の職員も対象に加え「リハビリテーションの概念と摂食・

嚥下障害の基礎」をテーマに、輝山会記念病院 清水康裕医師、加藤譲司医師に

よる医療講演会を３回シリーズ（５月20日、６月19日、７月15日）で開催し、需

要の高い医療情報を地域へ発信することができた。 

・11月10日には「救急医療の現状と展望」と題し、信州大学医学部救急集中治療医

学講座教授 今村浩先生による医療講演会を開催し52名が聴講し、救急医療の現

状や地域における救急医療の大切さを知ることができた。 

・11月29日の県立病院等合同研究会において、日本臨床衛生検査技師会長 宮島喜

文先生による「日本の医療と介護の方向性」と題した講演会を一般公開とし、地

域の方々12名を含む機構職員が聴講し、地域包括ケアを含めたこれからの医療の

方向性を学ぶ事ができた。（再掲232） 
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348 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 
・糖尿病教室を５月から３月にかけて計６回開催した。また、病院感謝デー（病院

祭）にて千羽鶴でブルーサークルを作り、糖尿病予防の啓発に努めた。 
・『医師と歩く森林セラピー』（10月20日開催）において血糖測定を行い、啓発に努

めた。 
（課 題） 
 地域と協力しながら森林セラピーの広報に努める。 

349 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 
・眼科医と視能訓練士による「こどもの目の病気」、総合小児科医による「食物ア

レルギー、泌尿器科医と皮膚排泄ケア認定看護師のよる、排泄に関する公開講座
など全４回開催した。 

  「視機能の発達と目の病気～大人と違うこどもの目～」  
   長野県、長野県教育委員会後援 
        ７月26日 長野市      名  
        ９月27日 こども病院   109名  
   第６回病院祭イベント 
  「正しく知ろう！食物アレルギーへの理解と対応」 
          10月19日 こども病院 69名 
  「悩んでいませんか？こどもの「おしっこ」と「うんち」」 
   上田市と共催     ２月28日 上田市 69名 
（課 題） 

27年度も公開講座を継続して開催する予定。また自治体との協同についても検討
する。 

350 

機

構

本

部 

Ａ 

 
No235再掲 

351 

阿南病院では、改築工事により休止して

いた病院祭を再開するとともに、関係機関

との連携を深めるための交流会を開催す

る。 

阿

南 
Ａ 

・耐震化改築工事により中断していた病院祭を、新しい病院の披露を兼ねて６月14
日に４年ぶりに開催した。新たに設置されたヘリポートにおいて信州ドクターヘ
リによる離発着訓練及び見学会、駐車場周辺でのお祭り広場やステージイベン
ト、院内での健康ミニチェック、認知症判定など、小さなお子さんからお年寄り
まで、新しくなった阿南病院の機能を理解していただくことができた。 

・地域との交流イベント等を開催し、地域とのつながりの強化を図った。 
（イメージアップ大作戦 11月15日、３月27日） 

352 

木曽病院では、創立50周年記念事業とし

て講演会の開催やパンフレットの作成など

を通じて、病院の取組や役割等に関しての

情報発信に努める。 

木

曽 
Ａ 

平成 26 年 11 月１日に病院感謝デー（病院祭）と同時に開院 50 周年記念式典を 
開催し、記念講演会、記念 DVD の作成（50 年の歩み）マスコットキャラクターの
募集などを通じて、病院の取組みや役割等に関しての情報発信を行った。 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(2) 医療に関する調査及び研究 

 

中期 

目標 

ウ 医療に関する試験研究への参加 

治験（国へ新薬の製造を承認申請するための成績収集を目的とする臨床試験）や医療に関する研究開発事業等に積極的に参加し、医療水準の向上に資す

ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

353 

ウ 医療に関する試験研究への

参加 

治療の効果や安全性を高め

るために、各県立病院の持つ

機能、特長を活かして治験（国

へ新薬の製造を承認申請する

ための成績収集を目的とする

臨床試験）を推進する。治験

の実施に際しては、治験に参

加する患者の人権と安全に問

題が生じないように十分な配

慮をする。 

また、大学等の研究機関や

企業と連携した共同研究等に

積極的に取り組み、県内の医

療水準の向上を図る。 

ウ 医療に関する試験研究への

参加 

治験（国へ新薬の製造を承

認申請するための成績収集を

目的とする臨床試験）につい

ては、審査委員会の設置など

で適正かつ安全な実施環境を

整備するとともに、各県立病

院の状況に応じて積極的な実

施を図る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・治験審査委員会を必要時に開催している。 

・治験実施件数：2件（小児胃潰瘍、市中肺炎） 

354 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

平成24年度から実施している試験と並行し、平成26年度から統合失調症を対象とした新た

な治験を開始した。 

実施件数：３件（すべて終了）  

（課 題） 

・前薬を中止する治験のため、患者側にリスクがある。 

・評価尺度の作成に時間がかかるなど、医師の負担が大きい。 

355 
阿

南 
Ｂ 

（業務の実績） 

・製薬会社からの治験の依頼はなし。 

・市販後医薬品の副作用発生報告１件 

（課 題） 

地理的条件等により、当院への治験依頼は期待できない。 

356 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・新薬承認申請のための臨床試験を１件実施 

・製造販売後後調査は製薬メーカーへ６件報告 

357 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

治験管理室の業務として、小児治験ネットワークを介した多施設共同治験への参加が２件

当院単独で１件実施した。被験者の選定は継続して行っている。 

治験支援機関である（株）エシックとの間でＣＲＣ業務等の委託契約を締結しており、治
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験事務局と連携しながら業務を行った。 

実施中の治験３件のうち１件は平成27年度前半に終了。 

358 

ウ 医療に関する試験研究への

参加 

治療の効果や安全性を高め

るために、各県立病院の持つ

機能、特長を活かして治験（国

へ新薬の製造を承認申請する

ための成績収集を目的とする

臨床試験）を推進する。治験

の実施に際しては、治験に参

加する患者の人権と安全に問

題が生じないように十分な配

慮をする。 

また、大学等の研究機関や

企業と連携した共同研究等に

積極的に取り組み、県内の医

療水準の向上を図る。 

医療に関する共同研究等へ積

極的に参加し、医療水準の向上

を図る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

浅野直子遺伝子検査科部長 

平成 26 年度厚生労働科学研究委託事業（革新的がん医療実用化研究事業） 

「びまん性大細胞型Ｂ細胞リンパ腫の新規難治性病型に対する治療研究」 

359 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

長野県看護大学と「看護師が向精神科の副作用を説明するうえで感じる困難とそれにたい

する支援」について共同研究を実施した。 

360 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

内科医が信州大学医学部附属病院と局所麻酔薬に関する動物実験の共同研究を実施して

いる。 

（課 題） 

常勤医師の減少により医師の負担が増加しており、共同研究等に参加できる環境整備が必

要である。 

361 
木

曽 
－ 

（業務の実績） 

該当なし 

362 
こ
ど
も 

Ａ 
（業務の実績） 

厚生労働省科学研究費委託事業2件を受託し、小児医療に関する研究に参加した。 

363 

大学などに、日常診療の指導

のみならず、研究を指導できる

人材の派遣を依頼し、臨床情報

の積極的な活用を図る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

産業医科大学に職員を派遣しＤＰＣデータの活用を図り、その研修報告会及び経営企画室

会議での報告を行った。 

12月8日 「超高齢化社会に向けた須坂病院の方向性」 

 高野千晶診療情報管理士 

364 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

長野県看護大学の教員２名に、当センターの現任看護職員が行っている臨床事例の研究の

指導を依頼し、精神科看護の質の向上に努めた。 

365 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・信州大学からの病理医の派遣を受け、病理診断を行うだけではなく細胞診検査や標本作製

などの指導を受けている。 

・25年度からは、新たに導入した「病理診断支援システム」を用い信州大学医学部附属病院

との間で遠隔レポート通信を行い、病理診断の迅速化及び質の向上を図っている。 
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366 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

大学から病理医を招いて臨床症例の検証・研究を行っている。 

367 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

信州大学保健学科、東京医科歯科大学保健学科より定期的に臨床検査科に教授に研究・臨

床指導に来てもらったことが、英文論文作成に有用であった。 

（課 題） 

信州大学医学部との連携大学院構想を進める 

368 

こども病院では、安全で質の

高い医療の提供に貢献するた

め、民間企業と連携した医療機

器等の研究・開発に取り組む。 

こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 

（財）テクノ財団の仲介により県内特殊車両製造事業者と新規開発したコンパクトドクタ

ーカーの運用にあたり、医療従事者の視点からストレッチャー固定装置の改良などの提案を

行うなど事業者と共同で規格の標準化を図った。 

（課 題） 

引き続き、県内外の企業と連携を模索する 
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第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 人材の育成・確保と県内医療水準の向上への貢献 

(3) 看護師養成所の運営 

 

中期 

目標 
地域医療を担う看護師の育成及び確保を図るため、看護師養成所の運営を行うこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

369 

３年課程の看護師養

成所の運営を行うこと

で、地域内での看護師の

養成・定着の推進により

県内医療水準の向上に

貢献するとともに、県の

へき地医療を担う県立

病院の医療機能強化の

ために必要な看護師確

保を図る。 

(3) 信州木曽看護専門学校の運営及び学校にお
ける看護人材の育成 
学生数目標（延人数）  30人 

県民の視点に立った地域医療などを提供す
る公的使命をもった機構立の学校として、恵
まれた自然と歴史ある環境のもと、人間の生
命や生活の質を多角的に理解し尊重できる豊
かな人間性を育むとともに、科学的思考に基
づいた看護を実践できる基礎的能力を養成す
る。また、生涯にわたって学び続ける態度を
身につけ、地域における保健・医療・福祉の
充実及び発展に貢献する人材の育成を目指
す。 

 
ア 特色あるカリキュラムの提供と看護の基礎

的実践力の育成 
・ 授業の内容に地元地域への愛着を育む工夫

を講ずるほか、へき地医療・看護の実際を体
験できる実習教育など地域性を活かしたカリ
キュラムを提供する。 

・ 基礎的な看護技術の習得と実践力の向上を
図るため、シミュレーション教育を充実する。 

・ カリキュラム及び学校生活の中にキャリア
形成に資する内容を組み入れ、社会人及び専
門職業人としての意識の醸成を図る。 

・ 木曽病院をはじめとする臨地実習施設にお
ける実習体制の整備を進める。 

 

信

州

木

曽

看

護 

Ａ 

（業務の実績） 

平成25年12月の厚生労働省から看護師養成所設置認可を受けて、県立病院機構

で初めて運営する学校として平成26年４月に開校、33名が入学して、県立木曽看

護専門学校(２年課程)最後の学生と同じ校舎で一年間を過ごした。１期生は全員

県内在住者で、約半分が木曽、上伊那、南信州地域の出身者であった。 

・一年次は38単位1,050時間のカリキュラムを展開 

・環境論では木曽の自然を活かして、自然と人間、里山の暮らし、森林セラピー

などについて校外活動で体験しながら学び、看護師に重要な五感を磨く授業を

実施（4月～7月） 

・基礎看護技術は演習及び技術テストへの過程で練習、実習で実践･振返りを実施 

・基礎看護学実習では各施設 (木曽病院の他に伊那、塩尻、安曇野の３施設)と協 

議・連携しながら実施（7月、2月） 

 

（課 題） 

・２学年分のカリキュラム調整及び実習体制の整備 

・基礎学力向上へのサポート体制の工夫 
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370 

イ 教員の安定的な確保及び教育力の向上 

・ 機構所属の専任教員を、計画的な専任教員

養成講習会の受講などで養成するとともに、

臨床現場である県立病院との人事交流の促進

などにより安定的な確保を図る。 

・ 同教員などがシミュレーション教育研修を

受講できる環境を整備するとともに、教務主

任講習会の受講に向けた準備を進めるなど、

教育力の向上を図る。 

信

州

木

曽

看

護 

Ａ 

（業務の実績） 

・他校から移籍した経験豊富な教員、県からの派遣教員、県立病院から専任教員

養成講習に派遣した臨床経験豊富な教員等が集まり、それぞれの教育経験を出

し合い、協議を重ねながら取組み 

・新任教員については、他の３年課程の県内看護専門学校の協力を得て専門領域

実習に関する研修を実施。 

（課 題） 

・基礎学力向上への指導体制 

・平成27年度教務主任養成講習への派遣 

371 

ウ 学生募集及び学生確保に向けた取組 

・ 近隣地域を中心とした高校進路指導担当者

への積極的な周知を図るとともに、学習意

欲・目的意識の高い学生の確保に向け、一般

入試に指定校などの推薦入試を組み合わせる

選考を実施する。 

・ 学校の認知度を高めるため、ホームページ

など各種の広告媒体でのＰＲ、オープンキャ

ンパスの開催などを通じた県内外への幅広い

広報活動を引き続き実施する。 

信

州

木

曽

看

護 

Ｂ 

（業務の実績） 

・ 近隣高等学校訪問、高等学校進路相談会参加、模擬授業、学校見学受入実施 

・７月･８月、年２回オープンキャンパスを実施、保護者を含め150人余参加 

・推薦・一般入学試験各１回実施し、受験者合計は80人余（前年120人余） 

・オープンキャンパス参加者アンケート結果より、ホームページからの情報把握

者の増加を確認 

・ホームページのブログは月３回程度更新 

（課 題） 

・県内高等学校等への情報伝達の強化(学校訪問、高校進路相談会、模擬授業等)  

・オープンキャンパスの実施(時期を高等学校の夏休み中を含むよう修正)、ホー

ムページ活用（ブログ更新率の上昇）等による学校認知と関心の向上 

・一般入学試験の時期及び回数の見直しにより入学学生数を確保 

372 

エ 学生の学習環境及び生活環境の整備・充実 

・ 学校の運営に必要な、校舎施設、設備及び

教材の整備等を引き続き行う。 

・ 木曽地域外からの学生確保や、学生の生活

環境整備のため、民間賃貸宿舎借り上げの拡

充等を検討する。 

信

州

木

曽

看

護 

Ａ 

（業務の実績） 

・図書室は昨年に続き木曽郡町村会からの専門図書整備への支援をいただき、段

階的に蔵書数を増加中、図書司書を週１回配置して環境整備 

・学生宿舎１棟10戸を借り上げて提供（通学の困難性と経済力を考慮した選考に

よる）を開始し、学生の経済的負担の軽減に貢献した。さらに、地元木曽町の

協力も得て秋からは新たな学生宿舎建設に着工、３月に１棟18戸が完成して２

期生の入居(同じく選考)に対応 

（課 題） 

・段階的に具体的な教育方法に相応しい教材を整備 

・駐車場の舗装 

・学生とともに校舎内外の美化 
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373 

オ 地元関係団体などとの連携・協力体制の構築

など 

・ 教育の質的向上、学校運営の改善に向け継

続的な自己評価などを行う。 

・ 学校の運営及び学生生活の支援等に関して

広く意見を求めるため、地元行政機関・地域

住民などから学校評議員を選出し、学校評議

会を開催する。 

・ 地元行事への参加、地域の人々の教育活動

への参画及び学園祭の開催などを通じて、地

域との交流を深めるとともに地域への定着を

図る。 

信

州

木

曽

看

護 

Ａ 

（業務の実績） 

・学校評議員を委嘱し、評議委員会を開催(6月) 

・校外授業(5月、6月)や地元行事等（9月、11月、2月）への参加により地元の方々

と交流 

・図書担当教員と司書を中心に、看護大学や看護協会との連携体制を整備(５月)、

地元高等学校との図書相互貸借制度を開設(３月) 

（課 題 

・引き続き学校評議員等からの意見を収集 

・教育の自己評価の仕組みを検討 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 

評 

価 
説 明 

374 

 

(4) 次期中期計画作成に向けた取組 

・ 今期中期計画の最終年度であるこ

とを踏まえ、機構全体でその成果を

とりまとめ、周知などを図るととも

に、関係諸機関との意見交換などを

行う。 

・ 次期中期計画については、設立団

体である県を始め関係機関との連携

などを図りながら、機構全体で作成

に向け取り組む。 

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

・過去4年間の成果と今後の課題をまとめた。 

・次期計画を作成し、機構本部と協力し行政等に説明を行った。 

375 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・院内で医師、看護師などからなる「中期計画検討コアチーム」の検討会を

行い、今後の方向性やあるべき姿を協議した。 

・病院運営協議会を２回開催し、関係者と意見交換を行った。 

・近隣の昭和伊南総合病院、伊那中央病院、飯田市立病院、信濃医療福祉セ

ンターと懇談を行った。 

・独法化４年間の成果をまとめ、その中の課題を思われることを次期中期計

画に盛り込んだ。 

376 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

成果のまとめを下伊那南部医療協議会総会において説明し、周知を図ると

ともに、理解を得た。 

377 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・Ｈ22年度から取り組んできた成果と今後の課題をまとめた。 

・次期の計画について地元関係団体と意見交換を行い、そこでの意見を反映

させつつ作成を行い、機構本部と協力し、行政等へ説明を行った。 

378 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・４年間の成果をとりまとめ、こども病院運営協議会や関係会議などで周知

し、意見交換を行った。 

・第１期中期計画期間における当院の課題等を踏まえ、ＰＩＣＵの増床など

必要な施策を次期中期計画の目標に掲げることができた。 

379 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

・各病院等とのヒアリングを重ね、収支計画との整合性も取りながら第２期

中期計画を作成し、県へ認可申請した。県議会２月定例会において議決さ

れ、３月13日付けで認可された。 

・本部では、医師会、看護協会、関係市町村等へ出向き説明し、意見交換を

行った。 
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380 

 

(5) 医療制度改革への対応 

・ 各県立病院では、平成26年度に創

設される病床機能報告制度に向けた

準備などを行う。 

・ 今後県が策定する地域医療ビジョ

ン及び新たな財政支援制度などにつ

いては、その動向を注視しながら制

度の活用を想定した準備などを進め

る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

病床機能報告の対応として、地域包括ケアシステムの中での当院のあり方

を検討し、地域包括病棟や看護基準等の検討を行った。 

381 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

病床機能報告の裏付けとなる入院患者等のデータを収集、分析し、H26年11

月に一般病棟を「急性期病棟」として報告を行った。 

382 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・病院機能報告制度については、予定とおり報告を行うことができた。 

・地域医療構想については、情報収集しながら当院での病床機能の分析を行

った。 

383 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

病床機能報告については、入院患者等のデータを収集・分析し、H26年11

月にH26年７月１日時点及び６年が経過した日の医療機能予定について報告

を行った。 

384 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

病床機能報告については、９月理事会において情報提供をし、各病院の報

告予定について10月理事会において報告した。 



- 150 - 

 

- 150 - 

 

 

 

  

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 組織運営体制の構築 

(1) 柔軟な組織・人事運営 

 

中期目標 医療を取り巻く環境の変化に迅速に対応できるように、的確な組織・人事運営を行うこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 

評 

価 
説 明 

385 

医療環境の変化に迅速に対応し、

患者のニーズに沿った安全で安心な

医療提供を行うため、年度途中にお

ける必要人員の補充等に速やかに対

応できるように随時採用ができる制

度を導入するほか、病院機構の有す

る人的資源の有効な活用を図るな

ど、地方独立行政法人制度の特長を

十分に活かした柔軟で的確な組織・

人事運営を行う。 

県立病院の機能を維持向上させるた

め、医療機関に適した病院機構独自の人

事制度について引き続き検討する。 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

８月 医師人事制度（業績評価制度）について理事懇談会を実施 

（課 題） 

 院長等の意見交換を踏まえて引き続き検討する。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 

評

価 
説 明 

386 

医療環境の変化に迅速に対応

し、患者のニーズに沿った安全で

安心な医療提供を行うため、年度

途中における必要人員の補充等

に速やかに対応できるように随

時採用ができる制度を導入する

ほか、病院機構の有する人的資源

の有効な活用を図るなど、地方独

立行政法人制度の特長を十分に

活かした柔軟で的確な組織・人事

運営を行う。 

職員の確保が速やかに行えるよう、

適時適切な採用試験の実施や随時採用

などにより、必要に応じて職員を採用

する。採用計画の立案に際しては、各

県立病院が提供する医療サービスの内

容・施設基準・収支の見通しを十分把

握・分析し、効率的な職員配置に努め

るものとする。 

なお、人件費の医業収益に対する比

率（人件費率）を随時注視し、その低

減に努める。 

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

・７対１看護体制の維持に努め、積極的な看護師の採用を行った。 

・歯科口腔外科開設に合わせ、歯科医師常勤1名、非常勤2名を採用し歯科衛生士1

名、歯科助手1名を採用した。 

・地域包括ケア病棟増床に伴い理学療法士を2名採用した。 

（課 題） 

・地域包括ケア病棟を十分活用するためのリハビリテーション職員を確保すること

が重要である。 

・医師の獲得に向けては、年俸制の導入が具体化されていない状況を再考する必要

がある。 

・育成した看護師が長期間勤務可能な環境整備のために、夜勤勤務者の確保及び夜

勤回数の適正化、看護の質を担保するための人員確保などが課題である。 

・夜勤対応可能者の確保 

387 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・副院長を３人体制とし、医療安全と児童精神科医療の充実、地域連携室の強化を

行った。 

・育児休業等に対応するため、必要な職員を年度中途に随時採用した。 

・デイケアに精神保健福祉士１名を採用し、就労プログラムの充実を図った。 

・地域連携室の機能強化のため4月に事務職員1名を増員し、初診予約の充実を図っ

たほか、診療所や高等学校への訪問を実施し、当院に対してのニーズ把握を行っ

た。 

・薬剤師1名をプロパー化し、院外処方体勢を図り、平成27年４月より院外処方を

開始した。 

・看護師4名を採用し、アルコールプログラムの改定や、うつストレスケアの看護

体制の充実に努めた。 

（課 題） 

・病床利用率を高めることで医業収益を向上させ、更なる人件費比率の抑制を図る。 

・医師、看護師の確保に引き続き努めるとともに若手人材の育成を図る。 

・事務職員のプロパー化を推進する。 
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388 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

産休・育児休業代替職員や欠員が生じた場合は、有期雇用職員として随時採用を

行っている。（ハローワークへの求人登録、関係機関等への働きかけ等） 

389 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

医師をはじめ、職員の産休・育児休業等に対応し、随時職員を採用している。（年

度中途の採用：育児休業代替看護職員１名） 

390 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

診療部、看護部等、必要な部署には、随時正規職員をはじめ有期常勤職員の採用

を迅速に行っている。（年度中途の採用：医師９名、看護師６名、医療技術職員３

名、事務職員10名） 

391 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

(1) 看護職員採用試験の実施（年３回） 

・看護師選考試験については通年募集を実施 

・選考試験を年３回実施し、合計58名を確保 

・年度中途採用者１名 

(2) 医療技術職員選考試験の実施（年３回） 

・選考試験を年３回実施し、11職種32名を採用 

・年度中途採用者２名 

(3) 事務職員選考試験の実施 

27年４月：採用選考により、新たにスタッフ職層16名の事務職員を採用 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

392 

医療環境の変化に迅速に対応

し、患者のニーズに沿った安全で

安心な医療提供を行うため、年度

途中における必要人員の補充等

に速やかに対応できるように随

時採用ができる制度を導入する

ほか、病院機構の有する人的資源

の有効な活用を図るなど、地方独

立行政法人制度の特長を十分に

活かした柔軟で的確な組織・人事

運営を行う。 

病院運営上の様々な課題について、

病院の担当者間で横断的に議論・検討

などを行うプロジェクトチームを積極

的に活用する。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

・各病院や個人の持つノウハウや情報を共有するとともに、経費節減を目的として

設置した経費削減のための事務連絡会議、診療情報管理士連絡会議等のプロジェ

クトチームなど、何れも複数回の会議を開催し、経費削減等に積極的に活動した。 

・情報化推進プロジェクトチームでは、BCPの一環としての信州メディカルネット

を活用したバックアップシステムの構築が実現不可となったことにより、新たな

新たなバックアップシステムを構築するための検討を開始した。 

（課 題） 

・27年度以降も一層積極的に取組を進める必要がある。 

・電子カルテのバックアップシステムについては、新たなシステムの構築が必要な

ため、費用対効果の面からも検討が必要であるとともに、BCPに関する情報収集

や意見交換を行う必要がある。 

393 

各県立病院においても、担当者レベ

ルまでの確実な情報伝達手段の確立及

び院内横断的な検討を行う組織の確立

を目指す。 

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

・グループウェア「Aipo」を活用し、院内研修会や各委員会からの伝達事項の周知

を行っているほか、職員全員へ配布する院内新聞「みちしるべ」による情報伝達

も行っている。 

・定期的に各種委員会、運営会議を開催し、院内横断的な検討、情報伝達を行って

いる。 

・毎月１回全体朝礼を行い職員に対する周知を行っている。 

・年に１回、医師、看護師、医療技術部職員、医事事務職員及び事務職員が、院内

研究発表会を行い、相互に研究結果を発表する場を設けている。 

・毎朝病棟看護師長によるベッドコントロール会議を開催している。 

（課 題） 

・グループウェアの安定運用のため、本部による維持管理体制確立が急務である。 

394 

駒

ヶ

根 

Ａ 

・全職種が参加し毎朝実施している朝会（840会議）において、情報共有を行い、

的確なベッドコントロールを実施している。 

・院内横断的な検討を行う組織として、病院運営会議を毎月開催しているほか、多

職種の職員が参加する各種委員会を開催している。 

・病院のトップである院長が、直接職員に対して第１期中期計画の実績と第２期中

期計画の内容について説明を行った。 
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・ 事務及び医療技術職員のプロパー化をさらに進めるため、次期中期計画期間中の採用計画を策定する。（機構本部 322再掲） 

・ 各県立病院間での医師等の人事交流及び相互派遣が円滑に行えるように、各県立病院間の連携体制を整備する。（５病院・機構本部 79～83再掲） 

  

７月「独法化４年間の成果と今後の課題に関する説明会」 

  延べ３回実施 参加職員76名 

３月「第２期中期計画説明会」 

  延べ２回実施 参加職員78名 

・病院運営会議における決定事項や経営状況を掲載した「病院運営会議だより」を

全職員に配布し、情報共有と経営参画意識の醸成を図った。 

395 
阿

南 
Ａ 

・運営会議を毎月開催して、各セクション代表に情報伝達するとともに重要案件の

検討を行っている。 

・各種委員会を開催し、日常的な業務等についての検討を行っている。 

396 
木

曽 
Ａ 

月に２回開催している運営委員会のほか、各委員会活動、院内情報システムを通

じて情報の共有が行われている。 

397 

こ

ど

も 

Ａ 
各種院内会議において周知の徹底を図っているほか、電子メールによる即時の情

報の配信などにより情報伝達の徹底に努めている。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 組織運営体制の構築 

(2) 職員満足度の向上 

 

中期目標 職員の満足度が向上する働きやすい環境の整備に努めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

398 

就労環境に関する職員ニー

ズの把握に努め、院内保育所や

職員宿舎の整備など、職員の仕

事と生活の両立に配慮した働

き易い環境の整備を進める。 

職員の要望を踏まえて、院内

保育所の拡充について引き続

き検討する。 

須坂病院では、平成24年４月

に開所した院内保育所「カンガ

ルーのぽっけ」の充実を図る。 

こども病院では、院内保育所

での土曜・日曜日保育の実施に

向けた検討を行う。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

平成24年４月に開設した365日開園している院内保育所「カンガルーのぽっけ」（定員10名）

では、保護者が安心して働ける環境の提供に努めるとともに、「ハロウィンパーティー」「ク

リスマス会」を開催し病院と保育所の交流を深めている。 

 保育総延人数1,656名 1日最多6名 （H25年 990名） 

看護師保育延人数 1,380名 

事務職保育延人数 180名 

399 

駒

ヶ

根 

Ｂ 

（業務の実績） 

院内保育所は、託児サービス利用助成の利用状況やその成果等を踏まえて、引き続き検討

を行う。 

400 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

現在、院内保育所の設置についての要望ないが、未満児保育を実施している近隣の保育園の

斡旋等により対応している。 

401 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

カーテンのクリーニングを実施し、院内保育所の環境整備を図った。 

402 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

職員のニーズを踏まえた保育体制の充実として、平成27年度からの土曜日及び平日時間外の

保育を拡充するため、院内保育所運営の委託化を決定した。院内保育所運営協議会等を通じて

保護者、労働組合、保育所職員等の理解を得るとともに、プロポーザル方式の発注により質の

高い委託業者の選定を行った。 

（課 題） 

委託業者と綿密な連絡調整を行い、職員のニーズに沿った保育所運営を進める。 

403 
職員宿舎については、職員の

ニーズ等に常に留意しながら

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

看護師確保のため必要に応じて、民間アパートの借り上げ等を行うとともに不要な物件につ

いては整理を行った。 
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404 

計画的な充実・確保を図る。 駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・当院所有の宿舎（４戸）の稼働率を年間通じて100％を維持した。 

・民間物件及び看護大所有宿舎を活用し、職員のニーズに対応した。 

405 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

独身寮の「アークヒル阿南」については、ワンルームマンション化を進めており、前年度か

ら今年度にかけて新たに３部屋の改修を行った。 

また、医師住宅については、２戸改修を行った。 

406 
木

曽 
Ａ 

看護師宿舎の老朽化に伴うリニューアル工事を平成24年度から４年間の計画で進めており、

平成26年度は８室の改修を行った。 

407 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

設備の経年劣化が著しいため、年次計画に基づき、給湯器を始めとする設備の更新を進めて

いる。 

（課 題） 

ライフスタイルの変化による入居者の要望（畳をフローリングにするなど）に合ったリフォ

ームを段階的に実施している。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
 

408 

就労環境に関する職員ニ

ーズの把握に努め、院内保

育所や職員宿舎の整備な

ど、職員の仕事と生活の両

立に配慮した働き易い環境

の整備を進める。 

職員の心身の健康の保持増進

及び快適な職場環境の形成のた

めに、健康相談の充実を図るとと

もに、健康づくり等心身の健康に

関する研修を実施する。また、福

利厚生の一環として県立５病院

合同のスポーツ大会を開催する。 

須

坂 
Ａ 

・職員が仕事場のみならず日常生活の場においても安全で安心に暮らせるために、警察ＯＢに

よる講話を職員新聞の「みちしるべ」に掲載している。 

みちしるべ9月発行「相手の目を見る・エコドライブの勧め」 

みちしるべ12月発行「広い視野・鋭い感覚・素早く」 

ＨＫＯ会から（病院に勤務する警察ＯＢの勉強会） 

みちしるべ2月発行「身の回りの安全・院内の安全、再確認」 

・職員の心身の健康の保持増進と病院職員同士の横断的な交流を図るため、サークル活動支援

制度を作り、エアロビサークルへの支援で職員間の交流が深まるなど、魅力ある職場づくり

に努めている。 

・職員からカイゼン会議に提案のあった院内ソフトバレーボール大会を6月14日に開催したとこ

ろ、委託業者職員も含め103名の参加で職員間の交流が深まった。 

409 

駒

ヶ

根 

Ａ 

・病院独自に毎月１回外部の専門家によるメンタルヘルス相談窓口を設けて職員の心の健康を

確保することに努めた。 

・９月より院内各部署に相談員を配置し、相談員となる職員に対して研修会を行った。 

・11月に院長が自らハラスメント撲滅宣言を行い、労働組合と協働しながら撲滅に向け対策を

行っている。 

410 
阿

南 
Ａ 

安全衛生委員会の開催と毎月の職場環境の巡視により、快適な環境の整備に努めた。 

411 
木

曽 
Ａ 

・新規採用職員の巡回相談、健康診断結果による健康相談等を年３回実施した。 

・健康づくり講演会を実施した（10名参加）。 

・職員の福利厚生と地域との交流を目的に、木祖村駅伝大会へ木曽病院のチームとして参加し

た。 

412 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

 職員の福利厚生と地域との交流を深めるため、10月12日に開催された安曇野ハーフマラソン

プレ大会へ９名参加した。 

413 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

(1) 保健師による新規採用職員向けの巡回相談 

各病院に対し３回実施（延 315名に対し実施） 

(2) 全職員を対象に健康診断結果に基づく健康相談、メンタルヘルス相談を巡回により実施 

各病院に対し３回実施（メンタルヘルス相談 延 350名、保健指導 延 319名に実施） 
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(3) 新規採用課程（メンタルヘルス）研修３回実施（4/10,4/17,4/24） 計117人出席  

セルフケア研修 須坂病院にて4所属 67人出席 

 (4) 職員の福利厚生と地域との交流を目的に、阿南町駅伝大会へ阿南病院チームが参加し、

機構本部からも選手として４名参加した。 

（課 題） 

セルフケア研修1回分を27年度5月29日にこころの医療センター駒ヶ根で実施予定。 

414 

５病院共通の職員満足度調査

を継続的に実施し、職員満足度の

向上につながる各種施策の検討

を行う。 

須

坂 
Ａ 

H25年12月に実施した職員意識調査（345人に実施）の報告会を3月3日に実施し、現状の把握

を行い参加者間で討論を行った。（参加者56人） 

415 

駒

ヶ

根 

Ａ 

・26年度に実施した調査結果について、２月に院内で説明会を行った。 
・25年度以前に実施した調査結果に基づき、以下の取組を実施した。 

 病院運営会議だよりの発行（全12回） 
 院長による病院の方針についての説明会（延べ５回） 

・職員意見箱の設置 
  26年度中の回答数34件 

416 
阿

南 
Ａ 

経営企画会議において、職員満足度調査結果の分析・検討を行い、次の取り組みを行った。 
・全職員を対象とした中期計画・年度計画・経営状況等の説明会を３日間で５回実施し、当

機構及び当院の実情と今後の方向性について理解を深めた。（参加者107名） 
 ・院内情報交換会を２回開催（参加者107名） 
 ・年休の取得促進（院内通知により喚起） 
 ・職員旅行の実施（親睦会に依頼し２月に日帰り旅行を実施） 
 ・病院だより及び職員だよりの発行 

417 
木

曽 
Ａ 

平成26年10月に調査を実施し、調査結果に基づき各部において昨年との比較、職場の活性化
に向けた取組みを検討した。 

また、５月から２月にかけて、月２回、院長、看護部長、事務部長による院内巡視を実施し、
職員との意見交換を緊密に行った。 

418 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 
・平成26年10月  職員満足度調査を実施。 
・  27年２月  職場責任者等を対象とした説明会を実施。 
・    ２月～ 調査結果を踏まえた職場ごとの取組及び病院としての取組の推進 

（課 題） 
・ＰＤＣＡサイクルによる取組の推進 

419 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 
・８月   打ち合わせ会議を開催し、実施内容の確認及び昨年度の業者に委託決定 
・11月   調査票確定 
・12月末  調査の実施及び回収 
・２月   木曽病院を除く４病院で調査結果報告会を開催 
・３月   理事会において各病院の評価と取組状況について報告 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 組織運営体制の構築 

(3) 医療組織にふさわしい人事評価制度の構築 

 

中期目標 医療組織に適した、職員の能力や業績を適正に評価する人事評価制度の構築を進めること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 

評 

価 
 

420 

人材育成、人事管理に活用

するため、現行の人事評価制

度を医療組織に適する公正

で客観的な制度に再構築し、

早期の実施を目指す。 

職員の業績や能力を的確に評価し、人材

育成、人事管理に活用するため、現行の人

事評価制度を医療組織に適する制度に再

構築する。 

医師については、業績評価の導入に向け

た具体的な検討を行う。 

医療技術職については、「人事・研修の

基本方針」に基づき制度の見直しについて

引き続き検討する。 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

4月17日 医師人事制度（業績評価制度）について理事懇談会を実施 

（課 題） 

院長等との意見交換を踏まえて引続き検討 
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【中期計画】 

必要な人材の確保を図るため、育児を行う医療従事者等が勤務しやすい短時間勤務制度や他の医療機関との相互支援が可能となる兼業制度など、多様な勤務形態

を導入する。 

【年度計画】 

職員が仕事と生活を調和（ワーク・ライフ・バランス）させ、安心して働き続けられるように、次の制度を活用する。（以下再掲） 

・ 育児と仕事の両立を可能とする育児短時間勤務及び有期短時間勤務形態などの制度 

・ 働きながら大学院等への進学を希望する職員に配慮した修学部分休業制度 

・ 他の医療機関との相互支援が可能となる兼業制度 

 

  

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 組織運営体制の構築 

(4) 多様な勤務形態の導入 

 

中期目標 多様な勤務形態を導入して、医師をはじめとする医療従事者の人材確保を図ること。 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 組織運営体制の構築 

(5) 機構本部のあり方の検討 

 

中期目標 （なし） 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 

評 

価 
説 明 

421 （なし） 

機構本部がその機能を最大限に発揮でき、各県立病院への支

援などをより効果的に実施するための、組織形態や職務範囲に

関して本部機能の移転も含めた検討を引き続き行う。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

・機構本部の組織を見直し、総務課と経営企画課の２課体制にすることを決

定。理事会において承認された 

・本部の移転については、地域医療ビジョン等県との連携が必要なため、当

面行わないこととした。本部移転候補先となりうる場所についての調査を

実施した。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 経営体制の強化 

(1) 病院運営への参画 

 

中期目標 職員の業務改善に対する意欲を高めて、病院運営へ積極的に参画していく仕組みを作ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 
評価 説 明 

422 

病院経営に関する情報

等を定期的に職員に周知

するほか、業務改善や増

収・経費節減策に関する職

員提案制度を設けるなど

して、職員の病院運営への

参画意識を醸成する。 

月次決算をはじめとする

経営指標について引き続き

理事会などで確認するとと

もに、その状況の全職員への

周知を徹底する。 

・ 経営感覚の向上などを

目的とした、全職員を対

象とした病院経営に関

する研修を引き続き実

施する。を引き続き実施

する。 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

病院機構会計制度等研修会を本年度は初任者及び中堅者に分け実施。中堅者については実地に

より研修 

・初任者（4/4 参加者：11名） 

・中堅者（9/9ここ駒３名、9/10阿南２名、9/26こども５名、9/30木曽10名、10/2須坂２名） 
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423 

病院経営への職員の参画

意識を高めることなどを目

的に、業務改善に関する提案

をなど職員から募集する「病

院力アップ職員提案」を機構

全体で引き続き実施する。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 
・新たな視点からの問題点、改善案等を各部署の代表者により検討する「カイゼン会議」を4回開

催した。 
・26年度実績は以下の通り。 

会議開催日 提案内容 
第 1回 平成 26年 4月 21日 
（2 件） 

１）事務業務のコード化→病院事務業務の標準化⇒事務部で検討
する 
２）診断書等の受付窓口と入院費支払い窓口の集約化 
→診断書作成を効率的に実施するための提案⇒通常の受付とは
別に設置できるかも含め幹部会議に報告 

第 2回 平成 26年 5月 19日 
（2 件） 

１）事務業務のコード化  
→受付などの比較的簡単な業務からコード化を進め、対応職員が
変わっても業務が低下しないよう工夫されてはどうかとの提案
⇒医事課内で検討する 
２）医療安全報告ボックス 
→医療安全上気になることを何でも誰でも報告できるボックス
を医療安全管理室前に設置する提案⇒実施する方向で管理者会
議に提案する 

第 3回 平成 26年 8月 18日 
（3 件） １）専用ろ過装置を新設し、井戸水を飲料水に利用す

ることで水道料金の削減を図る 
→専用ろ過装置の設置によって井戸水を飲料水に利用し、水道料
金の削減を図る提案⇒⇒データを提供し導入可能かを検討した
のちに導入する 
２）「診断書・証明書の発行について」HP に掲載 
→ホームページに診断書・証明書の掲載を行う提案⇒広報担当か
実施する 
３）院内掲示ルール 
→院内の掲示物で壁面を汚損しているので、汚さない材料を使用
したルールを定める必要がある提案⇒院内情報誌「みちしるべ」
等で院内周知する 

第 4回 平成 27年 9月 22日 
（1 件） 
 

１）専用ろ過装置を新設し、井戸水を飲料水に利用することで水
道料金の削減を図る 
→専用ろ過装置の設置によって井戸水を飲料水に利用し、水道料
金の削減を図る提案⇒データを提供し導入可能かを検討したの
ちに導入する 
２）電力供給契約の長期契約化による割引制度の活用 
→入札業者が 1社になった中で 3年契約することで費用が削減で
きる提案⇒管理者会議に提案する 

 
（課 題） 
提案制度の維持継続 
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・ 病院運営上の様々な課題について、病院の担当者間で横断的に議論・検討などを行うプロジェクトチームを積極的に活用する。（機構本部 392再掲） 

・ 各県立病院においても、担当者レベルまでの確実な情報伝達手段の確立及び院内横断的な検討を行う組織の確立を目指す。（５病院 393～397再掲） 

  

424 

  

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・機構への職員提案では、病院経由で10件の応募があった。 

・今年度より独自の取組として、職員意見箱を設置し、病院運営などについての意見を募集してい

る。今年度は34件の意見があり、改善できる事から改善を行っている。 

 

（課題） 

・職員意見箱の中には、批判的な提案も多いことから、業務改善の提案などできるだけ建設的な意

見が出されるような工夫を検討する。 

425 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

経営企画会議において、増収策などを検討するとともに、経費削減にも取り組み、職員全体の意

識の向上を図っている。 

426 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

運営委員会において、燃料や電気について毎月の使用量を確認し、昨年同月と比較を行い、経費

節減に努めている。 

427 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

業務改善や増収・経費削減策に関する職員提案を募集し、26件の提案のうち６件を採択（院内独

自３件、病院機構全体３件）し、業務改善等の取組の推進につなげた。 

また、例月の収支状況を各種会議で報告、周知し、職員個々が病院運営への参画意識を高めるよ

う努めている。 

428 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

・６月   事務部長会議で年間スケジュールの提示及び趣旨説明等 

・７月   「強調月間」として提案募集を行った（提案数：15件） 

・８月以降 提案の検討等 

・関連会議等へ意見照会を実施 

（課 題） 

27年６月に開催される理事会で優秀提案の表彰及び発表を予定（優秀提案３件） 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 経営体制の強化 

(2) 権限と責任の明確化 

 

中期目標 県立病院と病院機構本部の権限と責任を明確にして、迅速な意思決定ができるようにすること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

429 

迅速な意思決定により県

立病院の医療機能が最大限

に発揮できるように、病院

現場の実態に即した権限の

付与を行うなど、県立病院

と病院機構本部の役割を明

確にして効率的な業務運営

を行う。 

各県立病院が、その医療機

能を最大限に発揮するため

に、病院長はその付与された

権限に基づき、迅速な職員採

用、効率的な予算原案の作成

及びその執行を含め年度計画

を責任を持って達成する。 

須

坂 
Ｂ 

（業務の実績） 

産休・育児・休業等に対しては、ハローワークや新聞広告、情報誌等により人材確保に努めて

いる。 

（課題） 

職員採用について、院長権限が最大限発揮できる機構全体の組織風土 

430 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・職員参加による検討会議及び病院運営会議における検討を通じて、第２期中期計画及び年度計

画を策定した。 

・当院の広報部門を強化するため、年度途中に専門的な知識・経験を有する職員を採用した。 

・臨時的な修繕、緊急の物品調達等、柔軟な予算執行により円滑な病院運営に努めた。 

431 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・産休・育児休業代替え職員や欠員が生じた場合は、有期雇用職員として随時採用を行っている。

（ハローワークへの求人登録、関係機関への働きかけ等） （再掲） 

・本館棟の完成に伴い減価償却費が増大したため、収支見通しを考慮しながら、必要度、緊急度

を踏まえ予算執行に努めた。 

432 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

パート職員については、募集から採用まで迅速な対応を行っている。 

年度計画を踏まえるとともに、年度末の収支見通しを考慮しながら、支出の削減を行うなど、

責任を持った予算の執行を行った。 

433 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・非常勤職員については、ハローワークへの求人を速やかに行い、病院経営上必要な職員採用を

行っている。 

・翌年度分の医療機器の購入については、１０８品目の購入希望に対して、院長ヒアリングを行
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い、その必要性・緊急性を精査し２８品目に絞り込みを行った。（再掲） 

・事務部だけでなく、各部署においても業者との価格交渉を行い、一層の支出額の縮減に努めた。

（再掲） 

・比較的緊急度の低い医療器械については年度末の更新とし、器械の有効活用と減価償却費の抑

制に努めた。 

・診療材料メーカーについて、取引実績上位20社のうち18社を訪問し、積極的な価格交渉を行い、

費用の削減に努めた。 

・院内の各部署の代表者から構成する委託料削減の検討チームを立ち上げ、5回にわたり仕様内容

等を検討し、費用の圧縮に努めた。 

・機構本部主催の経費削減事務連絡会議での検討を行い、他病院のノウハウ等を活用して経費全

体の圧縮に努めた。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 

評 

価 
説 明 

434 

迅速な意思決定により県

立病院の医療機能が最大限

に発揮できるように、病院

現場の実態に即した権限の

付与を行うなど、県立病院

と病院機構本部の役割を明

確にして効率的な業務運営

を行う。 

機構全体で、年度計画を達

成するための行動計画（アク

ションプラン）を策定し、Ｐ

ＤＣＡサイクルによる業務運

営を行う。 

須
坂 

Ａ 

（業務の実績） 
・診療科、各病棟、各部門が年度計画を策定している。 
・年度初めと上半期に診療科部長、各部門師長、各部門科長が院長ヒアリングを行い目標の進捗

を確認した。 
・事務部では年度当初に目標発表会によって各人の役割の明確化を行い、年度末に結果報告会を

開催することで成果の確認と共有化を行った。 

435 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・アクションプランに基づく実績・成果ついては、各部門において10月に中間評価を、３月に期

末評価を実施し、今後の課題を検討した後、病院運営会議において各部門から成果・課題の発
表を行った。 

・今年度の反省を踏まえて次年度から、拡充事業・新規事業については具体的な実行スケジュー
ルを策定し、進捗管理を行うことした。 

436 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
・年度計画達成のため各セクションにおいてアクションプランを策定し、ＰＤＣＡサイクルによ

る業務改善を行った。 
・具体的な数値目標を設定し、上半期での進捗状況のチェックと下半期に向けての課題等のチェ

ックを行った。 

437 
木
曽 

Ａ 
（業務の実績） 

年度計画を達成するため、各科でＢＳＣの作成及び評価を実施しており、「年度計画」→「各科
ＢＳＣ」→「自己業績評価」について整合性を図った取組を行っている。 

438 
こ
ど
も 

Ａ 

（業務の実績） 
・年度計画を基に、各関係部署の計画をまとめたアクションプランを策定した。 
・四半期毎に実施する各所属責任者との院長ヒアリングの際、アクションプランの進捗状況の確

認を行った。 

439 

県
立
５
病
院
・
機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
・中長期ビジョン及び年度計画に基づき、アクションプランを年度当初に策定し４月の理事会に

おいて報告している。 
・毎週の機構本部連絡会議及び戦略会議などにおいて、必要な情報の共有が図られている。 

（課 題） 
進捗が思わしくない事業などの計画の見直しや実施内容の再検討など 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 経営体制の強化 

(3) 経営部門の体制強化 

 

中期 

目標 

経営環境の変化に迅速かつ効果的に対応できる体制を充実強化すること。 

病院特有の事務に精通した職員を育成・確保して専門性の向上を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

440 

経営環境の変化に迅速かつ的確

に対応して安定的な病院経営を行

うため、病院機構本部及び各県立

病院の経営企画体制を充実する。 

また、病院運営や医療事務等に

精通した人材を積極的に確保・育

成して経営能力等を強化すること

により、健全な病院経営を図る。 

病院経営を支える事務職員の確保・

育成を図るため「事務部門強化に係る

平成26年度計画」に基づき、機構全体

の体制強化を図る。 

・ 「プロパー化推進計画」を見直

しながら、病院勤務経験者などの

採用を実施し職員のプロパー化を

推進する。 

機

構

本

部 

Ｂ 

（業務の実績） 

・４月     ３名の事務職員を割愛採用 

    事務部長会議において、今年度の検証スケジュール、事務職員

の採用計画を明示 

・５月     職員へ周知を実施 

・５月、８月  ヒアリング及び中期計画により各病院の人員配置計画を確認し

採用数を確定 

・９月から   採用計画に基づき採用選考を実施 

        スタッフ職として16名採用（有期雇用職員を対象とした選考採

用での採用者含む） 

・10月     各病院の上半期の取組みについて、効果とコストを検証 

・１月から   上半期の検証を踏まえ27年度計画を作成 

・３月     事務部長会議において27年度計画を決定、理事会において報告 

（課 題） 

・薬局長・事務幹部職員の確保するため、採用選考試験を実施したが確保できな

かった。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

441 

経営環境の変化に迅速かつ的確

に対応して安定的な病院経営を行

うため、病院機構本部及び各県立

病院の経営企画体制を充実する。 

また、病院運営や医療事務等に

精通した人材を積極的に確保・育

成して経営能力等を強化すること

により、健全な病院経営を図る。 

病院経営を支える事務職員の確保・

育成を図るため「事務部門強化に係る

平成26年度計画」に基づき、機構全体

の体制強化を図る。 

・ 医事部門の円滑な運営に向けた

体制の整備などに努める。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・医事課を含む事務部では年度当初に目標発表会によって各人の役割の明確化を

行い、年度末に結果報告会を開催することで成果の確認と共有化を行った。 

・リハビリテーション科の業務補助のため医事課職員を配置した。 

442 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・医事部門は、（株）ニチイ学館への業務委託により対応した。毎月、ニチイの支

店長、病院課課長との定例会を開催するなど、連携を密にし、業務改善、診療

報酬請求の適正化に努めた。 

・平成26年11月から、医師及び看護師の事務的作業の軽減及び、診療現場におけ

る適正な診療報酬請求を行うため、病棟クラークを業務委託により配置した。 

443 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・診療情報管理士資格を新たに１名が取得し、医事課長、専任者、医療ｸﾗｰｸ 

の有資格者間での連携により、カルテ監査、請求漏れ対策等に取組んでいる。 

・医療ｸﾗｰｸによる外来迅速検体検査加算、救急医療管理加算の算定ﾁｪｯｸを励行し

ている。 

・医事部門の入院会計担当は引き続き派遣とし、医事課長による手術伝票の点検

等、直接的な指揮命令系統を敷いている。 

・健診会計担当は、H24年度から直営化している。H26年度中途で直営職員が病欠

したためニチイ派遣で当座補充したが、ただちに公募によりH27年度からの後任

を確保した。 

444 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

医事業務委託職員との連携を密にし、業務改善や診療報酬請求の適正化に努め 

た。 

445 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・直営化した入院診療請求部門の専門性の向上を進めたことで、査定率の低減を

図ることができた。 

・職員１名が新たに診療情報管理士の資格を取得した。 
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446 

病院経営を支える事務職員の確保・

育成を図るため「事務部門強化に係る

平成26年度計画」に基づき、機構全体

の体制強化を図る。 

・ 病院長の目指す経営方針の実現

に向け、情報の共有化を推進する。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

・定期的に各種委員会、運営会議を開催し、院内横断的な検討、情報伝達を行っ

ている。 

・毎月行っている運営会議では、院長自らが作成した資料による説明が行われて

いる 

・毎月全体朝礼を行い、職員に対する周知を行っている。 

・グループウェア「Aipo」を活用し、院内研修会や各委員会からの伝達事項の周

知を図ったほか、職員全員に配布している院内新聞「みちしるべ」による情報

伝達を行った。 

・年に１回、医師、看護師、医療技術部職員、医事事務職員及び事務職員が、院

内研究発表会を行い、相互に研究結果を発表する場を設けている。 

447 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

・院長が職員に対して第１期中期計画の実績と、第２期中期計画の内容について

説明を行った。 

７月「独歩化４年間の成果と今後の課題に関する説明会」 

  延べ３回実施 参加職員76名 

３月「第２期中期計画説明会」 

  延べ２回実施 参加職員78名 

・病院運営会議における決定事項や経営状況を掲載した「病院運営会議だより」

を全職員に配布し、情報共有と経営参画意識の醸成を図った。 

448 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

・病院長の目指す経営方針について、具体的に企画、立案、検討を行う組織 

として経営企画会議を毎月開催し、経営指標などの情報の共有化を図っている。 

・計画に基づき事務職員のプロパー化を進めている。 

449 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

ＢＳＣ（バランスト・スコアカード）により、病院全体の年度目標の認識を行

うとともに、各部署及び個人の目標への落とし込みや具体化を図った。 

450 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

病院長の目指す経営方針について、具体的に企画、立案、検討を行うため経営

企画会議を月２回開催した。会議の結果については、院内の各種会議、メールマ

ガジン等を通じて職員に周知し、情報の共有化を図っている。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

451 

経営環境の変化に迅速かつ的確

に対応して安定的な病院経営を行

うため、病院機構本部及び各県立

病院の経営企画体制を充実する。 

また、病院運営や医療事務等に

精通した人材を積極的に確保・育

成して経営能力等を強化すること

により、健全な病院経営を図る。 

須坂病院では、経営改善を目的に既

存の制度等の見直しを図り、良好な施

設運営の実現を目指す。 

須

坂 

 

Ｂ 

 

・院内では経営企画室会議等で休日出勤時の休日給支給を改め、代休取得を進め

る方向を確認した。 

452 

ＤＰＣ対象病院である、須坂及び木

曽病院並びに対象病院となる予定のこ

ども病院では、診療内容の透明化・標

準化を図るとともにＤＰＣ請求におけ

る精度の向上のため、ＤＰＣ分析結果

の運営委員会等へのフィードバックを

行いながら常に改善に取り組む。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・ＤＰＣ請求に関しては、適切なコーディングを行うとともに他職種との連携に

より精度向上のための取組を行った。 

・ＤＰＣ分析については、増収を図るためのデータ収集等分析ソフトを活用し、

経営企画室会議、ＤＰＣ委員会等で提案を行った。 

・診療情報管理士による院内広報誌「診療情報管理士だより」を発行し院内への

情報発信を行った。 

・適切なコーディングのため、ＤＰＣ委員会でコーディングマニュアルを用いて

事例検討を行った。 

（課 題） 

自院のデータを様々な角度から分析し収益改善につながるよう、一層の取組の

充実を図る。 

453 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

・医事担当者と診療情報担当者が連携して、ＤＰＣコーディングの精度向上に努

めた。 

・電子カルテシステム更新に伴い、新しいコーディング支援システムを導入し、

院内のコーディング体制の適正化を図った。 

・ＤＰＣデータ分析の結果を中期計画策定資料、各部門への情報提供、経営分析

などに活用した。 

（課 題） 

 ＤＰＣデータのより一層の活用に努める。 

454 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

・県外小児病院と小児ネットワーク研究会を立上げ（15施設）症例検討会を行っ

た。 

・DPC症例に対し、請求確認、症例検討の実施を行い増収へ結びつけた。 

・医療技術部門とのDPCによる増収について運用等検討を行った。 
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・ 先進病院等への職員派遣研修を実施する。（機構本部 257再掲） 

・ こども病院では、上記に併せて、診療科ごとの原価計算システムを構築し、病院経営分析の充実を図る。（こども 337再掲） 

  

455 

産業医科大学への訪問研究員の派

遣、信州大学医学部附属病院との勉強

会の開催などにより、ＤＰＣ調査デー

タの分析力・解析力の向上などを図る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

産業医科大学に職員を派遣し、その研修報告会を開催した。 

12月8日 「超高齢化社会に向けた須坂病院の方向性」 

 高野診療情報管理士 

456 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

 産業医科大学への訪問研究員派遣により、分析能力の向上を図った。 

（課 題） 

 今後も訪問研修や勉強会に積極的に参加し、職員の育成、能力向上を図る。 

457 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

ＤＰＣスタディを１回実施した。ＤＰＣ分析、情報の活用方法についての情報

交換を行った 

（課 題） 

ＤＰＣデータの分析・解析手法を学ぶことでその分析力・解析力の向上を図り、 

院内への情報提供を行う。 

458 

５

病

院

・ 

機

構

本

部 

Ａ 

（業務の実績） 

ＷＧによる取組 

・年間６回ＷＧを開催 

・医療安全管理者との合同会議を年間計２回開催 

・ＷＧによる臨床評価指標の拡充と公表 

・4/15 平成26年度診療報酬改定についての研修会を開催 

・9/12 信大病院との勉強会（ＤＰＣスタディＷＧ）の実施 

（課 題） 

医療安全管理者との合同カルテ監査の実施 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

３ 業務運営の改善 

(1) 業務運営に必要な指標の把握と活用 

 

中期目標 クリニカルインディケーター（臨床評価指標）等を整備し、その指標に基づいた医療提供と病院経営が行える体制を構築すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病 

院 

評 

価 
説 明 

459 

医療の質を量り、改善す

るための県立病院共通の

クリニカルインディケー

ター（臨床評価指標）等を

整備して情報分析を行う

ことにより、医療の質を向

上させるとともに、安定し

た経営の確立を図る。 

診療情報管理士などで構成される連

絡会などが中心となり、地域の疾病・患

者動向等の把握・分析を行うことで、病

院全体の経営企画力の向上を図る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・産業医科大学に職員を派遣し、その研修報告会及び経営企画室会議での報告を行った。 

12月8日 「超高齢化社会に向けた須坂病院の方向性」 

 高野千晶診療情報管理士 

・上記診療情報管理士の提案を経営企画室会議で検討し、誤嚥性肺炎の対応について管理

者会議に提案した。 

・診療科別、疾患別、圏域別情報等の分析を行い、より詳細なデータの把握を行うととも

に、収益性を高める提案を行った。 

・須坂病院運営協議会において、須坂病院の第2期の展望を診療情報管理士が地域の人口、

疾患別の患者推計等により分析してデータを提供した。 

・全自病「医療の質の評価、公表推進事業」に参加した。指標のベンチマークによりＱＩ

委員会等を通じてフィードバックを行い、医療の質の改善を図った。 

・院内独自の指標をＱＩ委員会で作成し医療の質の向上を図った。 

460 

駒

ヶ

根 

Ｂ 

（業務の実績） 

・電子カルテ導入後、毎月の動態を部門別、病棟別、圏域別、疾患別等でデータを蓄積し

分析を行い、患者について状況把握を継続的に実施している。 

・第２期中期計画の作成に伴い、認知症、児童の患者動向等について現状分析を行い、検

討時の参考資料とした。 

・７月から、全国自治体病院協議会主催の「医療の質の評価・公表等推進事業」に参加し、

データ提出を開始した。 

（課 題） 

・「医療の質の評価・公表等推進事業」で得たデータの院内フィードバックを含めた活用

方法について検討する。 

・精神科独自のクリニカルインディケーターについて考案、検証し、ホームページ掲載を

充実させる。 
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461 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

  運営会議において、診療科別患者数、平均在院日数、稼働額の毎月動態統計を公表、分

析し、収益確保の対策、意識づけを喚起している。 

462 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

 診療情報管理士連絡会を通した情報交換により、他院の取り組み等を参考にできた。 

463 

こ

ど

も 

Ｂ 

（業務の実績） 

・診療情報管理士会において、クリニカルインディケーターの項目についての検討を行い

機構ホームページに掲載を行った。 

・ホームページのリニューアルを行い、掲載項目を増やし、患者数及び手術件数などの指

標をホームページに掲載し県民に向けアピールを行った。（再掲） 

・医療安全管理者と合同による、診療録監査の実施を5病院で行った。 

（課題） 

・医療の質（ＱＩ）について整備及び導入 

 

464 

５
病
院
・
機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 

・クリニカルインディケーターＷＧを計４回開催 

・臨床評価指標（クリニカルインディケーター）を３項目拡充し機構本部ホームページに

公表した。 

（課 題） 

医療の質評価指標公開に向けた検討 

465 

阿南病院では、さらなる業務運営の改

善を図るため、クリニカルインディケー

ターを用いた分析や経営企画会議の開

催を継続する。 

阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

地域の人口動態や医療動向を加味した阿南病院独自のクリニカルインディケーターを

毎月の経営企画会議に提示し、臨床指標を用いた量的、質的な現状の把握、分析を行い経

営力の評価を行っている。 

（課 題） 

アウトカム・プロセス評価についての医局及び各部門へのフィードバックとその実践 

466 

県立病院の月次決算等のデータと、各

県立病院がベンチマークとする病院（民

間・公的・他自治体病院等）の様々な指

標や財務状況について比較を行うこと

で、経営状況を客観的に分析・把握する

とともに、他病院の経営ノウハウの積極

的な導入を図る。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

・診療情報管理士連絡会議への出席や、分析ソフトを活用したデータ収集、他病院の経営

情報との比較を行う中で、当院の経営状況について分析等を行っている。 

・職員の産業医科大学研修報告会として以下の報告会を行った。 

・12月8日 「超高齢化社会に向けた須坂病院の方向性」 

 高野千晶診療情報管理士 
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・ クリニカルインディケーター（臨床評価指標）のホームページ上での公開項目の拡充などを進めるとともに、クオリティインディケーター（医療の質の評価
指標）の公開に向けた検討を行う。（機構本部 102再掲） 

・ ＤＰＣ（診断群分類包括評価）データを始めとする各種データを活用して診療内容や経営状況などの分析を行うとともに、データを活用した各種計画の策定
や執行管理などを行う。（須坂・木曽・こども 98～101再掲） 

・ 人件費の医業収益に対する比率（人件費率）を随時注視し、その低減に努める。（５病院・機構本部 386～391再掲） 

  

467 
駒
ヶ
根 

Ａ 

（業務の実績） 
・診療情報管理士が中心となって、病院経営上必要な診療実績に関するデータの収集及び

分析を行い、院内に積極的に情報発信を行った。 
・第２期中期計画の策定に伴い、参考データを作成し、各種会議や病院幹部へ情報提供を

行った。 
・平成27年１月から、毎月20日頃に朝会840で月１回当月の入院患者の状況、病棟別入院

日数の状況報告を開始し、現状報告と病床利用率向上を院内全体に促した。 
（課 題） 
・当院は精神科単科でDPCを実施しておらず、他病院とのベンチマークが困難である。今

後は他病院との比較を行えるようにDPCデータの作成とデータ提出を行えるように準備
を進めていくことが必要である。 

・クリニカルインディケーターの内容評価の実施 

468 
阿
南 

Ａ 

（業務の実績） 
地域の人口動態や医療動向を加味した阿南病院独自のクリニカルインディケーターを

毎月の経営企画会議に提示し、臨床指標を用いた量的、質的な現状の把握、分析を行い経
営力の評価を行っている。 
（課 題） 

アウトカム・プロセス評価についての医局及び各部門へのフィードバックとその実践 

469 
木
曽 

Ｂ 

（業務の実績） 
月２回の運営委員会において、毎月の病床利用率や入院単価などの診療実績を検証し、

経営状況の分析・把握を行うとともに、医療の質の向上に資するクリニカルインディケー
ターの採用についての検討を行った。 

470 
こ
ど
も 

Ｂ 

（業務の実績） 
・月２回の経営企画室会議において、毎月の病床利用率や入院単価などの診療実績を検証

し、経営状況の分析・把握を行った。 
・診療科別の原価計算システム及び診療報酬請求もれに対するシステムの構築など、経営

改善に向けて取組んだ。 

（課 題） 
・平成26年度にＱＩ（医療の質）について小児病院研究会（診療情報管理士）にて検討を

行い県外小児病院での比較を行えるよう整理を行った。 

471 

機
構
本
部 

Ａ 

（業務の実績） 
毎月理事会等で報告を行っている「経営状況表」の様式を改良し「同規模他病院との比

較」の欄を設け、各病院の各種指標や財務状況について比較している。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

３ 業務運営の改善 

(2) 効率的な予算の編成と執行 

 

中期目標 地方独立行政法人制度の特長を活かした、効率的・効果的な予算の編成と執行を行うこと。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

病

院 

評

価 
説 明 

472 

柔軟かつ弾力的な会計制

度を構築するとともに、多様

な契約手法を活用して効率

的・効果的な予算の編成と執

行を行う。 

医薬品・診療材料等の調達

に関して、契約方法の見直し

などにより経費削減を図る

とともに、診療報酬に係る施

設基準を十分に検討して増

収策を講じるなど、多面的な

経営改善努力を行う。 

各予算執行者が、中長期ビジ

ョンや年度計画及び長期的な

投資計画や収支見通しに基づ

いた、責任ある予算原案の作成

を行う。 

須

坂 
Ａ 

（業務の実績） 

中期計画、年度計画及び投資計画等に基づいた予算原案の作成を行っている。 

473 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 

第１期中期計画の実績及び病院運営会議等における検討を通じて、第２期中期計画を達成す

るための予算編成を行った。 

474 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 

経営内容の分析を行いながら、年度計画・中長期ビジョンに沿った効率的・効果的な予算編

成を行う。 

475 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 

収入・支出に係る現状や年度末までの見込みを踏まえ、地域唯一の病院として必要なサービ

スの提供・充実のため、見込まれる収入と必要な経費等の支出の両面を精査しつつ、健全経営

の維持の観点に立った予算原案の作成を行った。 

476 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 

26年度決算見込みを踏まえ、ＤＰＣ導入による効果を見極めつつ、経営分析を行った。更に、

費用削減方策についても検討を加えながら、第2期収支計画の立案を行った。 

（課 題） 

第2期中期計画中の収支、キャッシュフローの状況の検証が必要である。 

477 

収入見通しの作成に際して

は、地域の患者動向や各県立病

院における増収策を的確に反

映させるなど、以下のとおり取

須

坂 

Ａ （業務の実績） 

・定期的に施設基準等管理委員会を開催し、施設基準に関しての検討を行っている。 

・今年度は、地域包括ケア病棟入院料1等の3件を新たに届け出たとともに、歯科口腔外科開設

関連で4件の届出を行った。 
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478 

り組む。 

・ 診療報酬の改定に対応し

た、施設基準の適切な届出

を行う。 

駒

ヶ

根 

Ａ 

（業務の実績） 
・救急搬送患者地域連携のため、昭和伊南総合病院、諏訪中央病院と転院に関する協議を行い、

救急搬送患者地域連携受入加算の届出をした。 
・精神科救急搬送地域連携のため、諏訪湖畔病院と転院に関する協議を行い、精神科救急搬送

患者地域連携紹介加算の届出をした。 
・診療報酬改定に伴い、A2病棟の急性期治療病棟入院料に医師配置加算が新設され、届出をお

こなった。１患者１日500点の加算で、年間で約3，900万円の収入増となった。 
・精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院料の施設基準である「在宅移行比率６割以上」

を満たすため、毎月２回入院中患者の在院日数等を病棟ごと一覧表を作成し各病棟師長へ配
付し、施設基準の遵守を行った。 

（課 題） 
・診療録管理体制加算の施設基準を満たし、届出を行う。 
・特定入院料の病床が多く、病床利用率の向上が課題である。 

479 
阿

南 
Ａ 

（業務の実績） 
・毎月の経営指標については、診療科別・診療行為別の診療単価、増減要因、診療報酬及び薬

価改定の影響度など含めた分析を行っている。 
・施設基準については、人員配置、構造設備の変更の都度、確認等を行っている。 

具体的には、H26年度４月には、OT増員に伴う脳血管ﾘﾊ基準引き上げ、医療クラーク増員によ
る医師事務補助作業加算の基準引き上げを適応し、病棟への専任薬剤師配置による病棟薬剤
業務実施加算を１月から新規届出算定した。 

（課 題） 
医局へのアプローチを積極的に行うとともに、意識に温度差が見られるコメデイカル部門へ

も、継続的にオーダ増を呼びかけ、行動を喚起していく。 
また、看護必要度加算の算定の可否が不安定であるので、３階病棟のA評価該当者を増やして

いく。 

480 
木

曽 
Ａ 

（業務の実績） 
・毎月の月次決算時に科別、診療内容別の収益分析を行うとともに、運営委員会で職員に周知

した。 
・新たな施設基準の届出として「大腸ＣＴ撮影加算」、「小児アレルギー負荷検査」、「がん患者

指導料」等の届出を行った。 

481 

こ

ど

も 

Ａ 

（業務の実績） 
平成２６年度からＤＰＣ対象病院として診療報酬算定を開始したことやＩＣＵ病棟でのより

点数の高い小児特定集中治療室管理料の届出により、患者数が前年より減少したにも関わらず、
前年より1億円を超える収益の増加となった。今後もＤＰＣデータを活用した経営分析により、
小児高度専門医療分野における標準化の検討とともに増収を図っていく。 

（課 題） 
算定漏れ対策ソフトの活用やコメディカル部門との連携による指導料の算定増。 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

評 

価 
説 明 

482 

柔軟かつ弾力的な会計

制度を構築するとともに、

多様な契約手法を活用し

て効率的・効果的な予算の

編成と執行を行う。 

医薬品・診療材料等の調

達に関して、契約方法の見

直しなどにより経費削減

を図るとともに、診療報酬

に係る施設基準を十分に

検討して増収策を講じる

など、多面的な経営改善努

力を行う。 

収入見通しの作成に際しては、地域の患者

動向や各県立病院における増収策を的確に反

映させるなど、以下のとおり取り組む。 

・ 出来高算定項目の実施率向上及び包括

項目の効率化のための分析を行う。（須

坂、木曽、こども病院） 

Ａ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

・クリニカルパスの見直しに際しては、指導料等の適正な算定を可能とすることで、

出来高算定の実施率の向上を図った。 

・分析ソフトを活用し増収項目の検討を行った。 

○木曽病院 

 診療データ、会計データ、ＤＰＣデータ等を活用し、院内各部門との連携を取りな

がら検討を行い、改善に努めた。 

483 

収入見通しの作成に際しては、地域の患者

動向や各県立病院における増収策を的確に反

映させるなど、以下のとおり取り組む。 

・ 人間ドック受診者増加に向けた取組み

を充実する。（須坂、阿南、木曽病院） 

Ａ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

・日帰り人間ドック  1,295件（前年1,229件） 

・1泊2日人間ドック  235件（前年234件） 

・生活習慣病予防検診  914件（前年886件） 

・特定健診審査 76件（前年60件） 

・企業健康診断 480件（前年538件） 

・オプション検査 3,531件（前年2,646件） 

・利用しやすくするためホームページをリニューアルし、予約状況の更新を週1回か

ら毎日更新に変更した。 

・ドックのキャンセルに対し、予約枠確保のための取組を行った。 

○阿南病院 

・ホームページ、市町村広報誌等により広報活動を実施 

・管内関係機関の定例会の際に、当院ドック活用推進について依頼を実施 

・管内の小中学校を訪問し、公立学校共済組合の脳ドックを勧誘した 

 ・得意先にPRパンフをメール送信 

  ・地元食材を使ったドック食（千代幻豚、アルプスサーモン）に季節メニュー 

を導入しPR 

○木曽病院 

・日帰り人間ドック  479件（前年 454件 105.5％） 

・一泊二日人間ドック   12件（前年  17件  70.5％） 

・生活習慣病予防検診 565件（前年 593件  95.2％） 

・胸部ＣＴ等のパンフレットを作成し、ホームページや病院便利帳（木曽郡内全戸
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配布）で人間ドックの広報、近隣の事業所を訪問してＰＲを行った。事業所訪問

により、１社と人間ドック契約企業を締結することができた。 

・３２０列ＣＴを有効活用するため、人間ドックオプション料金を約半額の7,000

円に設定して利用者を例年の約２倍に伸ばすことができた。 

 

（課 題） 

○阿南病院 

・脳ドックのフルコースが伸び悩んでいたため、医師による読影結果説明など 

運用の改善を取り入れた。さらなる勧誘が必要である。 

・郡内町村保健師との連携及び再受診につなげる事後指導の充実を図る。 

・午前受診の受入など、婦人科健診のキャンセルの防止に努める。 

484 

収入見通しの作成に際しては、地域の患者

動向や各県立病院における増収策を的確に反

映させるなど、以下のとおり取り組む。 

・ 下伊那郡下條村における股脱検診の受

託、同郡阿南町における一部地域での健

康診断の受託を検討するとともに、商工

会健診の検査コースの見直しによる受診

単価の向上や、検査の利点をアピールし

受診機会の増加を目指す。（阿南病院） 

・ 備品等の購入に際しては、利用可能な

ものを有効活用するなど、経費の節減に

努める。（阿南病院） 

Ａ 

（業務の実績） 

○阿南病院 

 ・下條村対象の股脱検診受託は、下條村が飯田市の整骨院に安価で委託していて 

当院の単価が高額であることを理由に受託が難航したが、再度勧誘した結果、 

H27年度から受託することで合意した。 

・人間ドックは、休止していた火曜日を再開させたが、阿南町国保等の受診者がH25

年度に集中していたためH26年度は伸び悩んだ。一方、生活習慣病予防健診は協

会けんぽでも精力的に受診を勧奨しており、新規の企業からの受診も含め増加と

なった。ただし健診単価の高いドックの割合が減ったため全体の収益は減少し

た。 

   人間ドック受診者  ▲21件  収益 ▲827千円  

   生活習慣病予防健診 ＋31件  収益 ＋398千円 

・商工会健診の検査コースの見直しによる受診単価の向上や、検査の利点をアピー

ルし受診機会の増加が図られた。 

   受診者 ＋ 3件、 収益増 +24千円 

・新館の備品等の配置については、関係セクションと調整し、使用可能なもの（特

殊浴槽、製氷機等）は旧館から移設し、経費節減に努めた。 

 

（課 題） 

○阿南病院 

 ・医師の確保 

 ・脳ドックのフルコースが伸び悩んでいたため、医師による読影結果説明など 

運用の改善を取り入れた。さらなる勧誘が必要である。 



- 179 - 

 

- 179 - 

 

 

  

485 

収入見通しの作成に際しては、地域の患者

動向や各県立病院における増収策を的確に反

映させるなど、以下のとおり取り組む。 

・ 薬品管理システムと統合して運用を開

始する物流管理システムについて、新た

な委託業者と連携しながら、預託方式導

入による在庫削減効果を検証するととも

に、経費及び材料費の一層の削減に向け

た方策を検討する。（こども病院） 

Ａ 

（業務の実績） 

○こども病院 

・ＳＰＤシステム（院内物流管理システム）について、平成26年度から薬剤管理業務

と統合した業務委託により効率化を図るとともに、平成26年10月からの預託化によ

る在庫削減に努めた。 

・トナーカートリッジに係る経費削減を図るため、250台を超える院内のプリンターと

コピー機のうち、約60台の整理統合を平成26年２月に行った。この結果、トナーや

コピー用紙に係る経費を、整理統合後の平成26年３月から９月までの間に、前年同

期比約40万円削減することができた。 

・水道水について、公共水道に替えて、主に地下水を利用するシステムを平成26年３

月に設置した。この結果、平成26年度上半期において前年同期比約170万円の経費を

削減するとともに、災害時のライフラインの強化を図った。 

（課 題） 

○こども病院 

逆ざやが発生している診療材料について、業者との価格交渉を行い、更なる費用削

減に取り組む。 



- 180 - 

 

- 180 - 

 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

評 

価 
説 明 

486 

柔軟かつ弾力的な会計制度を

構築するとともに、多様な契約手

法を活用して効率的・効果的な予

算の編成と執行を行う。 

医薬品・診療材料等の調達に関

して、契約方法の見直しなどによ

り経費削減を図るとともに、診療

報酬に係る施設基準を十分に検

討して増収策を講じるなど、多面

的な経営改善努力を行う。 

各県立病院では、医業未収金につい

て、「病院機構未収金対応方針」及び「病

院機構未収金対応マニュアル」に基づ

き、発生の未然防止や回収などに努め

る。 

こども病院では、この未然防止策の一

環として、退院時の当日会計システムの

導入を進めるとともに、新たに導入した

シグネチャーオンファイル契約による

カード決済 （支払い額の確定前に予め

カード決済の了承を受ける決済方式）の

利用率向上を図る。 

Ａ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

(1) 未収金の未然防止 

 低所得等で支払困難と予想される患者や過去に未収金が存在する患者等

にあっては、入院中又は外来受診時にMSWとも連携して個別対応を行った。 

(2) 未収金の縮減・回収強化 

 ・ 入院申込書の様式改正や支払誓約書の提出は継続したが、滞納者への

督促については十分に取り組むことができなかった。 

○こころの医療センター駒ヶ根 

 ・6月より新たに病棟ごとの未収金事務担当者制とし、より細やかな未収金

対策を行った。 

・12月に収納強化月間を設定し、文書及び電話での督促を集中的に行ったこ

とで、長期間入金していない患者からの入金があるなど、一定の効果が見

られた。 

・精神保健福祉士や医事委託業者と日常的に協力し、入院中など早期から未

収金対策を行うことで、未収金発生の未然防止に努めた結果、未収金額が

減少している。（過年度分 26年度末7,147千円 25年度末7,398千円） 

○阿南病院 

・H25年度末現在の過年度未収金（個人） 残高 30件 762千円 

・H26年度末現在の過年度未収金（個人） 残高 14件 361千円 

 残高水準は、H23年度から暫減しており医業収益の0.1％未満と低水準。 

H26年度も退院会計が出てすぐに電話連絡を行うなど早い時期からの督促

を励行した。後期高齢者や生保の比率が高く一部負担金が比較的低廉であ

ることもあるが、地域がら、債務者のキーパーソンの把握、督促が効果を

上げている。 

○木曽病院 

25年度末現在の過年度未収金（個人）残高 23,756千円 

26年度末現在の過年度未収金（個人）残高 19,806千円 

・入院申込書の保証人欄を連帯保証人に改めるなど、支払誓約書等の様式変

更を行い、連帯保証人が用意できない患者に対しては、入院申込時に預か

り金対応をして未収金の発生防止に努めた。 
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・定期的な文書及び電話による継続的な督促と６月及び１２月に「未収金徴

収強化月間」を設けて、訪問、電話及び催告状送付による徴収を行った。 

・悪質な患者に対しては、法的措置として少額訴訟を実施し、回収を行った。 

○こども病院 

定期的な督促状、催告状の送付に加え、年２回期間を設けて、重点的に電

話督促を行った。また、入院説明時に限度額適用認定制度やシグネチャーオ

ンファイル契約（事前に届出をしたカードでの自動決裁）について説明する

ことで未収金の未然防止に努めた。 

○機構本部 

・医業未収金については、毎月の経営状況表に対応状況を記載することによ

り、対応への意識向上に努めた。 

・平成25年３月に策定し各病院へ通知した「未収金対策マニュアル」に基づ

き取組を強化した。 

（課 題） 

○須坂病院 

・担当任せではなく組織として未収金対策を図る体制づくり 

○こころの医療センター駒ヶ根 

・未収金マニュアルの見直しを行い、未収金発生の未然防止、未収金の回収

に積極的に取り組む。 

○阿南病院 

・過年度に発生した未収金は対前年末との比較で残高において改善したが、

生活保護の適用以前の発生分については回収が遅延している。 

・H26年度発生分についてはケースワーカーの協力もあり、比較的少額であ

ったことから、引続き定期的な督促に努める。 

・現在適用除外とされている、県の医療費損失補償補助事業の適用範囲の拡

大を県に求めたい。 

○木曽病院 

行方不明者の追跡方法についての検討（弁護士権限を使用しての照会の検

討など）。 

○こども病院 

・支払督促制度や少額訴訟制度の利用の検討検討 

・住所不明者に対する対策の検討。 

○機構本部 

引き続き、各病院と連携し未収金対策への支援を行う。 
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◯未収金収納状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）
当年度 区分 須坂 駒ヶ根 阿南 木曽 こども 阿南老健 木曽老健 計 収納率

うち個人分 29,013 12,791 3,584 25,374 4,146 3,897 5,090 83,894

上記個人分の今

年度収納額
22,170 11,266 3,584 21,436 2,496 3,847 5,024 69,823

26年度当初の
未収金額

5,327 1,793 74 3,761 1,933 40 270 13,198

今年度収納額 1,178 407 32 1,339 606 0 15 3,577

26年度当初の
未収金額

7,646 1,115 377 4,674 916 0 719 15,447

今年度収納額 334 267 45 562 203 0 60 1,471

26年度当初の
未収金額

10,474 4,489 226 15,321 2,185 340 1,295 34,330

今年度収納額 387 665 115 2,829 458 0 85 4,540

25年度分

24年度分

23年度分

22年度以
前分

83.2%

27.1%

9.5%

13.2%
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中期計画 年度計画 

自己評価 

評 

価 
説 明 

487 

柔軟かつ弾力的な会計制度を構築

するとともに、多様な契約手法を活

用して効率的・効果的な予算の編成

と執行を行う。 

医薬品・診療材料等の調達に関し

て、契約方法の見直しなどにより経

費削減を図るとともに、診療報酬に

係る施設基準を十分に検討して増収

策を講じるなど、多面的な経営改善

努力を行う。 

予算科目や事業年度間で弾力的な運用

が可能となる会計制度を活用し、効率的な

予算執行、在庫管理の徹底により経費の節

減を図る。 

Ａ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

・前年度に更新を決定した医療機器・備品であっても、機器の有効活用のため、

状態を再度精査し更新を先送り可能なものは出来るだけ先送りした。なお、

年度途中に診療上の理由等により購入が必要となった場合には、柔軟に対応

し適切な診療体制を維持するために必要な投資を行った。 

・機器購入院長ヒアリングにおいて必要度・緊急時や機器購入による経営への

貢献度を精査し、新規および更新の機器購入を行った。 

・医薬品及び診療材料について継続的に価格交渉を実施した。また、物流管理

（診療材料ＳＰＤ）運営委員会を毎月開催し、ＳＰＤ管理システムの変更、

ラベル紛失防止、請求漏れの防止、使用期限管理、ＳＰＤ不動物品の有効活

用等に取り組んだ。 

○こころの医療センター駒ヶ根 

・新病院となって３年が経過し、業務量が安定してきたことから、運転・営

繕業務及び警備業務他について複数年契約とした。 

○阿南病院 

薬品は、在庫管理システムにより適切な在庫管理をしており、医療材料も

使用状況に応じた発注を行い、適切な在庫管理に努めている。 

○木曽病院 

給食業務委託、清掃・洗濯業務委託などは複数年の長期継続契約を締結し

執行を行った。また、支出についてその必要性を吟味し、必要があれば節間

流用するなど、迅速かつ効率的な予算執行に努めた。 

○こども病院 

・翌年度分の医療機器の購入については、１０８品目の購入希望に対して、

院長ヒアリングを行い、その必要性・緊急性を精査し２８品目に絞り込み

を行った。（再掲） 

・事務部だけでなく、各部署においても業者との価格交渉を行い、一層の支

出額の縮減に努めた。（再掲） 

・比較的緊急度の低い医療器械については年度末の更新とし、器械の有効活

用と減価償却費の抑制に努めた。 

・診療材料メーカーについて、取引実績上位20社のうち18社を訪問し、積極

的な価格交渉を行い、費用の削減に努めた。（再掲433） 
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番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

評 

価 
説 明 

488 

柔軟かつ弾力的な会計制度を構築
するとともに、多様な契約手法を活
用して効率的・効果的な予算の編成
と執行を行う。 

医薬品・診療材料等の調達に関し
て、契約方法の見直しなどにより経
費削減を図るとともに、診療報酬に
係る施設基準を十分に検討して増収
策を講じるなど、多面的な経営改善
努力を行う。 

予算科目や事業年度間で弾力的な運用
が可能となる会計制度を活用し、効率的な
予算執行、在庫管理の徹底により経費の節
減を図る。 
・ 機構本部と各県立病院の担当者で構

成する経費節減のための検討チーム
を積極的に活用して、トータルコスト
を意識した経費（費用）のあり方につ
いて検討するとともに、節減に結び付
く取組を実践していく。 

Ａ 

（業務の実績） 
○須坂病院 

医療材料費、保守契約、燃料・賃借料について内容の検討を順次進め、全
体で約1,500万円の経費の削減を実現した。 

「経費節減のための検討チーム」による院内ラウンドを1回行い（2月25日）、
昨年度設置した「リユース棚」の活用と経費節減意識の醸成を図った。 

○こころの医療センター駒ヶ根 
経費削減のための事務連絡会議に参加し、病院機構全体による医薬品・診

療材料の価格検討及び価格交渉を行い、一部値下げとなった。 
○阿南病院 

・経費節減プロジェクトチームにより経費節減の検討を進めた。 
・電子カルテ保守契約の仕様については、業者による常駐SEの配置を見送り

委託料の軽減を図った。 
○木曽病院 

「経費節減のための検討チーム」に参加し、他病院の経費節減のための取
組を参考に、当院においても取り入れなどを行った（プリンタートナーの印
刷濃度の調整等）。 

○こども病院 

・院内の各部署の代表者から構成する委託料削減の検討チームを立ち上げ、5

回にわたり仕様内容等を検討し、費用の圧縮に努めた。（再掲） 

・機構本部主催の経費削減事務連絡会議での検討を行い、他病院のノウハウ
等を活用して経費全体の圧縮に努めた。（再掲） 

○機構本部 
・病院と本部の多職種職員で構成する「経費節減のための検討チーム」を年

８回（7/2、8/1、8/27、9/17、10/15、11/17、12/8、1/16）に各病院で開
催し、各病院のデータをもとに取組の検討及び情報交換を行った。 

・当該検討チームでの議論を踏まえ、各病院で診療材料費・委託費を中心に
見直しを行った。 

・2月19日には、各病院から今年度の取組状況についての報告会を開催した。 
（課 題） 
○こども病院 

保守内容の見直しに伴う委託料及び修繕費の増減額の把握を行う。検討チ
ームによる取組を継続し、経費節減の意識を病院全体で高めていく。 
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489 

柔軟かつ弾力的な会計制度を構築

するとともに、多様な契約手法を活

用して効率的・効果的な予算の編成

と執行を行う。 

医薬品・診療材料等の調達に関し

て、契約方法の見直しなどにより経

費削減を図るとともに、診療報酬に

係る施設基準を十分に検討して増収

策を講じるなど、多面的な経営改善

努力を行う。 

・ 医薬品・診療材料の購入については、

県立病院間で情報を共有し、取引業者

の見直し、粘り強い値引交渉、交渉方

法の研究等により経費の節減を図る。

併せて、ジェネリック医薬品の採用

を、順次進めていく。 

Ａ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

ジェネリックの採用を順次進め、ジェネリック比率を19.3%（25年度19.5%）

とすることができた。 

医療材料費、保守契約、燃料・賃借料について内容の検討を順次進め、全

体で約1,500万円の経費の削減を実現した。 

○こころの医療センター駒ヶ根 

・機構全体として定められた診療材料採用に関する基本的な考え方に基づき、

診療材料採用要領及び診療材料発注要領を制定し、新規材料の採用及び在庫

管理に関する院内ルールを統一した。 

○阿南病院 

・法人全体での一括契約の進展により購入費の節減につながっている。 

・ジェネリック医薬品の採用を順次拡大した（H25:13.1%→H26:15.5%）。 

○木曽病院 

・本部、他病院と共同で医薬品の価格交渉を行い経費の節減を図った。 

・６月に約160品目を後発品に切り替えた。 

○こども病院 

ジェネリック医薬品の採用を順次拡大した。 

○機構本部 

医薬品については、本部において一括契約を継続し、理事長、病院長、薬局

長、事務担当者の多職種によりデータに基づいた卸売業者との価格交渉及び

メーカーとの情報交換を精力的に実施し、契約単価等の交渉を進め、値引率

の向上を図った。 

 併せて、ジェネリック医薬品の採用を順次進めた。 

（課 題） 

○こころの医療センター駒ヶ根 

・院内全体の最適な在庫量について引き続き検討を行い、見直しを進める。 

○こども病院 

・医薬品の仕入れ状況等のデータを県立病院間で共有し、有利な交渉を進め

る上での材料としてもらう。 

○機構本部 

・医薬品の品質と安定供給等を考慮しながら、より安価な後発品への切り

替えや県立病院間での統一を検討する。 

・交渉及び情報交換は本部担当者及び各病院薬局長・事務担当者を中心に

行うが、引続き、理事長及び各病院長も交渉に参加する。併せて実際に

医薬品を使用する医師も交渉へ参加する。 
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490 
柔軟かつ弾力的な会計制度を構

築するとともに、多様な契約手法

を活用して効率的・効果的な予算

の編成と執行を行う。 

医薬品・診療材料等の調達に関

して、契約方法の見直しなどによ

り経費削減を図るとともに、診療

報酬に係る施設基準を十分に検討

して増収策を講じるなど、多面的

な経営改善努力を行う。 

・ 各県立病院の施設設備については、

長期的な修繕改良計画を定期的に見直

し、計画的な予算編成と施設設備の長

期利用を図る。 

Ａ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

設備の修繕については、優先度を考慮した計画を立て予算を編成している。 

○こころの医療センター駒ヶ根 

平成23年度に全面改築を完了したことから、大規模な施設修繕はなかった

が、今後も長期にわたって安全性が担保されるよう適切な維持管理を行って

いく。 

○阿南病院 

本館棟の改築工事に併せた修繕・改良計画を立案し、計画的な予算執行に

努めた。 

○木曽病院 

長期的な修繕計画を参考に、計画的な予算編成に取り組んでいる。 

○こども病院 

・老朽度評価に基づき、設備等の重要性も考慮した上で、年次計画に沿った

部品等交換整備を行った。 

・予防保全を重点的に実施した結果、故障率が低下するなど設備の信頼性が

高まった。 

（課 題） 

○こども病院 

 ・経費の更なる効率的執行を図るため、年次計画の適宜見直しや事業の取捨

選択を徹底する。 

491 

・ 須坂病院では、管理栄養士による献

立の見直しと食材及び業者の選定を強

化し患者満足の向上を図る。 

Ｂ 

（業務の実績） 

○須坂病院 

・嗜好に合わせて選べる選択食や季節を感じられるクリスマス食等を提供し、

満足の向上に努めている。 

・食材の単価契約を2回から4回へ増やすとともに県内産食材にこだわり、安価

で質の良い食材の購入に努めた。 

（課 題） 

○管理栄養士業務の効率化による患者サービス向上 
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492 

・ こころの医療センター駒ヶ根では、

エネルギー管理士の助言を活用し、省

エネルギー対策を推進する。 

Ｂ 

（業務の実績） 

○こころの医療センター駒ヶ根 

各セクションの省エネルギー対策推進担当者の活動により、年間の電力使

用量を対前年度比94.0％に削減することができた。 

493 

柔軟かつ弾力的な会計制度を構

築するとともに、多様な契約手法

を活用して効率的・効果的な予算

の編成と執行を行う。 

医薬品・診療材料等の調達に関

して、契約方法の見直しなどによ

り経費削減を図るとともに、診療

報酬に係る施設基準を十分に検討

して増収策を講じるなど、多面的

な経営改善努力を行う。 

・ 阿南病院では、「信州省エネパトロー

ル隊」による診断結果に基づき有効な

省エネルギー対策を検討し実施する。 

Ａ 

（業務の実績） 

 ・「信州省エネパトロール隊」による省エネ診断報告会を実施し、有効な省エ

ネルギー対策を検討し、予算のかからない部分から取り組んだ。 

・全職員に対する使用料の削減の徹底とこまめな空調管理によりデマンド値

を抑え光熱水費を削減した。 

・委託費の見直しや公用携帯、追録等定期刊行物等についても必要性の再検

討を行い、経費の削減を図った。 

（課 題） 

 ・職員の協力があ不可欠であり、モチベーションを下げずに経費節減をする

必要がある。 

494 

 
○医療材料費／医業収益比率 

（単位：％） 

区 分 
24年度 
実 績 

26年度 
目標値 

須坂病院 25.2 24.0 

こころの医療 
センター駒ヶ根 

18.8  18.9 

阿南病院 34.1 19.8 

木曽病院 25.3 26.3 

こども病院 25.3 23.6 
 

Ａ 

（業務の実績） 
○医療材料費／医業収益比率 

（単位：％） 

区 分 25年度実績 26年度実績 

須坂病院 23.9 22.6 

こころの医療 
センター駒ヶ根 

18.9 17.6 

阿南病院 24.8 16.7 

木曽病院 25.3 25.1 

こども病院 24.1 21.5 
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・ 医療機器の選定に際しては、医師・医療技術者の代表等から構成される医療器械等審査部会で、仕様やスペックの妥当性や機種統一等の観点から検討を継続

する。（５病院・機構本部 199～203再掲） 

・ これまでに導入した医療機器等については、想定どおりの費用対効果が得られているか同審査部会で引き続き検証することとし、活用状況が想定に満たない

場合は、各県立病院で利用率向上策の検討などを行う。（５病院・機構本部 199～203再掲） 

・ こども病院では、エコーセンターを適切に運営し、超音波検査機器の効率的な運用や計画的な更新を行う。（こども 204再掲） 

  

495 

○ジェネリック医薬品採用率（院内） 
（単位：％） 

区 分 
平成24度実

績 

平成26年度

目標値 

須坂病院 
 

15.0 

60以上 

16.5 

阿南病院 12.0 14.3 

木曽病院 
 

11.1 

60以上 

20.0 

こども病院 
 

6.4 

30以上 

11.0 
 

Ａ 

○ジェネリック医薬品採用率（院内） 
（単位：％） 

区 分 25年度実績 26年度実績 

須坂病院 
 

19.5 

60.1 
19.3 

阿南病院 13.1 15.4 

木曽病院 
 

16.87 

72.0 
26.3 

こども病院 
 

10.2 

38.0 
13.4 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

３ 業務運営の改善 

(3) 病床利用率の向上 

 

中期目標 効率的な病床管理を行い、病床利用率の向上を図ること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

評 

価 
説 明 

496 

病床利用率の向上に向けて、県立病院
ごとに毎事業年度の目標値を設定したう
えで、効率的・弾力的な病床管理を徹底
する。 
○病床利用率の目標（単位：％） 
病院名 20年度実績 26年度目標値 
須坂 72.5 80以上 
駒ヶ根 55.4 85以上 
阿南 65.0 75以上 
木曽 80.1 77以上 
こども 87.0 87以上 

（注１） 
須坂病院は結核病床を除いている。 

（注２） 
こころの医療センター駒ヶ根及び阿南
病院の26年度目標値は、建替えに伴う
病床数の減少を見込んでいる。 

（注３） 
こども病院は運用病床数の利用率であ
る。 

効率的・弾力的な病床管理を徹底する。 
 
○病床利用率の目標 

（単位：％） 

区 分 
平成24年度

実績 
平成26年度

目標値 
須坂病院 86.9 78以上 
こころの医療セ
ンター駒ヶ根 

70.1 76以上 

阿南病院 46.9 61以上 
木曽病院 83.2 80以上 
こども病院 78.9 79以上 

（注１）須坂病院は運用病床（平成24年10月まで
218床、11月から222床、25年４月から226
床、８月から242床、12月から252床、26
年４月から256床）での利用率である（結
核病床を除く）。 

（注２）阿南病院は、平成25年４月から５月まで
は93床、６月からは85床の一般病棟病床
数での利用率である。 

（注３）木曽病院は、運用病床（平成25年度は186
床）での利用率である。 

（注４）こども病院は平成24年９月までは163床、
平成24年10月からは170床、平成25年10月
からは180床での利用率（何れも運用病
床）である。 

Ｂ 

（業務の実績） 
○病床利用率の目標 

            （単位：％） 
区 分 25年度実績 26年度実績 

須坂病院 83.1 74.7 
こころの医療 
センター駒ヶ根 

70.4 72.6 

阿南病院 58.3 57.3 
木曽病院 86.3 79.8 
こども病院 78.8 80.1 

・須 坂：運用病床（H24.10まで218床 H24.11から222床 
H25.4から226床 H25.8から242床 H25.12から252
床 H26.4から256床、Ｈ26.8から226床）での利用
率である。  

※結核病床（24床）及び感染症病床（４床）地域包
括ケア病棟（46床）は除く。 

・駒ヶ根： 児童精神科病棟で44.0%と利用率が低く、目
標値を達成できなかったが、他病棟では75%前
後の利用率をとなっている。（医療観察法ユニ
ットでは83.3％であった。） 

・阿 南：22年3月から精神病床（46床）を休床し、一般
病床93床。25年6月から新本館棟移転に伴い一
般病床85床となる。 

・木 曽：運用病床数に基づき算出（24年度181床、25年
度186床）した。 

・こども：運用病床数に基づき算出（24年９月まで163床、
24年10月から170床）、24年10月１日から第４病
棟４床、ＮＩＣＵ３床を増床。25年10月1日か
ら第２病棟１０床を増床した。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

３ 業務運営の改善 

(4) 業務改善の評価 

 

中期目標 各県立病院の業務改善の成果が適正に評価され、病院機構の定める基準に従い当該県立病院に還元されるシステムを構築すること。 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

評 

価 
説 明 

497 

県立病院の業務改善に向けた意欲

的な取り組みを促すため、改善成果

の一部を各県立病院に還元して医療

水準の向上等に活用できるシステム

を導入する。 

医業収益の改善額に基づく院長裁量経

費及び「病院力アップ職員提案」制度を引

き続き活用するほか、各種ワーキンググル

ープの活動などを通じて、県立病院機構全

体で情報共有を図りながら、業務改善に積

極的に取り組んでいく。 

Ａ 

（業務の実績） 

○機構本部 

他職種を巻き込んだ機構全体の取組として推進したことから、医薬品の単

価については経費削減の成果を上げた。（No.493の再掲） 

同時に、職員個人の業務改善に向けた提案も汲み取ることができるよう、

病院力アップ職員提案制度を実施した。（No.434の再掲） 

（課 題） 

○機構本部 

今後も制度を活用し、業務改善に積極的に取り組んでいく。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

３ 業務運営の改善 

(5) 効果的な内部監査の実施 

 

中期目標 （なし） 

 

番

号 
中期計画 年度計画 

自己評価 

評 

価 
説 明 

498 （なし） 

監事及び会計監査人とも連携

した上で、機構本部内のチーム

による内部監査を引き続き実施

する。 

Ａ 

（業務の実績） 

○機構本部 

  本部職員３名で構成する内部監査により、監事等と連携を図りながら、「情報セキュリティ」を監査対象とし

て、監査を実施した。なお、昨年度の課題であった、監査結果を次年度以降にフォローする体制は整備できた。 
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第３ 短期借入金の限度額 

 

中期計画 年度計画 実 績 

 

１ 限度額 20億円 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

賞与の支給等、資金繰り資金への対応 

 

１ 限度額 20億円 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

賞与の支給等、資金繰り資金への対応 

なし 

 

 

第４ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 

中期計画 年度計画 実 績 

なし なし なし 

 

第５ 剰余金の使途 

 

中期計画 年度計画 実 績 

決算において剰余金が発生した場合は、病

院施設の整備、医療機器の購入等に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は、病

院施設の整備、医療機器の購入等に充てる。 
なし 
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第６ その他県の規則で定める業務運営に関する重要事項  施設及び設備の整備に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実 績 

(1) 施設及び設備の整備に関する計画 
 （平成22年度～26年度） 

 

施設・設備の
内容 

予定額 財 源 

施設及び医療
機器等整備 

総額 
11,229百万円 

長野県長期借
入金等 

 

１ 施設及び設備の整備に関する計画 
         （平成26年度） 
 

施設・設備の
内容 

予定額 財 源 

施設及び医療
機器等整備 

総額 
1,286百万円 

長野県長期借
入金等 

 

 

（業務の実績） 

 

 施設及び設備の整備の実績（平成26年度） 

 

施設・設備の内容 決算額 財 源 

施設及び医療機器等整備 969百万円 長野県長期借入金等 
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業務実績報告に係る項目別実績の自己評価に関する評価基準 

 
 

 

平成22年10月26日付けで評価委員会が決定した「年度評価実施要領」（以下「要領」）２の(1)のイの

(ｲ)で定める自己評価の区分については、下記のとおりとなっている。 

Ａ 年度計画に対し十分に取り組み、成果も得られている。 

Ｂ 年度計画に対し十分に取り組んでいる。 

Ｃ 年度計画に対する取り組みは十分ではない。 

その後、監事や評価委員から、共通のベンチマークに基づく評価の必要性についての指摘があり、

下記の基準に基づき自己評価を行うこととされた。 

区分 評  価  基  準 

Ａ 

要領の「年度計画に対し十分取り組み、成果も得られている。」とは、年度計画に

記載した項目で、 

１ 長年継続して取り組み、病院内あるいは地域に定着している事業 

２ 課題がなく、成果が得られていると判断される事業 

３ 多少の課題はあっても、新たな医療サービスあるいは制度を構築した事業 

とする。 

Ｂ 

要領の「年度計画に対し十分に取り組んでいる。」とは、年度計画に記載した項目

で 

１ 課題が生じている事業のうち、その課題が、医療及び社会環境の状況の影響を

受け、医療及び社会環境の変化によらなければ、病院等の努力によっても課題解

決ができない事業 

２ 取り組んだが、年度内未完あるいは成果が生じていないと判断される事業 

３ 自己評価が難しい場合：Ａ及びＣに該当しないと判断される事業 

とする。 

Ｃ 

要領の「年度計画に対する取り組みは十分ではない。」とは、年度計画に記載した

項目で 

１ １年間通じて着手できなかった事業 

２ 課題が生じている事業のうち、その課題が、医療及び社会環境の状況の影響を

受けず、病院等の努力により課題解決が可能と判断される事業 

３ 課題が生じた原因が、明らかに病院等の取り組みから生じたものであると判断

される事業 

とする。 

※ 「事業に取り組んでいる」とは、地域等の第三者に対して、取り組みを明確に説明できる状

況にあることとする。 
 

 


